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2. 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズム

への対応 

大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズ

ムによる再処理施設の大規模な損壊（以下「大規模損壊」という。）が発

生するおそれがある場合又は発生した場合に備えて，公衆及び従事者を放

射線被ばくのリスクから守ることを最大の目的とし，以下の項目に関する

手順書を整備するとともに，当該手順書にしたがって活動を行うための体

制及び資機材を整備する。ここでは，再処理施設にとって過酷な大規模損

壊が発生した場合においても，当該の手順書等を活用した対策によって緩

和措置を講じることができることを説明する。 

(１) 大規模損壊発生時における大規模な火災が発生した場合における消

火活動に関すること 

 (２) 大規模損壊発生時における燃料仮置きピット，燃料貯蔵プール及び

燃料送出しピットの水位を確保するための対策及び使用済燃料の著し

い損傷を緩和するための対策に関すること 

 (３) 大規模損壊発生時における放射性物質及び放射線の放出を低減する

ための対策に関すること 
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2.1 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズ

ムへの対応に係る基本的な考え方 

2.1.1 大規模損壊に係る手順書の整備 

  大規模損壊では，重大事故等時に比べて再処理施設が受ける影響及び被

害の程度が大きく，その被害範囲は広範囲で不確定なものと想定され，あ

らかじめシナリオを設定して対応することが困難であると考えられる。 

そのため，大規模損壊に係る手順書を整備するに当たっては，重大事

故等対策の有効性評価を行う上で健全性が確保されることを前提とした，

地震起因重大事故時機能維持設計とした設備が想定を超えるような規模の

自然災害，故意による大型航空機の衝突その他のテロリズム，大規模な火

災の発生により損傷する可能性を考慮する。また，重大事故等対策が成功

せず，重大事故等が進展し，大気中への放射性物質等の放出に至る可能性

も考慮する。 

大規模損壊への対処に当たっては，再処理施設の被災状況を把握する

ための手順及び被災状況を踏まえた優先事項の実行判断を行うための手順

を整備する。また，重大事故等への対処の作業環境を考慮した上で，実施

すべき対策の内容を整理するとともに，判断基準及び手順等を整備する。 

大規模な自然災害については，大規模損壊を発生させる可能性のある

自然災害の事象を選定した上で，整備した対応手順書の有効性を確認する。 

故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムについては，様々な

状況が想定されるが，その中でも施設の広範囲にわたる損壊，多数の機器

の機能喪失及び大規模な火災が発生して再処理施設に大きな影響を与える

事象を前提とした対応手順書を整備する。 

 

2.1.1.1 大規模損壊を発生させる可能性のある自然災害への対応における
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考慮 

大規模損壊を発生させる可能性のある自然災害を想定するに当たって

は，国内外の基準等で示されている外部事象を網羅的に収集し，その中か

ら考慮すべき自然災害に対して，設計基準を超えるような規模を想定する。 

また，再処理施設の安全性に与える影響及び重畳することが考えられ

る自然災害の組合せについても考慮する。 

さらに，事前予測が可能な自然現象については，影響を低減させるた

めの必要な安全措置を講じることを考慮する。 

 

2.1.1.2 故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムへの対応におけ

る考慮 

テロリズムには様々な状況が想定されるが，その中でも施設の広範囲

にわたる損壊，多数の機器の機能喪失及び大規模な火災が発生して再処理

施設に大きな影響を与える故意による大型航空機の衝突及びその他テロリ

ズムを想定し，多様性及び柔軟性を有する手段を構築する。 

 

2.1.1.3 大規模損壊発生時の対応手順 

大規模損壊発生時における対応においては，以下の項目の対応に必要

な手順等を整備する。 

(１) 再処理施設の状態把握 

大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突は，発生直後に

その規模ともたらされる施設の状況を正確に把握することはできない。 

このため，大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その

他のテロリズムの発生を検知した場合は，以下の状況に応じて再処理

施設の状態把握を行う。 
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ａ．中央制御室の監視機能が維持されており，現場確認が可能な場合 

 中央制御室にて再処理施設の監視機能の確認及び状況の把握を行い

つつ，現場確認により再処理施設の被害状況を確認する。 

ｂ．中央制御室の監視機能が一部又はすべてが機能喪失しており，現場

確認が可能な場合 

中央制御室にて可能な限り再処理施設の監視機能の確認及び状況の

把握を行いつつ，現場にて機器の起動状態の確認，回復操作及び再処

理施設の被害状況を確認する。 

ｃ．大規模な損壊によって中央制御室の監視機能が一部又はすべてが機

能喪失しており，現場確認が不可能な場合 

  ａ．及びｂ．による状態把握ができない場合は，大規模損壊として中

央制御室にて可能な限り再処理施設の監視機能の確認及び状況の把握

を行いつつ，現場への通路を可能な限り復旧し，通路が確保され次第，

現場にて機器の起動状態の確認，回復操作及び再処理施設の被害状況

を確認する。 

 

大規模損壊発生時は，施設の状況を正確に把握することはできない

ことから，再処理施設の状況把握が困難で事故対応の判断ができない

場合を考慮した判断フローを整備する。大規模損壊発生時に使用する

手順書を有効かつ効果的に使用するため，適用条件を明確化するとと

もに，判断フローを明示することにより必要な対策への移行基準を明

確化する。 

 

(２) 実施すべき対策の判断 

再処理施設の状態把握により，重大事故等対策が成功せず，重大事故
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等が進展し，大気中への放射性物質等の放出に至る可能性のある事故（以

下「放出事象」という。）や大規模損壊の発生が確認された場合は，実施

責任者は得られた情報から対策への時間余裕を考慮し，環境への放射性物

質及び放射線の放出による被害を最小限とするよう，対策の優先度を判断

し，使用する手順を臨機応変に選択する。優先事項の項目を次に示す。 

＜大規模な火災が発生した場合における消火活動＞ 

・消火活動 

＜燃料貯蔵プール等の水位を確保するための対策及び燃料体の著しい

損傷を緩和するための対策＞ 

・燃料貯蔵プール等の水位異常低下時のプールへの注水 

＜放射性物質及び放射線の放出を低減するための対策＞ 

・事故の発生防止及び拡大防止（影響緩和含む。）に係る対策の実効性 

・放射性物質及び放射線放出の可能性がある場合の再処理施設への放

水等による放出低減 

＜その他の対策＞ 

・要員の安全確保 

・対応に必要なアクセスルートの確保 

・各対策の作業を行う上で重要となる区域の確保 

・電源及び水源の確保並びに燃料補給 

・人命救助 

 

実施すべき対策の判断に当たってのパラメータの採取は，再処理施設

が受ける影響及び被害の程度が大きく，その被害範囲は広範囲で不確定な

ものと想定されるため，施設の被害やアクセスルートの確保等の被災状況

を踏まえた優先事項の実行判断のもと，適切な手段によって採取する。 
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2.1.1.4 大規模損壊の対処を行うために必要な手順 

大規模損壊の対処を行うために必要な以下の手順を整備する。 

(１) ３つの活動を行うための手順 

大規模損壊が発生した場合に対応する手順については，以下に示す

３つの活動を行うための手順を網羅する。 

ａ．大規模な火災が発生した場合における消火活動に関する手順等 

  大規模損壊発生時に大規模な火災が発生した場合における消火活動と

して，故意による大型航空機の衝突による航空機燃料火災の発生が想

定されることから，現場確認として火災の発生状況を最優先で確認し，

大型化学高所放水車，消防ポンプ付水槽車及び化学粉末消防車を用い

た延焼防止の消火活動及び放水砲等を用いた泡消火についての手順書

を整備する。なお，手順書の整備に当たっては，臨界安全に及ぼす影

響を考慮する。 

ｂ．燃料貯蔵プール等の水位を確保するための対策及び燃料体の著しい損

傷を緩和するための対策に関する手順等 

燃料貯蔵プール等の水位を確保するための手順及び使用済燃料の著

しい損傷を緩和するための手順を定めた手順書を整備する。 

ｃ．放射性物質及び放射線の放出を低減するための対策に関する手順等 

  放射性物質及び放射線の放出を低減するための手順を定めた手順書を

以下のとおり整備する。 

(ａ) 臨界事故の拡大を防止するための手順 

大規模損壊発生時における臨界事故に対処するための手順を定めた

手順書を整備する。 

(ｂ) 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための手順 
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大規模損壊発生時における冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処す

るための手順を定めた手順書を整備する。 

(ｃ) 放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための手順 

大規模損壊発生時における放射線分解により発生する水素による爆

発に対処するための手順を定めた手順書を整備する。 

(ｄ) 有機溶媒等による火災又は爆発に対処するための手順等 

大規模損壊発生時における有機溶媒による火災に対処するための手

順を定めた手順書を整備する。 

(ｅ) 工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための手順 

大規模損壊発生時における工場等外への放射性物質及び放射線の放

出を抑制するための手順を定めた手順書を整備する。 

(ｆ) 放出事象への対処に必要となる水の供給手順 

大規模損壊発生時において，放出事象への対処に必要となる水を供

給するための手順を定めた手順書を整備する。 

(ｇ) 電源の確保に関する手順 

大規模損壊発生時において，放出事象に対処するために必要な電源

を確保するための手順を定めた手順書を整備する。 
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2.1.2 大規模損壊の発生に備えた体制の整備 

大規模損壊が発生するおそれがある場合又は発生した場合における体

制については，重大事故等対策に係る体制を基本とするが，大規模損壊の

発生に伴う要員の被災等により，体制が部分的に機能しない場合において

も流動性をもって柔軟に対応できる体制を整備する。 

 

2.1.2.1 大規模損壊発生時の体制 

再処理施設において重大事故等及び大規模損壊のような原子力災害が

発生するおそれがある場合又は発生した場合に，事故原因の除去並びに

原子力災害の拡大防止（影響緩和含む。），その他必要な活動を迅速，か

つ，円滑に実施するため，重大事故等への対処に係る体制と同様の体制

を基本とする。大規模損壊の発生に伴う要員の被災等により，体制が部

分的に機能しない場合においても，流動性をもって柔軟に対応できる体

制を整備する。 

 

2.1.2.2 大規模損壊への対処のための要員への教育及び訓練 

大規模損壊発生時において，事象の種類及び事象の進展に応じて的

確，かつ，柔軟に対処するために必要な力量を確保するため，実施組

織要員への教育及び訓練については，重大事故等への対処として実施

する教育及び訓練に加え，過酷な状況下においても柔軟に対処できる

よう大規模損壊発生時に対応する手順及び事故対応用の資機材の取扱

い等を習得するための教育及び訓練を実施する。また，実施責任者及

びその代行者を対象に，通常の指揮命令系統が機能しない場合を想定

した個別の教育及び訓練を実施する。さらに，重大事故等対応要員に

おいては，実施組織要員の役割に応じて付与される力量に加え，流動
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性をもって柔軟に対応できるような力量を確保していくことにより，

本来の役割を担う実施組織要員以外の要員でも助勢等の対応できるよ

う教育及び訓練の充実を図る。 

航空機衝突による大規模な火災への対処のための教育及び訓練は，

航空機落下による消火活動に対する知識の向上を図ることを目的に，

空港における消火訓練の見学，設備を用いて泡消火訓練や粉末噴射訓

練等を実施する。 

 

2.1.2.3 大規模損壊による要員被災時に対する指揮命令系統の確立の基本

的な考え方 

大規模損壊発生時には，実施組織要員の被災によって通常時の指揮命

令系統が機能しない場合も考えられる。このような状況においても，招集

等により対応にあたる要員を確保することで指揮命令系統が確立できるよ

う，大規模損壊発生時に対応するための体制を整備する。 

整備にあたっては平日及び日中，夜間及び休日等での環境の違いを考

慮し，要員を確保する。 

大規模損壊と同時に大規模な火災が発生している場合における指揮命

令系統の確立については，指揮命令系統を明確にした上で，消火活動を行

う要員が消火活動を実施できるよう整備する。 

 

2.1.2.4 大規模損壊発生時の活動拠点 

  重大事故等対策に係る体制と同様に，大規模損壊が発生した場合は，実

施組織は制御建屋を活動拠点とする。工場等外への放射性物質又は放射線

の大量放出のおそれ又は故意による大型航空機の衝突が生じたことにより，

制御建屋が使用できなくなる場合には，実施組織要員は緊急時対策所に活
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動拠点を移行し，対策活動を実施する。また，支援組織は緊急時対策所を

活動拠点とする。 

 

2.1.2.5 支援体制の確立 

  大規模損壊発生時における全社対策本部の設置による支援体制は，重大

事故等対策に係る支援体制と同様である。 

  大規模損壊発生時において外部からの支援が必要な場合は，重大事故等

発生時における支援と同様の方針を基本とし，原子力事業者間との必要な

契約の締結，連絡体制の構築を実施する。また，大規模損壊特有の支援と

して，大規模損壊発生時に建屋損傷を想定し，長期にわたって放射線が環

境へ放出されることを防止するために，クレーンの輸送，組立て及び遮蔽

体設置の操作に係る支援について，あらかじめ協力会社と支援協定を締結

する。 
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2.1.3 大規模損壊の発生に備えた設備及び資機材の整備  

大規模損壊発生時に必要な設備及び資機材の整備について，以下のと

おりとする。 

(１) 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムへの対応に必要な設備の配備及び当該設備の防護の基本的な考

え方 

大規模損壊発生時に使用する可搬型重大事故等対処設備は，重大事

故等対策で配備する設備の基本的な考え方と同様に，その可搬型重大

事故等対処設備と同等の機能を有する設計基準事故に対処するための

設備及び常設重大事故等対処設備と同時に機能喪失することのないよ

う外部事象の影響を受けにくい場所に保管する。また，大規模な自然

災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムの共通要因

で，同時に複数の可搬型重大事故等対処設備が機能喪失しないように

100ｍ以上離隔をとった場所に分散配置する。 

(２) 大規模損壊に備えた資機材の配備に関する基本的な考え方 

大規模損壊発生時の対応に必要な資機材については，重大事故等対

策で配備する資機材の基本的な考え方を基に，高線量の環境下，大規

模な火災の発生及び外部支援が受けられない状況を想定し配備する。

また，そのような状況においても使用を期待できるよう，同時に影響

を受けることがないように再処理施設から100ｍ以上離隔をとった場所

に分散配置する。 
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2.2 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズ

ムへの対応における事項 

 

【要求事項】 

再処理事業者において，大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝

突その他のテロリズムによる再処理施設の大規模な損壊（以下「大規模損

壊」という。）が発生した場合における体制の整備に関し，以下の項目につ

いての手順書が適切に整備されているか，又は整備される方針が適切に示さ

れていること。また，当該手順書に従って活動を行うための体制及び資機材

が適切に整備されているか，又は整備される方針が適切に示されていること。 

 

一 大規模損壊発生時における大規模な火災が発生した場合における消火

活動に関すること。 

二 大規模損壊発生時における使用済燃料貯蔵設備の水位を確保するため

の対策及び使用済燃料の著しい損傷を緩和するための対策に関するこ

と。 

三 大規模損壊発生時における放射性物質及び放射線の放出を低減するた

めの対策に関すること。 
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【解釈】 

１ 再処理事業者において，大規模な自然災害又は故意による大型航空機の

衝突その他のテロリズムによる再処理施設の大規模な損壊が発生した場合

において，第１号から第３号までに掲げる活動を実施するために必要な手

順書，体制及び資機材等を適切に整備する方針であること。 

２ 第１号に規定する「大規模損壊発生時における大規模な火災が発生した

場合における消火活動」について，再処理事業者は，故意による大型航空

機の衝突による外部火災を想定し，泡放水砲等を用いた消火活動について

の手順等を整備する方針であること。 

３ 再処理事業者は，本規程における「１．重大事故等対策における要求事

項」の以下の項目について，大規模な自然災害を想定した手順等を整備す

る方針であること。 

１．１ 臨界事故の拡大を防止するための手順等 

１．２ 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための手順等 

１．３ 放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための

手順等 

１．４ 有機溶媒等による火災又は爆発に対処するための手順等 

１．５ 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等 

１．６ 放射性物質の漏えいに対処するための手順等 

１．７ 工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための手順等 

１．８ 重大事故等への対処に必要となる水の供給手順等 

１．９ 電源の確保に関する手順等 

 

４ 再処理事業者は，上記３の項目について，故意による大型航空機の衝突

その他のテロリズムも想定した手順等を整備する方針であること。 
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2.2.1 大規模損壊発生時の手順書の整備 

  大規模損壊発生時の対応手順書の整備に当たっては，大規模損壊の発生

によって多量の放射性物質が環境中に放出されるような万一の事態に至る

可能性も想定し，以下の大規模な自然災害及び故意による大型航空機衝突

その他のテロリズムを考慮する。 

（１） 大規模損壊を発生させる可能性のある自然災害の選定 

自然災害については，多数ある自然災害の中から再処理施設に大規模

損壊を発生させる可能性のある自然災害を抽出した上で，当該の自然災害

により再処理施設に放出事象又は大規模損壊が発生する可能性を考慮し手

順書を整備する。 

ａ．自然現象の網羅的な抽出 

国内外の基準を参考に，網羅的に自然現象を抽出・整理し，自然現

象 55 事象を抽出した。 

ｂ．特に再処理施設の安全性に影響を与える可能性のある自然現象の選 

  定 

各自然現象については，次の基準に基づき想定される再処理施設へ

の影響を踏まえ，非常に過酷な状況を想定した場合に考え得る自然現

象について評価を行った。 

・基準１-１：事象の発生頻度が極めて低い。 

・基準１-２：事象そのものは発生するが，大規模損壊に至る規模の発

生が想定されない。 

・基準１-３：再処理施設周辺では起こり得ない。 

・基準２  ：発生しても大規模損壊に至る影響が考えられない。 

検討した結果，地震，竜巻，落雷，森林火災，凍結，干ばつ，火山

の影響，積雪，隕石を非常に過酷な状況を想定した場合に考え得る自
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然現象として選定する。 

また，特に再処理施設の安全性に影響を与える可能性があるとされ

た事象の影響を整理した結果を第 2.2.1 表，第 2.2.2 表及び第 2.2.1

図にそれぞれ示す。 

上記の９事象に対し，大規模損壊に至らない又は至る前に対処が可

能な自然現象等を除外し，その影響によって特に再処理施設の安全性

に影響を与える可能性のある自然現象の選定した結果，地震，竜巻，

火山の影響，隕石を大規模損壊を発生させる可能性のある自然災害と

して選定する。 

 ｃ．大規模損壊の対象シナリオ選定 

上記で選定された自然現象について，それぞれで特定した起因事

象・シナリオを基に，大規模損壊として想定することが適切な事象を

選定する。 

上記 b.での整理から，再処理施設の最終状態は次の 3 項目に類型化

することができ，第 2.1.2 表に事象ごとに整理した結果を示す。 

・大規模損壊で想定しているシナリオ 

・重大事故等で想定しているシナリオ 

・設計基準事故で想定しているシナリオ 

第 2.1.2 表に示すとおり，再処理施設において大規模損壊を発生さ

せる可能性のある自然現象は，地震，竜巻，火山の影響及び隕石の 4

事象となる。 

また，大規模損壊を発生させる可能性のある自然現象のうち，各事

象のシナリオについては以下のとおりである。 

・地震 

 最も過酷なケースは電力系統，保安電源設備，安全冷却水系，安全
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圧縮空気系，全交流動力電源喪失，閉じ込め機能，遮蔽機能などの喪

失による冷却機能の喪失による蒸発乾固，放射線分解により発生する

水素による爆発，燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失，放射性物質

及び放射線の放出によるシナリオの場合となる。 

 ・竜巻 

最も過酷なケースは全交流動力電源喪失による冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固，放射線分解により発生する水素による爆発，燃料貯蔵プ

ール等の冷却等の機能喪失によるシナリオの場合となる。 

・火山の影響 

最も過酷なケースは全交流動力電源喪失による冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固，放射線分解により発生する水素による爆発，燃料貯蔵プ

ール等の冷却等の機能喪失によるシナリオの場合となる。 

・隕石 

建屋又は屋外設備等に隕石が衝突した場合は，当該建屋又は設備が

損傷し，機能喪失に至る可能性がある。 

再処理施設敷地に隕石が落下した場合は，振動により安全機能が損

傷し，機能喪失に至る可能性がある。 

 

(２) 故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムへの対処 

テロリズムには様々な状況が想定されるが，その中でも施設の広範

囲にわたる損壊，多数の機器の機能喪失及び大規模な火災が発生して

再処理施設に大きな影響を与える故意による大型航空機の衝突を想定

し，多様性及び柔軟性を有する手段を構築する。 

また，大型航空機の建屋への衝突を起因とする大規模な火災が発生

することを前提とした手順書を整備する。 
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また，事前にテロリズムの情報を入手した場合は，被害の低減や人

命の保護など，可能な限り必要な安全措置を講じることを考慮する。 

なお，爆発等の人為事象による再処理施設への影響については，故

意による大型航空機の衝突に代表させることができる。 

テロリストの敷地内への侵入に対する備えについては，核物質防護

対策として，区域の設定，人の容易な侵入を防止できる柵，鉄筋コン

クリート造りの壁等の障壁の設置，巡視，監視，出入口での身分確認，

探知施設を用いた警報並びに映像等の集中監視，治安機関への通信連

絡，不正に爆発性又は易燃性を有する物件その他人に危害を与え，又

は他の物件を損傷するおそれがある物件の持込みを防止するための持

込み点検を行う設計とすること，また，常日頃より核物質防護措置に

係る治安機関との協力体制を構築し，連携を密にすることでテロの発

生に備える。テロリストの侵入やその兆候を確認した場合には，速や

かに治安機関に通報するとともに，再処理施設の安全確保のため使用

済燃料の再処理工程を停止する。また，要員の安全を確保するため，

治安機関との連携の上，

必要な措置を講ずる。 

テロリストの破壊行為により再処理施設が損壊した場合，以下のと

おり事業者として可能な限りの対応を行う。 

(ａ) 安全系監視制御盤等の監視や現場での測定により施設状態の把握

に努める。 

(ｂ) 把握された安全機能の喪失に対して安全機能の回復を図るととも

に，治安機関による制圧後に必要な措置を講ずるための準備を行う。 

以上より，大規模損壊発生時の対応手順書の整備に当たっては，(1)及
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び(2)において整理した大規模損壊の発生によって，多量の放射性物質が

環境中に放出されるような万一の事態に至る可能性も想定し，再処理施設

において使える可能性のある設備，資機材及び要員を最大限に活用した多

様性及び柔軟性を有する手段を構築する。 
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第 2.2.1 表 自然現象が再処理施設へ与える影響評価（1／8） 

自然現象 
設計基準を超える自然現象が 

再処理施設に与える影響評価 

自然現象の想定規模と 

喪失する可能性のある機器 

最終的な再処理施設 

の状態 

地震 【影響評価に当たっての考慮事項】 

・基準地震動 Ss の 1.2 倍を超える地震の発生を想定する。  

・地震の事前の予測については，現在確立した手法が存在しないことから，予兆なく発生

する。 

【設計基準を超える場合の影響評価】  

・開閉所設備の碍子，変圧器等の電力系統の損傷に伴う外部電源喪失の可能性がある。 

・非常用ディーゼル発電機の損傷により，全交流動力電源喪失に至る可能性がある。 

・安全冷却水系の損傷により，冷却機能の喪失による蒸発乾固及び燃料貯蔵プール等の冷

却等の機能喪失に至る可能性がある。 

・安全圧縮空気系の損傷により，放射線分解により発生する水素による爆発に至る可能性

がある。 

・中央制御室は，堅牢な建屋内にあることから，運転員による操作機能の喪失は可能性と

して低いが，計装・制御機能については喪失する可能性がある。  

・主排気筒の倒壊に伴い，管理放出が行えなくなる。 

・モニタリング・ポストの監視機能が喪失する可能性がある。 

・保管している危険物による火災の発生の可能性がある。  

・地盤の陥没等により，屋外アクセスルートの通行が困難となり，事故の対策に影響を及

ぼす可能性がある。 

・再処理施設内の壁や機器等の損壊により屋内アクセスルートの通行が困難となり，事故

の対策に影響を及ぼす可能性がある。 

・再処理施設の損傷等により閉じ込め機能及び遮蔽機能が喪失する可能性がある。 

 

【主な対応】 

・可搬型重大事故等対処設備等による再処理施設の状態把握，給電及び注水などを行う。 

・モニタリング・ポストが使用できない場合は，可搬型モニタリングによる測定及び監視

を行う。 

・排気モニタによる放出放射性物質の監視。 

・火災が発生した場合は，化学消防自動車等の消火設備による消火を行う。 

・屋外アクセスルート上に通行不能の影響がある場合は，重機により復旧を行う。 

・屋内アクセスルートにおいて，各対策の作業を行う上で重要となる区域※については，

優先して確保する。 

 ※蒸発乾固等の事故の発生防止及び拡大防止（影響緩和含む。）のいずれの対処におい

ても使用又は通過する区域。 

【基準地震動を超える地震を想

定した場合に喪失する可能性

のある機器】  

・電力系統 

・保安電源設備 

・安全冷却水系 

・安全圧縮空気系 

・計測制御系統施設  

・安全保護回路  

・放射線管理施設 

・監視設備 

 

 

【次の事象が相乗して発

生する可能性がある】 

・冷却機能の喪失による

蒸発乾固 

・放射線分解により発生

する水素による爆発 

・燃料貯蔵プール等の冷

却等の機能喪失 

・全交流動力電源喪失 

 

再処理施設の損傷等に

よる閉じ込め機能及び遮

蔽機能の喪失により，大

規模損壊に至る可能性が

ある。 
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第 2.2.1 表 自然現象が再処理施設へ与える影響評価（2／8） 

自然現象 
設計基準を超える自然現象が 

再処理施設に与える影響評価 

自然現象の想定規模と喪失する 

可能性のある機器 
最終的な再処理施設の状態 

竜巻 【影響評価に当たっての考慮事項】 

・竜巻防護施設及び竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設は，風

速 100m／s の竜巻から設定した荷重に対して，竜巻防護対策によって

防護されている。 

・事前の予測が可能であることから，再処理施設の安全性に影響を与え

ることがないように，あらかじめ体制を強化して安全対策（飛散防止

措置の確認等）を講じることが可能である。 

・最大風速 100m／s を超える規模の竜巻を想定する。 

【設計基準を超える場合の影響評価】 

・風荷重及び飛来物の衝突による電力系統の損傷に伴い機能喪失し，外

部電源喪失に至る可能性がある。 

・風荷重及び飛来物の衝突により，安全冷却水系冷却塔が損傷し，冷却

機能の喪失による蒸発乾固及び燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失

に至る可能性がある。 

・飛来物の衝突による非常用ディーゼル発電機の機能喪失及び風荷重又

は飛来物の衝突による電力系統の損傷に伴う短絡による外部電源喪失

が同時に発生し，全交流動力電源が喪失する可能性がある。 

 

【主な対応】 

・可搬型重大事故等対処設備等による給電及び注水を行う。 

・屋外アクセスルート上に通行不能の影響がある場合は，重機により復

旧を行う。 

【設計基準を超える竜巻を想定した場

合に喪失する可能性のある機器】 

・電力系統 

・保安電源設備 

・安全冷却水系 

・安全圧縮空気系 

 

【次の事象が相乗して発生する可能

性がある】 

・冷却機能の喪失による蒸発乾固 

・放射線分解により発生する水素に

よる爆発 

・燃料貯蔵プール等の冷却等の機能

喪失 

・全交流動力電源喪失 
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第 2.2.1 表 自然現象が再処理施設へ与える影響評価（3／8） 

自然現象 
設計基準を超える自然現象が 

再処理施設に与える影響評価 

自然現象の想定規模と喪失する 

可能性のある機器 
最終的な再処理施設の状態 

落雷 【影響評価に当たっての考慮事項】 

・設計基準雷撃電流 270kA を超える雷サージの影響を想定する。 

・落雷に対して，建築基準法に基づき高さ 20m を超える建築物等へ避雷

設備を設置し，避雷設備は構内接地網と連接することにより，接地抵

抗の低減や雷撃に伴う構内接地網の電位分布の平坦化を考慮した設計

とすることから，安全保護系等の設備に影響を与えることはなく，安

全に大地に導くことができる。 

・外部電源喪失したとしても，非常用ディーゼル発電機からの給電によ

り，全交流動力電源喪失には至らない。 

 

【設計基準を超える場合の影響評価】 

・電力系統が機能喪失することにより，外部電源喪失に至る可能性があ

る。 

 

【主な対応】 

・必要に応じて可搬型重大事故等対処設備等による給電及び注水を行

う。 

【設計基準を超える積雪を想定した場

合に喪失する可能性のある機器】 

・電力系統 

【次の事象が相乗して発生する可能

性がある】 

・なし 
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第 2.2.1 表 自然現象が再処理施設へ与える影響評価（4／8） 

自然現象 
設計基準を超える自然現象が 

再処理施設に与える影響評価 

自然現象の想定規模と喪失する 

可能性のある機器 
最終的な再処理施設の状態 

森林火災 【影響評価に当たっての考慮事項】 

・防火帯を超えて延焼するような規模を想定する。 

・森林火災が拡大するまでの時間的余裕は十分あることから，再処理施

設の安全性に影響を与えることがないように，予防散水する等の安全

対策を講じることが可能である。 

・外部電源喪失したとしても，非常用ディーゼル発電機からの給電によ

り，全交流動力電源喪失には至らない。 

 

【設計基準を超える場合の影響評価】 

・送電鉄塔，送電線の損傷に伴う外部電源喪失の可能性がある。 

・森林火災の延焼により，アクセスルートの通行が困難となり，事故の

対策に影響を及ぼす可能性がある。 

 

【主な対応】 

・必要に応じて可搬型重大事故等対処設備等による再処理施設の状態把

握，給電及び注水を行う。 

・化学消防自動車等の消火設備による建屋及びアクセスルートへの予防

散水を行う。 

【設計基準を超える森林火災を想定し

た場合に喪失する可能性のある機

器】 

・電力系統 

【次の事象が相乗して発生する可能

性がある】 

・なし 
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第 2.2.1 表 自然現象が再処理施設へ与える影響評価（5／8） 

自然現象 
設計基準を超える自然現象が 

再処理施設に与える影響評価 

自然現象の想定規模と喪失する 

可能性のある機器 
最終的な再処理施設の状態 

凍結 【影響評価に当たっての考慮事項】 

・予報等により事前の予測が可能であることから，再処理施設の安全性

に影響を与えることがないよう，事前に保温，電熱線ヒータによる加

熱等の凍結防止対策を実施することができる。 

・敷地付近で観測された最低気温-15.7℃を下回る規模を想定する。 

・外部電源喪失したとしても，非常用ディーゼル発電機からの給電によ

り，全交流動力電源喪失には至らない。 

 

【設計基準を超える場合の影響評価】 

・安全冷却水系等の凍結により，冷却機能の喪失による蒸発乾固及び燃

料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失に至る可能性がある。 

・送電線や碍子に着氷することによって相間短絡の発生に伴う外部電源

喪失の可能性がある。 

 

【主な対応】 

・事前の凍結防止対策（加温等の凍結防止対策）を行う。 

・必要に応じて可搬型重大事故等対処設備等による再処理施設の状態把

握，給電及び注水を行う。 

【設計基準を超える積雪を想定した場

合に喪失する可能性のある機器】 

・電力系統 

・安全冷却水系 

 

【次の事象が相乗して発生する可能

性がある】 

・なし 

 

干ばつ 【影響評価に当たっての考慮事項】 

・二又川からの取水ができない場合であっても，給水の使用量に対して

給水処理設備の容量が十分にあることから，その間に村内水道等の給

水を行うことが可能である。 

【設計基準を超える場合の影響評価】 

・安全冷却水系への補給が途絶えることによる冷却機能の喪失による蒸

発乾固及び燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失に至る可能性があ

る。 

 

【主な対応】 

・村内水道等からの給水 

【設計基準を超える干ばつを想定した

場合に喪失する可能性のある機器】 

・安全冷却水系 

 

 

【次の事象が相乗して発生する可能

性がある】 

・なし 
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第 2.2.1 表 自然現象が再処理施設へ与える影響評価（6／8） 

自然現象 
設計基準を超える自然現象が 

再処理施設に与える影響評価 

自然現象の想定規模と喪失する 

可能性のある機器 
最終的な再処理施設の状態 

火山の影

響 

【影響評価に当たっての考慮事項】 

・予報等により事前の予測が可能であることから，再処理施設の安全性

に影響を与えることがないよう，あらかじめ体制を強化して対策（除

灰）を実施することができる。 

・降下火砕物（火山灰）の堆積厚さの設計基準である堆積厚さ 55 ㎝を

超える規模の堆積厚さを想定する。 

 

【設計基準を超える場合の影響評価】 

・送電線や碍子への降下火砕物の付着により相間短絡が発生し，外部電

源喪失の可能性がある。 

・外気を取り込む機器が機能喪失に至り，非常用ディーゼル発電機の機

能喪失及び電力系統の損傷に伴う短絡による外部電源喪失が同時に発

生し，全交流動力電源が喪失する可能性がある。 

・火山灰の荷重により，安全冷却水系冷却塔が損傷し，冷却機能の喪失

による蒸発乾固及び燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失に至る可能

性がある。 

・降下火砕物の堆積により，アクセスルートの通行に支障を来し，重大

事故等対策に影響を及ぼす可能性がある。 

 

【主な対応】 

・既存の体制で対策（除灰）を行う。 

・可搬型重大事故等対処設備等による再処理施設の状態把握，給電及び

注水等を行う。 

・屋外アクセスルート上に通行不能の影響がある場合は，重機により復

旧を行う。 

【設計基準を超える火山灰堆積厚さ

及び気中濃度を想定した場合に喪

失する可能性のある機器】 

・電力系統 

・保安電源設備 

・安全冷却水系 

・安全圧縮空気系 

 

【次の事象が相乗して発生する可能

性がある】 

・冷却機能の喪失による蒸発乾固 

・放射線分解により発生する水素に

よる爆発 

・燃料貯蔵プール等の冷却等の機能

喪失 

・全交流動力電源喪失 
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第 2.2.1 表 自然現象が再処理施設へ与える影響評価（7／8） 

自然現象 
設計基準を超える自然現象が 

再処理施設に与える影響評価 

自然現象の想定規模と喪失する 

可能性のある機器 
最終的な再処理施設の状態 

積雪 【影響評価に当たっての考慮事項】 

・予報等により事前の予測が可能であることから，再処理施設の安全機

能に影響を与えることがないよう，あらかじめ体制を強化して対策

（除雪）を実施することができる。 

・建築基準法で定められた敷地付近の設計基準積雪量 190 ㎝を超える規

模の積雪を想定する。 

・外部電源喪失したとしても，非常用ディーゼル発電機からの給電によ

り，全交流動力電源喪失には至らない。 

 

【設計基準を超える場合の影響評価】 

・送電線や碍子への着雪により相間短絡が発生し，外部電源喪失の可能

性がある。 

・積雪の荷重により，安全冷却水系冷却塔が損傷し，冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固及び燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失に至る可能性

がある。 

・積雪により，アクセスルートの通行に支障を来し，重大事故等対策に

影響を及ぼす可能性がある。 

 

【主な対応】 

・既存の体制で対策（除雪）を行う。 

・必要に応じて可搬型重大事故等対処設備等による再処理施設の状態把

握，給電及び注水を行う。 

・屋外アクセスルート上に通行不能の影響がある場合は，重機により復

旧を行う。 

【設計基準を超える積雪を想定した場

合に喪失する可能性のある機器】 

・電力系統 

・安全冷却水系 

 

【次の事象が相乗して発生する可能

性がある】 

・なし 
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第 2.2.1 表 自然現象が再処理施設へ与える影響評価（8／8） 

自然現象 
設計基準を超える自然現象が 

再処理施設に与える影響評価 

自然現象の想定規模と喪失する 

可能性のある機器 
最終的な再処理施設の状態 

隕 石 【影響評価に当たっての考慮事項】 

・事前の予測については，行えないものと想定する。 

 

【影響評価】 

・建屋又は屋外設備等に隕石が衝突した場合は，当該建屋又は設備が損傷

し，機能喪失に至る可能性がある。 

・再処理施設敷地に隕石が落下した場合は，振動により安全機能が損傷し，

機能喪失に至る可能性がある。 

 

【主な対応】 

・建屋又は屋外設備等に隕石が衝突した場合は，故意による大型航空機の衝

突と同様に対応する。 

・再処理施設敷地に隕石が衝突し，振動が発生した場合は，地震発生時と同

様に対応する。 

・屋外アクセスルート上に通行不能の影響がある場合は，重機により復旧を

行う。 

・具体的に喪失する機器は特定しない。 

 

・具体的な再処理施設の状態は特定し

ない。 

 

 

2.-28



 

第 2.2.2 表 大規模損壊へ至る可能性のある自然現象 

自然現象 大規模損壊で想定しているシナリオ 重大事故等で想定しているシナリオ 
設計基準事故で想定している 

シナリオ 

地震 

・冷却機能の喪失による蒸発乾固 

・放射線分解により発生する水素による爆発 

・燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失 

・全交流動力電源喪失 

・閉じ込め機能喪失 

・遮蔽機能喪失 

 

再処理施設の損傷等による閉じ込め機能，遮蔽機能の喪失に

より，放射性物質及び放射線の放出に至る大規模損壊に至る可

能性がある。 

・冷却機能の喪失による蒸発乾固 

・放射線分解により発生する水素による

爆発 

・燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失 

・全交流動力電源喪失 

・閉じ込め機能喪失 

・遮蔽機能喪失 

・外部電源喪失 

・設計基準事故 

 

竜巻 

・冷却機能の喪失による蒸発乾固 

・放射線分解により発生する水素による爆発 

・燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失 

・全交流動力電源喪失 

（なし） （なし） 

落雷 （なし） （なし） （なし） 

森林火災 （なし） （なし） （なし） 

凍結 （なし） （なし） （なし） 

干ばつ （なし） （なし） （なし） 

火山の影響 

・冷却機能の喪失による蒸発乾固 

・放射線分解により発生する水素による爆発 

・燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失 

・全交流動力電源喪失 

・冷却機能の喪失による蒸発乾固 

・放射線分解により発生する水素による

爆発 

・燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失 

・全交流動力電源喪失 

（なし） 

積雪 （なし） （なし） （なし） 

隕石 地震又は故意による大型航空機の衝突と同様。 
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①  外 部事 象 の 収集  

 再 処 理 施 設 の 安 全 性 に 影 響 を 与 え る 可 能 性 の あ る 外 部 事 象 を 網 羅 的 に

収 集 す るた め ， 国内 外 の 基準 等 で 示さ れ て いる 外 部 事象 を 参 考に 55 事 象

を 収 集 。  

 

②  非 常に 過 酷 な状 況 を 想定 し た 場合 に 考 え得 る 自 然現 象 の 選定  

 収 集 し た 各 自 然 現 象 に つ い て ， 大 規 模 損 壊 の 起 因 と し て 考 慮 す べ き 自

然 現 象 を以 下 の 除外 の 基 準で 選 定 。  

基 準 1-1： 事 象 の 発生 頻 度 が極 め て 低い  

基 準 1-2： 事 象 そ のも の は 発生 す る が ， 重 大 事故 等 の 起因 と な る規 模 の 発

生 が 想 定さ れ な い  

基 準 1-3： 再 処 理 施設 周 辺 では 起 こ り得 な い  

基 準 2： 発 生 し て も重 大 事 故等 の 起 因と な る よう な 影 響が 考 え られ な い  

 

③  非 常に 過 酷 な状 況 を 想定 し た 場合 に 考 え得 る 自 然現 象  

 ② の 評 価 に よ り ， 非 常 に 過 酷 な 状 況 を 想 定 し た 場 合 に 考 え 得 る 自 然 事

象 を 以 下の と お り抽 出 。  

・ 地 震 ，竜 巻 ， 雷 ， 森 林 火災 ， 凍 結， 干 ば つ， 火 山 の影 響 ， 積雪 ， 隕 石  

 

④  考 慮す べ き 事象 の う ち ， 除 外 する 事 象  

大 規 模 損壊 に 至 らな い 又 は至 る 前 に対 処 が 可能 な 自 然現 象 等 を除 外

し ， そ の影 響 に よっ て 大 規模 損 壊 を発 生 さ せる 可 能 性の あ る 自然 現 象 を

選 定 。  

 

⑤  自 然現 象 の 選定  

地 震 ， 竜 巻 ， 火 山の 影 響 ，隕 石 を 大規 模 損 壊の 起 因 とな る 自 然現 象 と

し て 選 定  

 

 

第 2.2.1 図   大規模損壊を発生させる可能性のある自然現象の

検討プロセスの概要  
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2.2.1.1 大規模損壊発生時の対応手順 

  大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他

のテロリズムの発生を，緊急地震速報，外部からの情報連絡，

衝撃音，衝突音等により検知した場合は，以下の状況に応じ

て再処理施設の状態把握（運転状態，火災発生の有無，建屋

の損壊状況等）を行うことにより，放出事象の発生や大規模

損壊の発生の確認を行う。 

ａ．中央制御室の監視機能が維持されており，現場確認が可 

能な場合 

 中央制御室にて再処理施設の監視機能の確認及び状況の

把握を行いつつ，現場確認により再処理施設の被害状況を

確認する。 

ｂ．中央制御室の監視機能が一部又はすべてが機能喪失し

ており，現場確認が可能な場合 

中央制御室にて可能な限り再処理施設の監視機能の確認

及び状況の把握を行いつつ，現場にて機器の起動状態の確

認，回復操作及び施設の被害状況を確認する。 

ｃ．大規模な損壊によって中央制御室の監視機能が一部又

はすべてが機能喪失しており，現場確認が不可能な場

合 

  ａ．及びｂ．による状態把握ができない場合は，大規模

損壊として中央制御室にて可能な限り再処理施設の監視機

能の確認及び状況の把握を行いつつ，現場への通路を可能

な限り復旧し，通路が確保され次第，現場にて機器の起動

状態の確認，回復操作及び施設の被害状況を確認する。 
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放出事象や大規模損壊の発生が確認された場合は，実施責

任者は得られた情報を考慮し，大規模損壊への対処として実

施すべき対策の判断を行う。 

大規模損壊の対処に当たっては，工場外への放射性物質及

び放射線放出の低減を最優先として，被害を可能な限り低減

させることを考慮しつつ，優先すべき手順の決定を判断する。

優先事項の項目を次に示す。技術的能力に係る審査基準の該

当項目との関係を第2.2.3表に示す。 

＜大規模な火災が発生した場合における消火活動＞ 

・消火活動 

＜燃料貯蔵プール等の水位を確保するための対策及び燃料

体の著しい損傷を緩和するための対策＞ 

・燃料貯蔵プール等の水位異常低下時のプールへの注水 

＜放射性物質及び放射線の放出を低減するための対策＞ 

・放射性物質及び放射線放出の可能性がある場合の再処理

施設への放水等による放出低減 

＜その他の対策＞ 

・要員の安全確保 

・対応に必要なアクセスルートの確保 

・各対策の作業を行なう上で重要となる区域の確保 

・電源及び水源の確保並びに燃料補給 

・人命救助 

 

パラメータ採取の対応にあたっては，対処するために把
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握することが必要なパラメータのうち，再処理設備の状態

を直接監視するパラメータを，あらかじめ再処理施設の状

態を監視するパラメータの中から選定し，以下に示す手段

から適切なものを臨機応変に選択し，又は組み合わせる。  

・耐震性，耐環境性のある計測機器での確認及び記録を実施

する。 

・直流電源喪失時における可搬型計測器による計測を実施す

る。 

・再処理設備の状態を監視するパラメータが故障等により計

測不能な場合は，他のパラメータにて当該パラメータを推

定する。 

 

(１ ) 大規模損壊に係る対応及び判断フロー 

 大規模損壊が発生するおそれがある場合又は発生した場

合は，対応として施設の状態把握，異常の検知，回復操作，

実施すべき対策の決定等を行う。 

具体的な対応は以下のとおり。 

ａ．大規模な地震発生時の対応 

( ａ )  実施責任者は，速やかに中央制御室及び現場にてパラ

メータ確認，警報の発報の確認，屋外状況の把握等を行

い，異常の有無について確認する。異常が確認された場

合は，機器及び設備の起動状態，健全性確認等により，

故障の判断を行い，回復操作を実施する。また，建屋に

大規模な損壊を確認した場合は，大規模損壊時に対応す

る手順書に基づいて対策の開始を判断する。 
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( ｂ )  実施責任者は回復操作が失敗し，安全機能喪失が確認

された場合は実施すべき対策の判断を行う。 

( ｃ )  実施すべき対策に基づき，発生防止対策，拡大防止対

策（影響緩和含む。）の準備を開始する。対策の準備開

始にあたっては屋内屋外アクセスルートの確認を実施す

る。 

( ｄ )  施設の損壊程度が激しく，屋内アクセスルートが確認

できない場合は，大規模損壊時に対応する手順書に基づ

いて対策の開始を判断する。 

ｂ．故意による大型航空機の衝突時の対応 

( ａ )  実施責任者は，事前に故意による大型航空機の衝突の

情報を入手した場合には，治安当局への通報，原子力防

災管理者等への連絡，社外関係者への連絡等を行う。ま

た，再処理施設の運転停止やパラメータ確認を行うとと

もに，被害の低減や人命の保護を考慮し，実施組織要員

を可能な限り分散して待機する。 

( ｂ )  実施責任者は大型航空機が衝突したことの確認をもっ

て大規模損壊の発生を判断する。その後は中央制御室に

て速やかにパラメータ確認，警報の発報の確認，屋外状

況の把握，初期消火等を行い，異常の有無について確認

するとともに，大規模な火災が発生した場合における消

火活動に関する手順に基づき，消火優先順位に従って消

火を開始する。消火活動においては，臨界安全に及ぼす

影響を考慮する。 

 ( ｃ ) 実施責任者は消火活動後又は可能な限り消火活動と並
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行して，異常が確認されていた機器及び設備の起動状態，

健全性確認等により，故障の判断を行い，回復操作を実

施する。 

( ｄ )  実施責任者は回復操作が失敗し，安全機能喪失が確認

された場合は実施すべき対策の判断を行う。 

( ｅ )  実施すべき対策に基づき，大規模損壊の対 策の準備を

開始する。対策の準備開始にあたっては屋内屋外アクセ

スルートの確認を実施する。 

( ｆ )  大規模損壊時に対応する手順書に基づいて対策の開始

を判断する。 

ｃ．その他のテロリズム発生時の対応 

( ａ )  実施責任者は，その他テロリズムが発生した 場合には，

治安当局への通報，原子力防災管理者等への連絡，社外

関係者への連絡等を行う。また，再処理施設の運転停止

やパラメータ確認を行うとともに，被害の低減や人命の

保護を考慮し，屋内への退避を指示する。 

( ｂ )  実施責任者は治安当局によるテロリストの鎮圧が確認

された後は，中央制御室にて速やかにパラメータ確認，

警報の発報の確認，屋外状況の把握，初期消火等を行い ，

異常の有無について確認する。異常が確認された場合は，

機器及び設備の起動状態，健全性確認等により，故障の

判断を行い，回復操作を実施する。また，建屋に大規模

な損壊を確認した場合は，大規模損壊時に対応する手順

書に基づいて対策の開始を判断する。 

( ｃ )  実施責任者は回復操作が失敗し，安全機能喪失が確認
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された場合は実施すべき対策の判断を行う。 

( ｄ )  実施すべき対策に基づき，発生防止対策，拡大防止対

策（影響緩和含む。）の準備を開始する。対策の準備開

始にあたっては屋内屋外アクセスルートの確認を実施す

る。 

 

(２ ) 大規模損壊発生時の対応手順書の適用条件 

実施責任者は，大規模損壊が発生するおそれ又は発生し

た時の対応で得られた情報を基に，以下の条件に該当する

と判断した場合は，実施すべき対策を選択し，大規模損壊

時に対応する手順に基づく事故の進展防止及び影響を緩和

するための活動を開始する。 

ａ．大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その

他のテロリズムにより再処理施設が以下のいずれかの状

態となった場合又は疑われる場合 

( ａ )  大型航空機の衝突による大規模な火災が発生した場合

（大規模損壊発生に伴う広範囲な機能喪失が発生した

場合） 

( ｂ )  燃料貯蔵プール等の損傷により著しい水の漏えいが発

生 し ， 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 の 水 位 が 維 持 で き な い 場 合

（大規模損壊発生に伴う広範囲な機能喪失が発生した

場合） 

( ｃ )  放射性物質閉じ込め機能及び放射線の遮へい機能に影

響を与える可能性があるような大規模な損壊（ 大規模

損壊発生に伴う広範囲な機能喪失及び発生防止及び拡
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大防止（影響緩和含む。）への措置がすべて機能しなか

った場合） 

ｂ．実施すべき対策 

( ａ )  大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突そ

の他のテロリズムによって大規模な火災が確認された場

合は，大規模な火災が発生した場合における消火活動を

実施する。 

( ｂ )  大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突そ

の他のテロリズムによって燃料貯蔵プール等の水位が維

持できない場合は，燃料貯蔵プール等の水位を確保する

ための対策及び使用済燃料の著しい損傷を緩和するため

の対策を実施する。 

( ｃ )  大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突そ

の他のテロリズムによって放射性物質の閉じ込め機能及

び放射線の遮へい機能等に影響を与える可能性があるよ

うな大規模な損壊が確認された場合は，放射性物質及び

放射線の放出を低減するための対策を実施する。 
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第 2.2.3 表  大規模損壊発生時の対応操作一覧（１ ／ 21）

対応操作  内容  

技術的能

力に係る

審査基準

（解釈）

の該当項

目  

大規模な火災が

発生した場合に

おける消火活動  

消 火 活

動  

大規 模な 火災 が発 生し た場 合， 放水 砲 ，

大型 化学 高所 放水 車， 消防 ポン プ付 水 槽

車及 び化 学粉 末消 防車 等に よる 泡消 火 ま

たは粉末消火を実施する。  

2 項  2.1 

使用済燃料貯蔵

設備の水位を確

保するための対

策及び使用済燃

料の著しい損傷

を緩和するため

の対策  

燃 料 貯

蔵 プ ー

ル 等 へ

の注水  

燃料 貯 蔵 プー ル等 の冷 却機 能又 は注 水 機

能喪失時においても，第 1 貯水槽を水源

とし て可 搬型 中型 移送 ポン プに より 燃 料

貯蔵 プー ル等 へ注 水す るこ とで ，燃 料 貯

蔵プ ール 等の 水位 を回 復・ 維持 させ る 手

段がある。  

地震 によ る冷 却機 能及 び注 水機 能喪 失 の

場合 は， 現場 環境 確認 を行 った 後に 対 処

を開 始す ると とも に， 機器 の損 傷等 に よ

るプ ール 水の 漏え いの 発生 の有 無を 確 認

する 。ま た， 火山 の影 響に より 降灰 予 報

を確 認し た場 合に は， 屋外 に設 置す る 機

器を 屋内 に設 置す る対 応及 び除 灰の 対 応

を行う。  

3 項 1.5  

共 通 電

源 車 を

用 い た

冷 却 機

能 等 の

回復  

外部電源が喪 失し，かつ，第 1 非常用デ

ィー ゼル 発電 機の 多重 故障 によ り， 安 全

冷却 水系 及び プー ル水 冷却 系の 冷却 機 能

並び に補 給水 設備 の注 水機 能が 喪失 し た

場合 にお いて も， 共通 電源 車を 用い た 冷

却機 能及 び注 水機 能の 回復 によ り， 使 用

済燃料の冷却を行う。  

補 給 水

設 備 に

よ る 注

水  

プー ル水 冷却 系若 しく は安 全冷 却水 系 の

多 重 故 障 に よ り 冷 却 機 能 が 喪 失 し た 場

合， かつ ，補 給水 設備 が運 転可 能な 場 合

に， 補給 水設 備に よる 注水 によ り燃 料 貯

蔵プ ール 等へ 注水 する こと で， 使用 済 燃

料の冷却を行う。  
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第 2.2.3 表  大規模損壊発生時の対応操作一覧（２／ 21）  

対応操作  内容  

技術的能

力に係る

審査基準

（解釈）

の該当項

目  

使用済燃料貯

蔵設備の水位

を確保するた

めの対策及び

使用済燃料の

著しい損傷を

緩和するため

の対策  

給 水 処 理 設 備 に

よる注水  

補 給 水 設 備 の 多 重 故 障 に よ

り 補 給 機 能 が 喪 失 し た 場 合

に お い て も ， 給 水 処 理 設 備

の 純 水 貯 槽 を 水 源 と し て ，

純 水 ポ ン プ に よ り 燃 料 仮 置

き ピ ッ ト Ｂ へ 注 水 す る こ と

で ， 使 用 済 燃 料 の 冷 却 を 行

う。  

3 項 1.5  

消 火 設 備 に よ る

注水  

補 給 水 設 備 の 多 重 故 障 に よ

り 補 給 機 能 が 喪 失 し た 場 合

に お い て ， 消 火 用 水 貯 槽 を

水 源 と し て 燃 料 貯 蔵 プ ー ル

等 へ 注 水 す る こ と で ， 使 用

済燃料の冷却を行う。  

燃 料 貯 蔵 プ ー ル

等へのスプレイ  

燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 か ら の 大

規 模 な 水 の 漏 え い そ の 他 の

要 因 に よ り 燃 料 貯 蔵 プ ー ル

等 の 水 位 が 異 常 に 低 下 し た

場 合 に お い て ， 貯 水 槽 を 水

源 と し て 代 替 補 給 水 設 備

（ ス プ レ イ ） に よ る 燃 料 貯

蔵 プ ー ル 等 へ の ス プ レ イ を

実 施 す る こ と に よ り ， 使 用

済燃料の冷却を行う。  

漏えい緩和  燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 か ら 漏 え

い し て い る 場 合 ， 漏 え い 箇

所 へ の 資 機 材 に よ る 漏 え い

緩 和 の 鋼 板 設 置 を 実 施 し ，

漏 え い 箇 所 を 閉 塞 さ せ る こ

と に よ り ， プ ー ル 水 の 漏 え

いを緩和する手段がある。  
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第 2.2.3 表  大規模損壊発生時の対応操作一覧（３／ 21）  

対応操作  内容  

技術的

能力に

係る審

査基準

（解

釈）の

該当項

目  

使用済燃

料貯蔵設

備の水位

を確保す

るための

対策及び

使用済燃

料の著し

い損傷を

緩和する

ための対

策  

燃 料 貯 蔵

プ ー ル 等

の 監 視 に

使 用 す る

設備  

燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 の 冷 却 機 能 若 し く は 注 水

機 能 が 喪 失 し た 場 合 ， 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 の

小 規 模 漏 え い が 発 生 し た 場 合 に お い て ， 燃

料 貯 蔵 プ ー ル 等 の 水 位 ， 水 温 並 び に 燃 料 貯

蔵 プ ー ル 等 上 部 の 空 間 線 量 率 に つ い て ， 変

動 す る 可 能 性 の あ る 範 囲 に わ た り 測 定 し ，

及び燃料貯蔵プール等の状態を監視する。  

水 温 上 昇 に 伴 い 使 用 済 燃 料 受 入 れ ・ 貯 蔵 建

屋 内 の 温 度 が 上 昇 し た 場 合 に お い て も ， 水

位 ， 水 温 並 び に 線 量 率 の 測 定 及 び 燃 料 貯 蔵

プール等の状態監視を継続できる。  

ま た ， 可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 水 位 計 又 は 可

搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 水 位 計 （ 広 域 ） 及 び 可

搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 温 度 計 ， 可 搬 型 燃 料 貯

蔵 プ ー ル 状 態 監 視 カ メ ラ ， 可 搬 型 空 冷 ユ ニ

ッ ト 及 び 可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 空 間 線 量 率

計 は ， 使 用 済 燃 料 の 受 入 れ 施 設 及 び 貯 蔵 施

設 可 搬 型 発 電 機 よ り 給 電 す る こ と に よ り ，

燃料貯蔵プール等の監視を実施する。  

3 項 1.5  

監 視 設 備

の 保 護 に

使 用 す る

設備  

水 温 上 昇 に 伴 い 使 用 済 燃 料 受 入 れ ・ 貯 蔵 建

屋 内 の 温 度 が 上 昇 し た 場 合 に お い て も ， 水

位 ， 水 温 並 び に 線 量 率 の 測 定 及 び 燃 料 貯 蔵

プ ー ル 等 の 状 態 監 視 を 継 続 で き る よ う ， 可

搬 型 空 冷 ユ ニ ッ ト ， 可 搬 型 空 冷 ユ ニ ッ ト 用

ホ ー ス ， 可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 状 態 監 視 カ

メ ラ 用 冷 却 ケ ー ス ， 可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル

空 間 線 量 率 計 用 冷 却 ケ ー ス 及 び 可 搬 型 空 冷

ユ ニ ッ ト 用 空 気 圧 縮 機 に て ， 可 搬 型 燃 料 貯

蔵 プ ー ル 空 間 線 量 率 計 ， 可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ

ー ル 状 態 監 視 カ メ ラ に 冷 却 空 気 に よ り 冷 却

し保護する。  

ま た ， 可 搬 型 空 冷 ユ ニ ッ ト 及 び 可 搬 型 空 冷

ユ ニ ッ ト 用 空 気 圧 縮 機 は ， 使 用 済 燃 料 の 受

入 れ 施 設 及 び 貯 蔵 施 設 可 搬 型 発 電 機 よ り 給

電 す る こ と に よ り ， 可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル

状 態 監 視 カ メ ラ 用 冷 却 ケ ー ス ， 可 搬 型 燃 料

貯 蔵 プ ー ル 空 間 線 量 率 計 用 冷 却 ケ ー ス へ 冷

却 空 気 を 供 給 し ， 可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 空

間 線 量 率 計 ， 可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 状 態 監

視カメラを保護する。  
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第 2.2.3 表  大規模損壊発生時の対応操作一覧（４／ 21）  

対応操作  内容  

技術的能力

に係る審査

基準（解

釈）の該当

項目  

放射性物質及び

放射線の放出を

低減するための

対策  

可 溶 性 中 性 子

吸 収 材 の 自 動

供 給 に 使 用 す

る 設 備 を 用 い

た 可 溶 性 中 性

子 吸 収 材 の 供

給  

臨界事故が発生した場合，

拡大防止対策として速やか

に未臨界に移行し，それを

維持するため可溶性中性子

吸収材を臨界事故が発生し

た 貯 槽 等 （ 第 1.1－ ５ 表 に

示す）に自動で供給する。

臨界事故の発生を検知した

時点を起点として 10 分以

内に未臨界への移行に必要

な可溶性中性子吸収材の供

給を完了できる。また，臨

界事故が発生した貯槽等へ

の更なる核燃料物質の供給

を防止するため，固体又は

液体の核燃料物質の移送を

停止する。  

3 項 1.1  

自 主 対 策 設 備

を 用 い た 可 溶

性 中 性 子 吸 収

材の供給  

臨 界 事 故 が 発 生 し た 場 合

は，自動的に可溶性中性子

吸収材が供給されるが，こ

の自動供給と並行して，自

主対策設備として整備する

可搬型可溶性中性子吸収材

供給器を用いた，手動によ

る可溶性中性子吸収材の供

給対策に移行する。溶解槽

において臨界事故が発生し

ている場合は，中央制御室

の安全系監視制御盤から手

動による供給弁の開操作に

より，可溶性中性子吸収材

緊急供給系から可溶性中性

子吸収材を供給する。  

放 射 線 分 解 水

素の掃気対策  

臨界事故が発生した機器に

空気を供給し，放射線分解

により発生する水素を掃気

する。  

自 主 対 策 設 備

を 用 い た 水 素

掃 気 用 空 気 の

供給  

臨 界 事 故 が 発 生 し た 場 合

は，自主対策設備として整

備する可搬型空気圧縮機を

用いた，空気の供給作業に

移行する。  
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第 2.2.3 表  大規模損壊発生時の対応操作一覧（５／ 21）  

対応操作  内容  

技術的能力

に係る審査

基準（解

釈）の該当

項目  

放射性物質及び

放射線の放出を

低減するための

対策  

換 気 系 統 を 遮

断 し 貯 留 す る

た め の 設 備 を

用いた対応  

臨界事故が発生した場合に

は，貯留設備の隔離弁が自

動開放するとともに，空気

圧縮機が自動で起動する。

同時に，直ちに自動で臨界

事故が発生した機器に接続

される廃ガス処理設備の流

路を遮断するため， 隔離弁

を自動で閉止する。精製建

屋にあっては隔離弁の閉止

に加え，排風機を自動で停

止する。この対策により，

臨界事故の発生を検知した

ことを起点として１分で貯

留タンクへの導出が開始さ

れる。放射性物質を含む気

体を貯留タンクに導出完了

後，廃ガス処理設備を再起

動し，高い除染能力が期待

できる通常時の放出経路に

復旧する。  

3 項 1.1  
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第 2.2.3 表  大規模損壊発生時の対応操作一覧（６／ 21）  

対応操作  内容  

技術的能力

に係る審査

基準（解

釈）の該当

項目  

放射性物質及び

放射線の放出を

低減するための

対策  

自 主 対 策 設 備

を 用 い た セ ル

内 へ の 放 射 性

物 質 の 導 出 及

び滞留対応  

臨 界 事 故 が 発 生 し た 場 合

に，廃ガス処理設備の排風

機を手動で停止し，また，

セルに放射性物質を導出す

る手段があるとともに，導

出した放射性物質をセルに

滞 留 さ せ る 対 策 を 実 施 す

る。  

自主対策設備を用いたセル

内への放射性物質の導出対

応として，廃ガス処理設備

の系統を遮断するが，系統

の遮断位置は貯留設備への

導出経路上ではないことか

ら，貯留タンクでの放射性

物質の貯留に影響を及ぼさ

ない。  

また，自主対策設備を用い

たセル内への放射性物質の

滞留対応として，セル排風

機を停止し， セルからの排

気 系 の ダ ン パ を 閉 止 す る

が，貯留タンクでの放射性

物質の貯留はセル排風機の

運転状態及びセル排気系の

ダンパの状態によらず実施

可能であるため，貯留タン

クでの放射性物質の貯留に

影響を及ぼさない。  

さらに，貯留タンクでの放

射性物質の貯留が機能しな

い場合，廃ガス処理設備の

系統内の圧力が速やかに上

昇し，セルに放射性物質が

導出されてしまう可能性を

考慮して，セル排風機は速

やかに停止しておく必要が

ある。  

したがって，自主対策設備

を用いたセル内への放射性

物 質 の 導 出 及 び 滞 留 対 応

は，貯留設備での貯留対応

と並行して実施する。  

3 項 1.1  
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第 2.2.3 表  大規模損壊発生時の対応操作一覧（７／ 21）  

対応操作  内容  

技術的能力

に係る審査

基準（解

釈）の該当

項目  

放射性物質

及び放射線

の放出を低

減するため

の対策  

内 部 ル ー プ 通 水

による冷却  

安 全 冷 却 水 系 の 冷 却 機 能 が 喪

失 し た 場 合 に ， 可 搬 型 中 型 移

送 ポ ン プ ， 可 搬 型 建 屋 外 ホ ー

ス ， 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス ， 弁

等 を 敷 設 し ， こ れ ら ホ ー ス と

安 全 冷 却 水 系 の 内 部 ル ー プ と

を 接 続 し た 後 ， 貯 水 槽 の 水 を

内 部 ル ー プ に 通 水 す る こ と に

よ り ， 貯 槽 等 に 内 包 す る 溶 液

の 温 度 を 低 下 さ せ る 手 段 が あ

る。  

地 震 に よ る 冷 却 機 能 喪 失 の

場 合 は ， 現 場 環 境 確 認 を 行 っ

た 後 に 対 処 を 開 始 す る と と も

に ， 機 器 の 損 傷 に よ る 漏 え い

の 発 生 の 有 無 を 確 認 す る 。 ま

た ， 火 山 の 影 響 に よ り ， 降 灰

予 報 を 確 認 し た 場 合 に は ， 屋

外 の 機 器 を 屋 内 に 運 搬 す る 対

応及び除灰の対応を行う。  

3 項 1.2  

共 通 電 源 車 を 用

い た 冷 却 機 能 の

回復  

機 器 の 損 傷 が 伴 わ な い 外 部 電

源 の 喪 失 に よ る 冷 却 機 能 が 発

生 し た 場 合 に ， 共 通 電 源 車 を

配 置 し 安 全 冷 却 水 系 へ の 給 電

を 実 施 す る こ と で 安 全 冷 却 水

系 の 機 能 を 回 復 し ， 貯 槽 等 に

内 包 す る 溶 液 の 温 度 を 低 下 さ

せる。  

安 全 冷 却 水 系 の

中 間 熱 交 換 器 バ

イ パ ス 操 作 に よ

る冷却  

安 全 冷 却 水 系 の 内 部 ル ー プ に

設 置 す る 循 環 ポ ン プ が 多 重 故

障 し 冷 却 機 能 が 喪 失 し た 場

合 ， か つ ， 外 部 ル ー プ が 運 転

継 続 で き る 場 合 に ， 内 部 ル ー

プ で 除 か れ た 熱 を 外 部 ル ー プ

に 伝 達 す る 中 間 熱 交 換 器 を バ

イ パ ス し 安 全 冷 却 水 系 の 外 部

ル ー プ の 冷 却 水 を 貯 槽 等 の 冷

却 コ イ ル に 通 水 す る こ と に よ

り ， 貯 槽 等 に 内 包 す る 溶 液 の

温度を低下させる。  

 

2.-44



第 2.2.3 表  大規模損壊発生時の対応操作一覧（８／ 21）  

対応操作  内容  

技術的能力

に係る審査

基準（解

釈）の該当

項目  

放射性物

質及び放

射線の放

出を低減

するため

の対策  

使 用 済 燃 料 の 受

入 れ 施 設 及 び 貯

蔵 施 設 用 の 安 全

冷 却 水 系 に よ る

冷却  

安全冷却水系の外部ループに設

置する循環ポンプが多重故障し

冷 却 機 能 が 喪 失 し た 場 合 ， か

つ，内部ループが運転継続でき

る場合に，使用済燃料の受入れ

施設及び貯蔵施設用の安全冷却

水系の冷却水を安全冷却水系の

外部ループへ供給することで，

内部ループの冷却水を除熱し，

貯槽等に内包する溶液の温度を

低下させる。なお，本対応では

再処理設備本体用の外部ループ

へ供給する方法と高レベル廃液

貯蔵設備の冷却に係る外部ルー

プへ供給する方法がある。  

3 項 1.2  

運 転 予 備 負 荷 用

一 般 冷 却 水 系 に

よる冷却  

安全冷却水系の外部ループに設

置する循環ポンプが多重故障し

冷 却 機 能 が 喪 失 し た 場 合 ， か

つ，内部ループが運転継続でき

る場合に，運転予備負荷用一般

冷却水系の冷却水を高レベル廃

液貯蔵設備の冷却に係る安全冷

却水系の外部ループへ供給する

ことで，内部ループの冷却水を

除熱し，貯槽等に内包する溶液

の温度を低下させる。  

貯 水 槽 か ら 機 器

への注水  

安全冷却水系の冷却機能が喪失

した場合に，発生防止対策が機

能しなかった場合に備え，発生

防止対策で敷設する可搬型中型

移送ポンプに，貯槽等内に注水

す る た め の 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー

ス，弁等を敷設し，可搬型建屋

内ホースと機器注 水配管の接続

口を接続する。高レベル廃液が

沸騰に至った場合には，液位低

下，及びこれによる濃縮の進行

を防止するため，液位を一定範

囲に維持するよう，貯水槽の水

を貯槽等内へ注水することによ

り，機器に内包する溶液が乾固

に至ることを防止する。  
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第 2.2.3 表  大規模損壊発生時の対応操作一覧（ ９／ 21）  

対応操作  内容  

技術的能力

に係る審査

基準（解

釈）の該当

項目  

放射性物質

及び放射線

の放出を低

減するため

の対策  

冷 却 コ イ ル 等

へ の 通 水 に よ

る冷却  

安 全 冷 却 水 系 の 冷 却 機 能 が 喪 失 し

た 場 合 に ， 事 態 を 収 束 さ せ る た

め ， 発 生 防 止 対 策 で 設 置 す る 可 搬

型 中 型 移 送 ポ ン プ の 下 流 側 に ， 可

搬 型 建 屋 内 ホ ー ス ， 弁 等 を 敷 設 し

て ， 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス と 各 貯 槽

等 の 冷 却 コ イ ル 等 の 接 続 口 と 接 続

し た 後 ， 貯 水 槽 の 水 を 冷 却 コ イ ル

等 へ 通 水 す る こ と に よ り ， 貯 槽 等

に 内 包 す る 溶 液 の 温 度 を 低 下 さ せ

る。  

3 項 1.2  

給 水 処 理 設 備

等 か ら 機 器 へ

の注水  

発 生 防 止 対 策 が 機 能 せ ず 機 器 に 内

包 す る 溶 液 が 沸 騰 し た 場 合 ， か

つ ， 交 流 動 力 電 源 が 健 全 な 場 合

に ， 機 器 に 内 包 す る 溶 液 の 沸 騰 に

よ る 液 位 の 低 下 ， 及 び こ れ に よ る

濃 縮 を 防 止 す る た め 給 水 処 理 設 備

等 を 用 い た 貯 槽 等 へ の 注 水 を 実 施

す る こ と に よ り ， 貯 槽 等 の 溶 液 が

乾固に至ることを防止する。  

セ ル へ の 導 出

経 路 の 構 築 及

び セ ル 排 気 系

を 代 替 す る 排

気 系 に よ る 対

応  

安 全 冷 却 水 系 の 冷 却 機 能 が 喪 失 し

た 場 合 に ， 高 レ ベ ル 廃 液 が 沸 騰 に

至 る 場 合 に 備 え ， 塔 槽 類 廃 ガ ス 処

理 系 の 流 路 を 遮 断 し ， 貯 槽 等 か ら

の 排 気 を セ ル に 導 出 す る と と も

に ， 当 該 排 気 系 統 に 設 置 し た 凝 縮

器 へ 冷 却 水 を 通 水 す る 。 さ ら に ，

セ ル 排 気 系 の 高 性 能 粒 子 フ ィ ル タ

は 一 段 で あ る こ と か ら ， セ ル 排 気

系 を 代 替 す る 排 気 系 （ 以 下 ，「 代

替 排 気 系 」 と い う 。） と し て ， 可

搬 型 排 風 機 ， 可 搬 型 フ ィ ル タ 等 を

敷 設 し ， 放 射 性 エ ア ロ ゾ ル を 可 搬

型 フ ィ ル タ の 高 性 能 粒 子 フ ィ ル タ

で 除 去 し つ つ 主 排 気 筒 か ら 大 気 中

に 放 出 す る こ と に よ り ， 沸 騰 に よ

り 発 生 し た 廃 ガ ス 中 の 放 射 性 物 質

濃度を低下させる。  
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第 2.2.3 表  大規模損壊発生時の対応操作一覧（ 10／ 21）  

対応操作  内容  

技術的能力

に係る審査

基準（解

釈）の該当

項目  

放射性物質

及び放射線

の放出を低

減するため

の対策  

水 素 爆 発 を 未

然 に 防 止 す る

た め の 空 気 の

供給  

安 全 圧 縮 空 気 系 を 構 成 す る 設 備

の う ち ， 安 全 圧 縮 空 気 系 の 空 気

圧 縮 機 及 び 電 気 設 備 の 故 障 に よ

り ， 安 全 圧 縮 空 気 系 の 水 素 掃 気

機 能 が 喪 失 し た 場 合 に お い て

も ， 代 替 安 全 圧 縮 空 気 系 を 用 い

て 機 器 へ 圧 縮 空 気 を 供 給 す る こ

と で ， 水 素 掃 気 機 能 を 回 復 さ せ

る。  

3 項 1.3  

共 通 電 源 車 を

用 い た 水 素 掃

気機能の回復  

安 全 圧 縮 空 気 系 を 構 成 す る 設 備

の う ち ， 電 気 設 備 の 故 障 に よ

り ， 安 全 圧 縮 空 気 系 の 水 素 掃 気

機 能 が 喪 失 し た 場 合 に お い て

も ， 共 通 電 源 車 を 用 い た 水 素 掃

気 機 能 の 回 復 に よ り ， 水 素 爆 発

の発生を未然に防止する。  

水 素 爆 発 を 未

然 に 防 止 す る

た め の 空 気 の

一括供給  

安 全 圧 縮 空 気 系 を 構 成 す る 設 備

の う ち ， 空 気 圧 縮 機 の 故 障 に よ

り ， 安 全 圧 縮 空 気 系 の 水 素 掃 気

機 能 が 喪 失 し た 場 合 に お い て

も ， 可 搬 型 空 気 圧 縮 機 を 前 処 理

建 屋 の 安 全 圧 縮 空 気 系 へ 接 続

し ， 水 素 爆 発 を 想 定 す る 機 器 へ

圧 縮 空 気 を 一 括 供 給 す る こ と に

より水素掃気を行う。  

水 素 爆 発 の 再

発 を 防 止 す る

た め の 空 気 の

供給  

安 全 圧 縮 空 気 系 を 構 成 す る 設 備

の う ち ， 安 全 圧 縮 空 気 系 の 空 気

圧 縮 機 及 び 電 気 設 備 の 故 障 に よ

り ， 安 全 圧 縮 空 気 系 の 水 素 掃 気

機 能 が 喪 失 し た 場 合 ， か つ ， 水

素 爆 発 を 未 然 に 防 止 す る た め の

空 気 の 供 給 に 使 用 す る 設 備 を 用

い た 圧 縮 空 気 の 供 給 の 実 施 に も

か か わ ら ず 水 素 掃 気 機 能 が 回 復

し な か っ た 場 合 に お い て ， 続 け

て 水 素 爆 発 が 生 じ る お そ れ が な

い よ う ， 代 替 圧 縮 空 気 系 を 用 い

て 機 器 へ 圧 縮 空 気 を 供 給 す る こ

と で ， 水 素 掃 気 機 能 を 回 復 さ せ

る 。 本 対 策 は ， 圧 縮 空 気 貯 槽 ，

圧 縮 空 気 ユ ニ ッ ト ， 予 備 圧 縮 空

気 ユ ニ ッ ト 及 び 手 動 圧 縮 空 気 ユ

ニ ッ ト が 機 能 し て い る 間 に 実 施

する。  
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第 2.2.3 表  大規模損壊発生時の対応操作一覧（ 11／ 21）  

対応操作  内容  

技術的能力

に係る審査

基準（解

釈）の該当

項目  

放射性物質及び

放射線の放出を

低減するための

対策  

放出低減対策  安全圧縮空気系を構成する

設備のうち，安全空気圧縮

機及び電気設備の故障によ

り，安全圧縮空気系の水素

掃気機能が喪失した場合，

かつ，水素爆発を未然に防

止するための空気の供給に

使用する設備を用いた圧縮

空気の供給の実施にもかか

わらず水素掃気機能が回復

しなかった場合において，

機器に接続する換気系統の

配管の流路を遮断し，塔槽

類廃ガス処理設備からセル

に導出するユニットを開放

及び可搬型フィルタ等によ

り放射性エアロゾルを大気

中へ放出する前に除去する

ことにより，放射性物質の

放出量を低減する。  

3 項 1.3  

プ ル ト ニ ウ ム

濃 縮 缶 へ の 供

給 液 の 供 給 の

停 止 及 び 加 熱

設備の停止  

ＴＢＰ等の錯体の急激な分

解反応が発生した場合は，

連続的に供給液が供給され

ることによって再発するＴ

ＢＰ等の分解反応を防止す

るため，プルトニウム濃縮

缶液相部温度 高警報，プル

トニウム濃縮缶の気相部圧

力高高警報及びプルトニウ

ム濃縮缶の気相部温度高警

報の３つのうち２つ以上の

警報の発報により，プルト

ニウム濃縮缶への供給液の

供給を自動的に停止する。  

並行して，プルトニウム濃

縮缶の加熱設備の手動弁を

閉止する。  

3 項 1.4  
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第 2.2.3 表  大規模損壊発生時の対応操作一覧（ 12／ 21）  

対応操作  内容  

技術的能力

に係る審査

基準（解

釈）の該当

項目  

放射性物質

及び放射線

の放出を低

減するため

の対策  

貯 留 設 備 に

よ る 放 射 性

物質の貯留  

Ｔ Ｂ Ｐ 等 の 錯 体 の 急 激 な 分 解 反 応

が 発 生 し た 場 合 に は ， 貯 留 タ ン ク

に 放 射 性 物 質 を 導 出 す る た め ， 貯

留 設 備 の 隔 離 弁 を 自 動 開 放 す る と

と も に 貯 留 設 備 の 空 気 圧 縮 機 を 自

動 的 に 起 動 し 貯 留 タ ン ク に 放 射 性

物 質 を 導 く 。 同 時 に ， 塔 槽 類 廃 ガ

ス 処 理 系 （ プ ル ト ニ ウ ム 系 ） の 流

路 を 遮 断 す る た め ， 隔 離 弁 の 閉 止

に 加 え ， 排 風 機 を 自 動 的 に 停 止 す

る。  

Ｔ Ｂ Ｐ 等 の 錯 体 の 急 激 な 分 解 反 応

の 発 生 に よ っ て ， 塔 槽 類 廃 ガ ス 処

理 系 （ プ ル ト ニ ウ ム 系 ） の 系 統 内

の 圧 力 が 上 昇 す る こ と に よ り ， 廃

ガ ス ポ ッ ト か ら 廃 ガ ス の 一 部 が セ

ル へ 放 出 さ れ る こ と が 考 え ら れ

る 。 こ の 際 ， セ ル へ 放 出 さ れ る 廃

ガ ス に は ， Ｔ Ｂ Ｐ 等 の 錯 体 の 急 激

な 分 解 反 応 に よ っ て 発 生 す る 放 射

性物質は含まれない。  

3 項 1.4  
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第 2.2.3 表  大規模損壊発生時の対応操作一覧（ 13／ 21）  

対応操作  内容  

技術的能

力に係る

審査基準

（解釈）

の該当項

目  

放射性物

質及び放

射線の放

出を低減

するため

の対策  

放 水 設 備 に よ る

使 用 済 燃 料 受 入

れ ・ 貯 蔵 建 屋 か

ら の 大 気 中 へ の

放 射 性 物 質 の 放

出 を 抑 制 す る た

めの対応手順  

大 型 移 送 ポ ン プ 車 を 第 １ 貯 水 槽

に 設 置 す る 。 可 搬 型 建 屋 外 ホ ー

ス を 使 用 済 燃 料 受 入 れ ・ 貯 蔵 建

屋 近 傍 ま で 敷 設 す る 。 建 物 近 傍

に 設 置 し た 可 搬 型 放 水 砲 及 び 可

搬 型 建 屋 外 ホ ー ス と の 接 続 を 行

い ， 大 型 移 送 ポ ン プ 車 で 取 水 し

た 水 に よ り 可 搬 型 放 水 砲 に よ る

建物への放水を行う。  

3 項 1.7  

放 水 設 備 に よ る

大 気 中 へ の 放 射

性 物 質 の 放 出 を

抑 制 す る た め の

対応手順  

大 型 移 送 ポ ン プ 車 を 敷 地 外 水 源

と ホ ー ス 敷 設 ル ー ト 上 に 設 置 す

る 。 可 搬 型 建 屋 外 ホ ー ス を 前 処

理 建 屋 ， 分 離 建 屋 ， 精 製 建 屋 ，

ウ ラ ン ・ プ ル ト ニ ウ ム 混 合 脱 硝

建 屋 ， 高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化

建 屋 近 傍 ま で 敷 設 す る 。 建 物 近

傍 に 設 置 し た 可 搬 型 放 水 砲 及 び

可 搬 型 建 屋 外 ホ ー ス と の 接 続 を

行 い ， 大 型 移 送 ポ ン プ 車 で 取 水

し た 水 を ， 大 型 移 送 ポ ン プ 車 を

経 由 し て ， 可 搬 型 放 水 砲 に よ る

建物への放水を行 う。  

主 排 気 筒 内 へ の

散 水 へ の 対 応 手

順  

可 搬 型 中 型 移 送 ポ ン プ を 第 １ 貯

水 槽 と 主 排 気 筒 近 傍 に 設 置 す

る 。 可 搬 型 建 屋 外 ホ ー ス を 主 排

気 筒 に 設 置 さ れ て い る ス プ レ イ

ノ ズ ル ま で 敷 設 す る 。 主 排 気 筒

に 設 置 さ れ て い る ス プ レ イ ノ ズ

ル と 可 搬 型 建 屋 外 ホ ー ス の 接 続

を 行 い ， 可 搬 型 中 型 移 送 ポ ン プ

で 取 水 し た 水 を ， 可 搬 型 中 型 移

送 ポ ン プ を 経 由 し て ， 主 排 気 筒

に 設 置 さ れ て い る ス プ レ イ ノ ズ

ル か ら 主 排 気 筒 内 へ の 散 水 を 行

う。  

使 用 済 燃 料 受 入

れ ・ 貯 蔵 建 屋 へ

の 注 水 に よ る 工

場 等 外 へ の 放 射

線 の 放 出 を 抑 制

す る た め の 対 応

手順  

大 型 移 送 ポ ン プ 車 を 第 １ 貯 水 槽

近 傍 に 設 置 す る 。 可 搬 型 建 屋 外

ホ ー ス を 使 用 済 燃 料 受 入 れ ・ 貯

蔵 建 屋 ま で 敷 設 す る 。 大 型 移 送

ポ ン プ 車 で 取 水 し た 水 を ， 使 用

済 燃 料 受 入 れ ・ 貯 蔵 建 屋 へ 注 水

する。  
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第 2.2.3 表  大規模損壊発生時の対応操作一覧（ 14／ 21）  

対応操作  内容  

技術的能力

に係る審査

基準（解

釈）の該当

項目  

放射性物質及び

放射線の放出を

低減するための

対策  

海 洋 ， 河 川 ， 湖

沼 等 へ の 放 射 性

物 質 の 流 出 抑 制

の対応手順  

建 物 に 放 水 し た 水 が 再 処

理 施 設 の 敷 地 内 に あ る 沢

を 通 じ て 再 処 理 施 設 の 敷

地 に 隣 接 す る 尾 駮 沼 へ 放

射 性 物 質 が 流 出 す る こ と

を 抑 制 す る た め ， 土 嚢 の

設 置 及 び 角 落 し を 行 う 手

順を整備する。  

建 物 に 放 水 し た 水 が 放 射

性 物 質 を 含 み 再 処 理 施 設

の 敷 地 内 に あ る 沢 を 通 じ

て 再 処 理 施 設 の 敷 地 に 隣

接 す る 尾 駮 沼 か ら 海 洋 へ

放 出 す る こ と を 抑 制 す る

た め に ， 中 型 移 送 ポ ン プ

運 搬 車 又 は ホ ー ス 展 張 車

で 可 搬 型 汚 濁 水 拡 散 防 止

フ ェ ン ス を 運 搬 し ， 運 搬

車 で 小 型 船 舶 を 尾 駮 沼 に

運 搬 し ， 尾 駮 沼 に 可 搬 型

汚 濁 水 拡 散 防 止 フ ェ ン ス

を設置する。  

3 項 1.7  

初 期 対 応 に お け

る 延 焼 防 止 措 置

の対応手順  

水 源 と し て ， 消 火 栓 又 は

防火水槽を使用する。  

再 処 理 施 設 の 各 建 物 周 辺

に お け る 航 空 機 燃 料 火 災

及 び 化 学 火 災 に 対 し て ，

大 型 化 学 高 所 放 水 車 ， 消

防 ポ ン プ 付 水 槽 車 及 び 化

学 粉 末 消 防 車 に よ る 火 災

発 生 箇 所 へ の 放 水 を 行

う。  

再 処 理 施 設 の 各

建 物 周 辺 に お け

る 航 空 機 衝 突 に

よ る 航 空 機 燃 料

火 災 及 び 化 学 火

災の対応手順  

大 型 移 送 ポ ン プ 車 を 第 １

貯 水 槽 近 傍 に 設 置 し ， 可

搬 型 建 屋 外 ホ ー ス を 再 処

理 施 設 の 各 建 物 周 辺 に お

け る 航 空 機 衝 突 に よ る 航

空 機 燃 料 火 災 及 び 化 学 火

災 の 発 生 箇 所 近 傍 ま で 敷

設 し ， 可 搬 型 放 水 砲 と の

接 続 を 行 い ， 可 搬 型 放 水

砲による放水を行う。  
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第 2.2.3 表  大規模損壊発生時の対応操作一覧（ 15／ 21）  

対応操作  内容  

技術的能

力に係る

審査基準

（解釈）

の該当項

目  

放射性物質

及び放射線

の放出を低

減するため

の対策  

工 場 等 外 へ の

放 射 性 物 質 等

の 放 出 を 抑 制

す る た め の 設

備 へ の 燃 料 補

給の対応手順  

軽 油 貯 蔵 タ ン ク か ら 軽 油 用 タ ン ク  

ロ ー リ の 燃 料 タ ン ク に 燃 料 の 移 送

を 行 う 。 軽 油 用 タ ン ク  ロ ー リ か

ら 軽 油 の 補 給 が 必 要 な 設 備 の 近 傍

に 設 置 し た 容 器 （ ド ラ ム 缶 等 ） へ

軽 油 の 移 送 を 行 う 。 容 器 （ ド ラ ム

缶 等 ） か ら 軽 油 の 補 給 が 必 要 な 設

備への軽油の補給を行う。  

軽 油 を 燃 料 と し て 使 用 す る 設 備 の

う ち ， ホ ー ス 展 張 車 ， 中 型 移 送 ポ

ン プ 運 搬 車 ， 運 搬 車 ， ホ イ ー ル  

ロ ー ダ は 重 大 事 故 等 へ の 対 処 に お

い て 位 置 を 固 定 し な い た め ， 軽 油

貯 蔵 タ ン ク 近 傍 で 軽 油 の 補 給 を 行

う。  

3 項 1.7  

水 源 及 び 水 の

移 送 ル ー ト の

確保  

第 １ 貯 水 槽 ， 第 ２ 貯 水 槽 及 び 敷 地

外 水 源 の 状 態 を 確 認 し ， 水 の 移 送

ル ー ト の 確 保 を 指 示 す る と と も

に ， 水 の 移 送 に 使 用 す る 水 源 及 び

ホース敷設ルートを決定する。  

3 項 1.8  

冷 却 機 能 の 喪

失 に よ る 蒸 発

乾 固 へ の 対 処

（ 内 部 ル ー プ

通 水 に よ る 冷

却）  

安 全 冷 却 水 系 を 構 成 す る 設 備 の う

ち ， 冷 却 塔 ， 外 部 ル ー プ 冷 却 水 循

環 ポ ン プ ， 内 部 ル ー プ 冷 却 水 循 環

ポ ン プ ， 中 間 熱 交 換 器 及 び 電 気 設

備 の 故 障 に よ り ， 安 全 冷 却 水 系 の

冷 却 機 能 が 喪 失 し た 場 合 に お い て

も ， 安 全 冷 却 水 系 の 内 部 ル ー プ に

通 水 す る こ と に よ り ， 機 器 に 内 包

する溶液の温度を低下させる。  

冷 却 機 能 の 喪

失 に よ る 蒸 発

乾 固 へ の 対 処

（ 貯 水 槽 か ら

機 器 へ の 注

水）  

安 全 冷 却 水 系 を 構 成 す る 設 備 の う

ち ， 冷 却 塔 ， 外 部 ル ー プ 冷 却 水 循

環 ポ ン プ ， 内 部 ル ー プ 冷 却 水 循 環

ポ ン プ ， 中 間 熱 交 換 器 及 び 電 気 設

備 の 故 障 に よ り ， 安 全 冷 却 水 系 の

冷 却 機 能 が 喪 失 し た 場 合 ， か つ ，

機 器 に 内 包 す る 溶 液 が 沸 騰 し た 場

合 に お い て ， 拡 大 を 防 止 す る た

め ， 貯 水 槽 か ら 機 器 に 注 水 す る こ

と に よ り ， 機 器 に 内 包 す る 溶 液 が

乾固に至ることを防止する。  
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 第 2.2.3 表  大規模損壊発生時の 対応操作一覧（ 16／ 21）  

対応操作  内容  

技術的能力

に係る審査

基準（解

釈）の該当

項目  

対処に必要

となる水供

給  

冷 却 機 能 の 喪 失

に よ る 蒸 発 乾 固

へ の 対 処 （ 冷 却

コ イ ル 等 へ の 通

水による冷却）  

安全冷 却 水系を 構 成する 設 備の

うち， 冷 却塔， 外 部ルー プ 冷却

水循環 ポ ンプ， 内 部ルー プ 冷却

水循環 ポ ンプ， 中 間熱交 換 器及

び電気 設 備の故 障 により ， 安全

冷却水 系 の冷却 機 能が喪 失 した

場合， か つ，内 部 ループ 通 水に

よる冷 却 が機能 し ない場 合 にお

いて， 拡 大を防 止 するた め ，冷

却コイ ル 等への 通 水に使 用 する

設備を 用 いて冷 却 コイル 等 に注

水する こ とによ り ， 機器 に 内包

する溶液の温度を低下させる。  

3 項 1.8  

冷 却 機 能 の 喪 失

に よ る 蒸 発 乾 固

へ の 対 処 （ セ ル

へ の 導 出 経 路 の

構 築 及 び セ ル 排

気 系 を 代 替 す る

排 気 系 に よ る 対

応）  

安全冷 却 水系の 冷 却機能 が 喪失

した場 合 に，高 レ ベル廃 液 が沸

騰に至 る 場合に 備 え，塔 槽 類廃

ガス処 理 系の流 路 を遮断 し ，貯

槽等か ら の廃ガ ス をセル に 導出

すると と もに， 当 該排気 系 統に

設置し た 凝縮器 へ 冷却水 を 通水

する。 さ らに， セ ル排気 系 の高

性能粒 子 フィル タ は一段 で ある

ことか ら ，セル 排 気系を 代 替す

る 排 気 系 （  以 下 ，「 代 替 排 気

系 」 と い う 。） と し て ， 可 搬 型

排風機 及 び可搬 型 フィル タ 等を

敷設し ， 放射性 エ アロゾ ル を可

搬型フ ィ ルタの 高 性能粒 子 フィ

ルタで 除 去しつ つ 主排気 筒 から

大気中 に 放出す る ことに よ り，

貯槽等 で の沸騰 に より発 生 した

廃ガス 中 の放射 性 物質濃 度 を低

下させる。  

燃 料 貯 蔵 プ ー ル

等 の 冷 却 等 の 機

能 喪 失 （ 代 替 プ

ー ル 水 冷 却 系 に

よ る 注 水 ） へ の

対処  

燃料貯 蔵 プール 等 の冷却 機 能若

しくは 注 水機能 喪 失時 ， 又 は燃

料貯蔵 プ ール等 の 小規模 漏 えい

が発生 し た場合 に おいて ， 貯水

槽を水 源 として 可 搬型中 型 移送

ポンプ に より燃 料 貯蔵プ ー ル等

へ注水 す ること で ，重大 事 故対

策を行う。  
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 第 2.2.3 表  大規模損壊発生時の対応操作一覧（ 17／ 21）  

対応操作  内容  

技術的能力

に係る審査

基準（解

釈）の該当

項目  

対処に必

要となる

水供給  

燃 料 貯 蔵 プ ー ル な

ど の 冷 却 な ど の 機

能喪失への対処 (燃

料 貯 蔵 プ ー ル 等 へ

のスプレイ )  

燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 か ら の 大 規

模 な 水 の 漏 え い そ の 他 の 要 因

に よ り 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 の 水

位 が 異 常 に 低 下 し た 場 合 に お

い て ， 貯 水 槽 を 水 源 と し て 大

型 移 送 ポ ン プ 車 に よ る 燃 料 貯

蔵 プ ー ル 等 へ の ス プ レ イ を 実

施 す る こ と に よ り ， 重 大 事 故

対策を行う。  

3 項 1.8  

使 用 済 燃 料 受 入

れ ・ 貯 蔵 建 屋 へ の

注水  

燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 か ら の 大 規

模 な 水 の 漏 え い そ の 他 の 要 因

に よ り 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 の 水

位 が 異 常 に 低 下 し た 場 合 に お

い て ， 大 型 移 送 ポ ン プ 車 を 第

１ 貯 水 槽 近 傍 に 設 置 し ， 可 搬

型 建 屋 外 ホ ー ス を 使 用 済 燃 料

受 入 れ ・ 貯 蔵 建 屋 ま で 敷 設 す

る 。 大 型 移 送 ポ ン プ 車 で 取 水

し た 水 を ， 使 用 済 燃 料 受 入

れ・貯蔵建屋へ注水する。  

再 処 理 施 設 の 各 建

物 周 辺 に お け る 航

空 機 衝 突 に よ る 航

空 機 燃 料 火 災 及 び

化学火災への対処  

大 型 移 送 ポ ン プ 車 を 第 １ 貯 水

槽 近 傍 に 設 置 し ， 可 搬 型 建 屋

外 ホ ー ス を 再 処 理 施 設 の 各 建

物 周 辺 に お け る 航 空 機 衝 突 に

よ る 航 空 機 燃 料 火 災 及 び 化 学

火 災 の 発 生 箇 所 近 傍 ま で 敷 設

し ， 可 搬 型 放 水 砲 と の 接 続 を

行 い ， 可 搬 型 放 水 砲 に よ る 放

水を行う。  

大 気 中 へ の 放 射 性

物質の放出抑制  

大 型 移 送 ポ ン プ 車 を 敷 地 外 水

源 と ホ ー ス 敷 設 ル ー ト 上 に 設

置 す る 。 可 搬 型 建 屋 外 ホ ー ス

を 前 処 理 建 屋 ， 分 離 建 屋 ， 精

製 建 屋 ， ウ ラ ン ・ プ ル ト ニ ウ

ム 混 合 脱 硝 建 屋 ， 高 レ ベ ル 廃

液 ガ ラ ス 固 化 建 屋 並 び に 使 用

済 燃 料 受 入 れ ・ 貯 蔵 建 屋 近 傍

ま で 敷 設 す る 。 建 物 近 傍 に 設

置 し た 可 搬 型 放 水 砲 及 び 可 搬

型 建 屋 外 ホ ー ス と の 接 続 を 行

い ， 大 型 移 送 ポ ン プ 車 で 取 水

し た 水 を ， 大 型 移 送 ポ ン プ 車

を 経 由 し て ， 可 搬 型 放 水 砲 に

よる建物への放水を行う。  
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第 2.2.3 表  大規模損壊発生時 の対応操作一覧（ 18／ 21）  

対応操作  内容  

技術的能力

に係る審査

基準（解

釈）の該当

項目  

対処に必要とな

る水供給  

第 １ 貯 水 槽 へ

の水の供給  

大型移送ポンプ車を第２貯

水 槽 近 傍 に 運 搬 ・ 設 置 す

る。可搬型建屋外ホースを

ホース展張車及び運搬車に

より運搬し，第２貯水槽か

ら第１貯水槽まで敷設し ，

可搬型建屋外ホースを第１

貯水槽の取水箇所に設置す

る。  

大型移送ポンプ車を敷地外

水源に運搬・設置する。可

搬型建屋外ホースをホース

展張車及び運搬車により運

搬し， 敷地外水源から第１

貯水槽まで敷設し ，可搬型

建屋外ホースを第１貯水槽

の取水箇 所に設置する。  

3 項 1.8  

水 源 を 切 り 替

え る た め の 対

応手順  

重大事故等時に，使用済燃

料受入れ・貯蔵建屋に係る

大気中への放射性物質の放

出抑制の対処から大気中へ

の放射性物質の放出抑制へ

の対処への移行時の水源の

切り替えるための手順を整

備する。  

第 １ 貯 水 槽 へ

水 を 供 給 す る

た め の 設 備 へ

の燃料補給  

軽 油 貯 蔵 タ ン ク か ら 容 器

（ドラム缶等）に燃料を移

送し，容器（ドラム缶等）

か ら 軽 油 用 タ ン ク  ロ ー リ

の燃料タンクに燃料の移送

を 行 う 。 軽 油 用 タ ン ク  ロ

ーリから軽油の補給が必要

な設備の近傍に設置した容

器（ドラム缶等）へ軽油の

移送を行う。容器（ドラム

缶等）から軽油の補給が必

要な設備への軽油の補給を

行う。  
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第 2.2.3 表  大規模損壊発生時の対応操作一覧（ 19／ 21）  

対応操作  内容  

技術的能力

に係る審査

基準（解

釈）の該当

項目  

電源の確保  

可 搬 型 発 電

機 に よ る 対

応手順  

第 ２ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 ２ 台

が 同 時 に 自 動 起 動 せ ず ， 各 建 屋 に

お い て 電 源 供 給 が 確 認 で き な い 場

合 ， 各 建 屋 の 可 搬 型 発 電 機 に よ り

各 建 屋 の 重 大 事 故 対 処 用 母 線 及 び

個別対策設備への給電を行う。  

ま た ， 第 １ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電

機 ２ 台 が 同 時 に 自 動 起 動 せ ず ， 使

用 済 燃 料 の 受 入 れ 施 設 及 び 貯 蔵 施

設 に お い て 電 源 供 給 が 確 認 で き な

い 場 合 ， 使 用 済 燃 料 の 受 入 れ 施 設

及 び 貯 蔵 施 設 の 可 搬 型 発 電 機 に よ

り ， 個 別 対 策 設 備 へ の 給 電 を 行

い ， 重 大 事 故 の 影 響 緩 和 対 策 に 移

行する。  

各 重 大 事 故 等 対 処 施 設 の 可 搬 型 発

電 機 に よ り そ れ ぞ れ の 重 大 事 故 等

対 処 設 備 へ の 給 電 を 行 い ， 可 搬 型

代替設備による対処を行う。  

3 項 1.9  
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第 2.2.3 表  大規模損壊発生時の対応操作一覧（ 20／ 21）  

対応操作  内容  

技術的能力

に係る審査

基準（解

釈）の該当

項目  

電源の

確保  

共通電源

車による

対応手順  

第 ２ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 ２ 台 が 同

時 に 自 動 起 動 に よ る 給 電 を で き な い 場

合 ， 共 通 電 源 車 に よ り 電 源 を 確 保 す る

ため，非常用電源建屋の 6.9ｋＶ非常用

主 母 線 の Ｇ Ａ － Ｍ ／ Ｃ － Ａ （ 又 は Ｂ ）

へ 給 電 を 行 う 。 ま た ， 外 部 電 源 が 喪 失

し，非常用電源建屋の 6.9ｋＶ非常用主

母 線 か ら 制 御 建 屋 へ の 給 電 が で き な い

場 合 は ， 可 搬 型 発 電 機 に よ り 必 要 な 電

力 を 確 保 す る 。 外 部 電 源 の 喪 失 が ， 地

震 を 起 因 と し な い 場 合 ， 制 御 建 屋 の 状

況 に 応 じ て ， 共 通 電 源 車 に よ る 制 御 建

屋 中 央 制 御 室 の 運 転 保 安 灯 及 び 直 流 非

常 灯 並 び に 中 央 制 御 室 の 居 住 性 を 確 保

するため，制御建屋の 6.9ｋＶ非常用母

線 の Ａ Ｇ － Ｍ ／ Ｃ － Ａ （ 又 は Ｂ ） へ 給

電を行う。  

地 震 等 の 外 部 事 象 を 起 因 と し な い 全 交

流 動 力 電 源 の 喪 失 に お い て ， 電 源 盤 及

び 電 路 等 が 健 全 で あ る 場 合 ， 共 通 電 源

車 に よ り 事 故 対 応 に 有 効 な 再 処 理 施 設

の 監 視 機 能 等 を 確 保 す る た め ， ユ ー テ

ィリティ建屋の 6.9ｋＶ運転予備用主母

線のＧＣ－Ｍ／Ｃ－Ｃへ給電を行う。  

第 １ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 の ２ 系 統

が 同 時 に 起 動 で き ず ， 使 用 済 燃 料 受 入

れ・貯蔵建屋の 6.9ｋＶ非常用母線Ａ，

Ｂ へ の 給 電 が で き な い 場 合 ， 共 通 電 源

車 に よ り 使 用 済 燃 料 貯 蔵 プ ー ル の 冷 却

等 の た め の 対 処 に よ り 使 用 済 燃 料 の 受

入 れ 施 設 及 び 貯 蔵 施 設 の 安 全 機 能 を 確

保 す る た め ， 使 用 済 燃 料 受 入 れ ・ 貯 蔵

建屋の 6.9ｋＶ非常用母線のＦＡ－Ｍ／

Ｃ－Ａ（又はＢ）へ給電を行う。  

3 項 1.9  
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第 2.2.3 表  大規模損壊発生時の対応操作一覧（ 21／ 21）  

対応操作  内容  

技術的能力

に係る審査

基準（解

釈）の該当

項目  

電源の確保  

臨界事故及び

有機溶媒等に

よる火災又は

爆発に対する

対応手順  

実施責任者は，異なる３台

の臨界検知用放射線検出器

のうち，２台以上の臨界検

知用放射線検出器が臨界に

伴って放出されるガンマ線

の線量率の上昇を同時に検

知し，論理回路により臨界

事故の発生を想定する機器

において臨界事故が発生し

たと判定した場合，重大事

故時可溶性中性子吸収材供

給系を用いて自動的に可溶

性中性子吸収材を供給作業

の開始を建屋外対応責任者

へ指示する。  

3 項 1.9  

有機溶媒等に

よる火災又は

爆発に対する

対応手順  

〔プルトニウム濃縮缶への

供 給 ・ 加 熱 蒸 気 の 供 給 停

止〕  

プルトニウム濃縮缶圧力の

高高警報，プルトニウム濃

縮缶気相部の温度高警報及

びプルトニウム濃縮缶液相

部の温度高警報のうち，２

つ以上の警報が発報した場

合 ， Ｔ Ｂ Ｐ  等 の 錯 体 の 急

激な分解反応が発生した機

器への供給液の供給を停止

し，濃縮缶を加熱するため

の蒸気発生器への蒸気供給

を停止することにより，Ｔ

ＢＰ等の錯体の急激な分解

反応の再発を防止する。  
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第 2.2.2図  大規模損壊発生時の対応全体概略フロー 

（再処理施設の状況把握が困難な場合） 

 

 

対 応 要 員数 ， 可 搬型 設 備 ，常 設 設 備
を 含 め た残 存 す る資 源 等 を確 認 し ，
最 大 限 の努 力 に よっ て 得 られ る 結 果
を 想 定 して ， 実 施す べ き 対策 を 決 定
す る 。  

燃 料 貯 蔵プ ー
ル 水 位 確保 及
び 使 用 済燃 料
の 損 傷 緩和  

放 射 性 物質  
及 び 放 射線
の 放 出 低減  

大 規 模 な損 壊 が 発生  

再 処 理 施設 の 状 態確 認 （ 最優 先 事 項）  

・ 緊 急 時対 策 所 との 連 絡 及び パ ラ メー タ の 監視 機 能 確認  

・ 再 処 理工 程 停 止確 認  

・ 放 射 線モ ニ タ 指示 値 の 確認  

・ 火 災 の確 認  

・ ア ク セス ル ー ト確 保 ， 消火 ※  

 

・ 現 場 によ る パ ラメ ー タ 確認  

・ 対 応 可能 な 要 員の 確 認  

・ 通 信 設備 の 確 認  

・ 建 屋 等へ の ア クセ ス 性 確認  

・ 施 設 損壊 状 態 確認  

・ 電 源 系統 の 確 認  

・ 可 搬 型設 備 ， 資機 材 等 の確 認  

・ 常 設 設備 の 確 認  

・ 水 源 の確 認  

大 規 模 火災
へ の 対 応  

※  ホ イ ー ル ロ ー ダ 等 に よ る が れ き 等 の 撤 去 作 業 ，

事 故 対 応 を 行 う た め の ア ク セ ス ル ー ト 及 び 各 実

施 す べ き 対 策 の 操 作 に 支 障 と な る 火 災 並 び に 延

焼 す る こ と に よ り 被 害 の 拡 散 に つ な が る 可 能 性

の あ る 火 災 の 消 火 活 動 を 優 先 的 に 実 施 す る 。  

  な お ， ア ク セ ス ル ー ト 確 保 及 び 消 火 活 動 等 を 含

め て ， 各 事 故 対 応 に 当 た っ て は ， 実 施 組 織 要 員

の 安 全 確 保 を 最 優 先 と す る と と も に ， 人 命 救 助

が 必 要 な 場 合 は ， 原 子 力 災 害 に 対 応 し つ つ ， 再

処 理 事 業 所 構 内 の 人 員 の 協 力 を 得 て ， 安 全 確 保

の 上 ， 人 命 救 助 を 行 う 。  
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2.2.1.2 大規模損壊の対処を行うために必要な手順書 

大規模損壊への対処に当たっては，重大事故等への対処の

作業環境を考慮した上で，取り得る対処の内容を整理すると

ともに，判断基準及び手順等を整備する。 

具体的には，大規模損壊発生時の対応として再処理施設の

状況を把握し，実施責任者が実施すべき対策を決定した上で，

取り得る全ての施設状況の回復操作及び重大事故等対策を実

施するとともに，著しい施設の損壊その他の理由により，そ

れらが成功しない可能性があると実施責任者が判断した場合

は，工場等外への放射性物質及び放射線の放出低減対策に着

手する。 

これらの対処においては，実施責任者が躊躇せずに的確に

判断し対処の指揮を行えるよう，財産（設備等）保護よりも

安全を優先する方針に基づき定めた判断基準を手順書に明記

する。また、本部長についても、財産（設備等）保護よりも

安全を優先する方針に従った判断を実施する。 

また，重大事故等対策を実施する実施組織要員の安全を確

保するため，対処においては作業環境を確認するとともに，

実施責任者は必要な装備及び資機材を選定する。 

対処を実施するに当たって，以下の手順等を整備する。 

 

(１ ) ３つの活動を行うための手順 

大規模損壊が発生した場合に対応する手順については，

以下に示す３つの活動を行うための手順を網羅する。 

ａ．大規模な火災が発生した場合における消火活動に関する
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手順等 

大規模損壊発生時に大規模な火災が発生した場合におけ

る消火活動の手順を整備するに当たっては，故意による大

型航空機の衝突による航空機燃料火災を想定し，以下の事

項を考慮する。 

また，大規模な自然災害における火災は，敷地内に設置

している複数の油タンク火災等による火災の発生を想定す

る。 

(ａ ) 消火優先順位の判断 

 消火活動を行うに当たっては，火災発見の都度，次に示

すⅰ．～ⅲ．の区分を基本に消火活動の優先度を実施責任

者が判断し，優先度の高い火災より順次消火活動を実施す

る。 

ⅰ．アクセスルート及び車両の確保のための消火 

アクセスルート及び初期消火活動に用いる大型化学高

所放水車，消防ポンプ付水槽車及び化学粉末消防車につ

いて消火し，確保する。 

アクセスルート上で火災が発生している場合は，以下

の点を考慮して実施責任者は確保すべきアクセスルート

を判断する。 

・アクセスルートに障害がないルートがあれば，そのル

ートを確保する。 

・アクセスルートに障害がある場合は，最もアクセスル

ートを確保しやすいルートを優先的に確保する。 

・アクセスルートは２ルート設定しており，そのうち１
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ルートを消火にて確保する。 

ⅱ．原子力安全の確保のための消火 

放出事象の対象となる使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 ，

前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニ

ウム混合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化建屋に対

して消火する。 

屋外の可搬型重大事故等対処設備を接続する常設の

接続口及び周辺エリアを消火して確保する。 

可搬型放水砲による放水を行うために設置エリアを消

火して確保する。 

ⅲ．その他火災の消火 

ⅰ．及びⅱ．以外の火災については，対応可能な段階

になってから消火する。 

(ｂ ) 消火手段の判断 

消火活動を行うに当たっては，次に示すⅰ．及びⅱ．の

区分を基本に消火活動の手段を実施責任者が判断し，順次

消火活動を実施する。 

ⅰ．大型航空機の衝突による大規模な火災 

基本方針として，早期に準備が可能な大型化学高所放

水車，消防ポンプ付水槽車及び化学粉末消防車による泡

消火，粉末消火及び延焼防止のための消火を実施しつつ，

可搬型放水砲，大型移送ポンプ車，運搬車，ホース展張

車及び可搬型建屋外ホースを用いた泡消火について速や

かに準備する。また，建屋外から可能な限り消火を行い，

入域可能な状態になってから建屋内の消火活動を実施す
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る。 

臨界安全に及ぼす影響を考慮する建屋に対する放水に

ついては，直接損傷箇所へ放水しないなどの極力建屋内

へ浸水させない消火活動や粉末噴射による消火活動を実

施する。 

ⅱ．大規模な自然災害による火災 

大型化学高所放水車，消防ポンプ付水槽車及び化学粉

末消防車による泡消火及び延焼防止のための消火を実施

する。 

 (ｃ ) 消火活動における留意点 

消火活動に当たっては，現場間では無線連絡設備を使用

するとともに，現場と非常時対策組織間では衛星電話設備

を使用し，連絡を密にする。無線連絡設備及び衛星電話設

備での連絡が困難な建屋内において火災が発生している場

合には，連絡要員を配置する等により外部との通信ルート

及び自衛消防隊員の安全を確保した上で，対応可能な範囲

の消火活動を行う。 

ｂ．燃料貯蔵プール等の水位を確保するための対策及び使用

済燃料の著しい損傷を緩和するための対策に関する手順

等 

燃料貯蔵プール等の水位を確保するための対応手段及び

使用済燃料の著しい損傷を緩和するための対応手段を以下

のとおり整備する。 

 ( ａ ) 重大事故等対策に係る手順  

燃料貯蔵プール等の冷却機能を有する設計基準対象施設
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として，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の使用済燃

料の貯蔵施設の使用済燃料貯蔵設備のプール水浄化・冷却

設 備 の プ ー ル 水 冷 却 系 （  以 下 「 プ ー ル 水 冷 却 系 」 と い

う。）  及びその他再処理設備の附属施設の冷却水設備の安

全冷却水系（  使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用）

（  以下「安全冷却水系（  使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設用）」という。）を設置している。また，  燃料貯蔵

プール等の注水機能を有する設備として，使用済燃料の受

入れ施設及び貯蔵施設の使用済燃料の貯蔵施設の使用済燃

料貯蔵設備の補給水設備（  以下「補給水設備」という。）  

を設置している。  

   使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の使用済燃料の受

入れ施設の使用済燃料受入れ設備の燃料仮置きピット並び

に使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の使用済燃料の貯

蔵施設の使用済燃料貯蔵設備の燃料貯蔵プール及び燃料送

出しピット（  以下「燃料貯蔵プール等」という。）  の冷

却機能若しくは注水機能が喪失した場合又は燃料貯蔵プー

ル等からの水の漏えいその他の要因により燃料貯蔵プール

等の水位が低下した場合において，可搬型中型移送ポンプ

により燃料貯蔵プール等へ注水することで，燃料貯蔵プー

ル等内の使用済燃料を冷却し，射線を遮蔽し，及び臨界を

防止するための対処設備及び手順を整備する。  

また，燃料貯蔵プール等からの大規模な水の漏えいその

他の要因により燃料貯蔵プール等の水位が異常に低下した

場合において，大型移送ポンプによる燃料貯蔵プール等へ
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のスプレイ等により，使用済燃料の著しい損傷を緩和し，

臨界を防止し，及び放射性物質若しくは放射線の大気中へ

の著しい放出による影響を緩和するための対処設備を整備

する。  

 ( ｂ ) 大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順  

大規模損壊発生時においても，使用済燃料の著しい損傷

の緩和し，臨界を防止し，及び放射性物質若しくは放射線

の大気中への著しい放出による影響を緩和するため，重大

事故等対策で整備した手順を基本とし，共通要因で同時に

機能喪失することのない可搬型重大事故等対処設備を用い

た手順，中央制御室での監視及び制御機能が喪失した場合

も対応できるよう，現場にてパラメータを確認するための

手順，可搬型計測器にてパラメータを監視するための手順，

建物や設備の状況を目視にて確認するための手順，現場に

て直接機器を作動させるための手順等を整備する。  

大規模損壊時には，再処理施設が受ける影響及び被害の

程度が大きく，その被害範囲は広範囲で不確定なものと想

定されるため，施設の被害やアクセスルートの確保等の被

災状況を踏まえた優先事項の実行判断のもと，以下に例を

示す手順から適切なものを臨機応変に選択し，又は組み合

わせることにより，燃料貯蔵プール等の水位低下及び使用

済燃料の著しい損傷への事故緩和措置を行う。（第 2.2.4

表参照）  

・燃料貯蔵プール等の冷却機能又は注水機能喪失時にお

いても，第 1 貯水槽を水源として可搬型中型移送ポ
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ンプにより燃料貯蔵プール等へ注水することで，燃料

貯蔵プール等の水位を回復・維持させる手段がある。

地震による冷却機能及び注水機能喪失の場合は，現場

環境確認を行った後に対処を開始するとともに，機器

の損傷等によるプール水の漏えいの発生の有無を確認

する。また，火山の影響により降灰予報を確認した場

合には，屋外に設置する機器を屋内に設置する対応及

び除灰の対応を行う。  

・外部電源が喪失し，かつ，第 1 非常用ディーゼル発

電機の多重故障により，安全冷却水系及びプール水冷

却系の冷却機能並びに補給水設備の注水機能が喪失し

た場合においても，共通電源車を用いた冷却機能及び

注水機能の回復により，使用済燃料の冷却を行う。  

・プール水冷却系若しくは安全冷却水系の多重故障によ

り冷却機能が喪失した場合，かつ，補給水設備が運転

可能な場合に，補給水設備による注水により燃料貯蔵

プール等へ注水することで，使用済燃料の冷却を行う。  

・補給水設備の多重故障により補給機能が喪失した場合

においても，給水処理設備の純水貯槽を水源として，

純水ポンプにより燃料仮置きピットＢへ注水すること

で，使用済燃料の冷却を行う。  

・補給水設備の多重故障により補給機能が喪失した場合

において，消火用水貯槽を水源として燃料貯蔵プール

等へ注水することで，使用済燃料の冷却を行う。  

・燃料貯蔵プール等からの大規模な水の漏えいその他の
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要因により燃料貯蔵プール等の水位が異常に低下した

場 合 にお い て， 貯 水槽 を 水源 と して 代 替補 給 水設 備

（スプレイ）による燃料貯蔵プール等へのスプレイを

実施することにより，使用済燃料の冷却を行う。 

・燃料貯蔵プール等から漏えいしている場合，漏えい

箇所への資機材による漏えい緩和の鋼板設置を実施

し，漏えい箇所を閉塞させることにより，プール水

の漏えいを緩和する手段がある。 

・燃料貯蔵プール等の冷却機能若しくは注水機能が喪

失した場合，燃料貯蔵プール等の小規模漏えいが発

生した場合において，燃料貯蔵プール等の水位，水

温並びに燃料貯蔵プール等上部の空間線量率につい

て，変動する可能性のある範囲にわたり測定し，及

び燃料貯蔵プール等の状態を監視する。水温上昇に

伴い使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内の温度が上昇し

た場合においても，水位，水温並びに線量率の測定

及び燃料貯蔵プール等の状態監視を継続できる。ま

た，可搬型燃料貯蔵プール水位計又は可搬型燃料貯

蔵プール水位計（広域）及び可搬型燃料貯蔵プール

温度計，可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラ，可

搬型空冷ユニット及び可搬型燃料貯蔵プール空間線

量率計は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可

搬型発電機より給電することにより，燃料貯蔵プー

ル等の監視を実施する。 

・水温上昇に伴い使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内の温
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度が上昇した場合においても，水位，水温並びに線

量率の測定及び燃料貯蔵プール等の状態監視を継続

できるよう，可搬型空冷ユニット，可搬型空冷ユニ

ット用ホース，可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメ

ラ用冷却ケース，可搬型燃料貯蔵プール空間線量率

計用冷却ケース及び可搬型空冷ユニット用空気圧縮

機にて，可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計，可搬

型燃料貯蔵プール状態監視カメラに冷却空気により

冷却し保護する。また，可搬型空冷ユニット及び可

搬型空冷ユニット用空気圧縮機は，使用済燃料の受

入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機より給電するこ

とにより，可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラ用

冷却ケース，可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計用

冷却ケースへ冷却空気を供給し，可搬型燃料貯蔵プ

ール空間線量率計，可搬型燃料貯蔵プール状態監視

カメラを保護する。 

上記の手順では対策が有効に機能しない場合は，放射性

物質及び放射線の放出を低減するための対策に関する手順

である工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための

手順を実施する。 
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第 2.2.4 表  機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備

する手順 

対応手段，対処設備，手順書一覧（１／３） 

分 類  
機 能 喪 失 を 想 定 す る 設

備  

対 応

手 段  
対 処 設 備  手 順 書  

使

用

済

燃

料

貯

蔵

槽

の

冷

却

等

の

た

め

の

対

応

手

段 

・ 外 部 電 源  

・ 第 １ 非 常 用 デ ィ ー ゼ

ル 発 電 機  

・ プ ー ル 水 冷 却 系 ポ ン

プ 及 び 配 管  

・ 安 全 冷 却 水 系 冷 却 水

循 環 ポ ン プ 及 び 配 管  

・ 補 給 水 設 備 ポ ン プ 及

び 配 管  

・ 安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔

及 び 配 管  

・ 非 常 用 所 内 電 源 系 統  

・ 計 測 制 御 設 備  

可

搬

型

中

型

移

送

ポ

ン

プ

に

よ

る

注

水 

ⅰ ． 代 替 補 給 水 設 備 （ 注

水 ）  

 ・ 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス  

 ・ 第 1 貯 水 槽  

 ・ 可 搬 型 中 型 移 送 ポ ン プ  

 ・ 可 搬 型 建 屋 外 ホ ー ス  

 ・ 中 型 移 送 ポ ン プ 運 搬 車  

 ・ ホ ー ス 展 張 車  

 ・ 運 搬 車  

 ・ 軽 油 貯 蔵 タ ン ク  

 ・ 軽 油 用 タ ン ク ロ ー リ  

重

大

事

故

等

対

処

設

備 

・ 使 用 済 燃 料 受

入 れ 施 設 及 び

貯 蔵 施 設 重 大

事 故 等 発 生 時

対 応 手 順 書  

・ 共 通 重 大 事 故

な ど 発 生 時 対

応 手 順 書  

漏

え

い

抑

制 

・ サ イ フ ォ ン  ブ レ ー カ  

・ 止 水 板 又 は 蓋  
－  

・ 外 部 電 源  

・ 第 １ 非 常 用 デ ィ ー ゼ

ル 発 電 機  

共

通

電

源

車

を

用

い

た

冷

却

機

能

等

の

回

復 

・ 使 用 済 燃 料 受 入 れ ・ 貯 蔵

建 屋 の 6.9 ｋ Ｖ 非 常 用 母

線  

・ 使 用 済 燃 料 受 入 れ ・ 貯 蔵

建 屋 の 460Ｖ 非 常 用 母 線  

・ 共 通 電 源 車  

・ 第 １ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発

電 機 の 重 油 タ ン ク  

・ 可 搬 型 電 源 ケ ー ブ ル  

・ 可 搬 型 燃 料 供 給 ホ ー ス  

 

自

主

対

策

設

備 

・ 使 用 済 燃 料 受

入 れ 施 設 及 び

貯 蔵 施 設 重 大

事 故 等 発 生 時

対 応 手 順 書  
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対応手段，対処設備，手順書一覧（２／３） 

分 類  
機 能 喪 失 を 想 定 す る 設

備  

対 応

手 段  
対 処 設 備  手 順 書  

使

用

済

燃

料

貯

蔵

槽

の

冷

却

等

の

た

め

の

対

応

手

段 

・ プ ー ル 水 冷 却 系 ポ ン

プ 及 び 配 管  

・ 安 全 冷 却 水 系 冷 却 水

循 環 ポ ン プ 及 び 配 管  

・ 安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔

及 び 配 管  

補

給

水

設

備

に

よ

る

注

水 

補 給 水 設 備  

・ 補 給 水 槽  

・ 補 給 水 設 備 ポ ン プ  

・ 配 管 ・ 弁  

自

主

対

策

設

備 

・ 使 用 済 燃 料 受

入 れ 施 設 及 び

貯 蔵 施 設 重 大

事 故 等 発 生 時

対 応 手 順 書  

・ 補 給 水 槽  

・ 補 給 水 設 備 ポ ン プ 及

び 配 管  

給

水

処

理

設

備

に

よ

る

注

水 

ⅰ ． 給 水 処 理 設 備  

・ 純 水 貯 槽  

・ 純 水 ポ ン プ  

・ 使 用 済 燃 料 受

入 れ 施 設 及 び

貯 蔵 施 設 重 大

事 故 等 発 生 時

対 応 手 順 書  ⅱ ． 燃 料 取 出 し 準 備 設 備  

・ 配 管 ・ 弁  

消

火

設

備

に

よ

る

注

水 

・ 屋 内 消 火 栓  

・ 消 防 用 ホ ー ス  

・ 使 用 済 燃 料 受

入 れ 施 設 及 び

貯 蔵 施 設 重 大

事 故 等 発 生 時

対 応 手 順 書  

・ 燃 料 貯 蔵 プ ー ル  

・ 燃 料 取 出 し ピ ッ ト  

・ 燃 料 仮 置 き ピ ッ ト  

・ 燃 料 送 出 し ピ ッ ト  

・ ﾁｬ ﾝ ﾈ ﾙ ﾎ ﾞ ｯ ｸ ｽ・ ﾊﾞ ｰ ﾅ ﾌ ﾞ

ﾙ  ﾎ ﾟ ｲ ｽ ﾞ ﾝ取 扱 ピ ッ ト  

・ 燃 料 移 送 水 路  

大

型

移

送

ポ

ン

プ

車

に

よ

る

ス

プ

レ

イ 

代 替 補 給 水 設 備 （ ス プ レ

イ ）  

 ・ 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス  

 ・ 可 搬 型 ス プ レ イ  ヘ ッ ダ  

 ・ 貯 水 槽  

 ・ 大 型 移 送 ポ ン プ 車  

 ・ 可 搬 型 建 屋 外 ホ ー ス  

 ・ ホ ー ス 展 張 車  

 ・ 運 搬 車  

・ 軽 油 貯 蔵 タ ン ク  

 ・ 軽 油 用 タ ン ク ロ ー リ  

重

大

事

故

等

対

処

設

備 

・ 使 用 済 燃 料 受

入 れ 施 設 及 び

貯 蔵 施 設 重 大

事 故 等 発 生 時

対 応 手 順 書  

・ 共 通 重 大 事 故

等 発 生 時 対 応

手 順 書  

資

機

材

に

よ

る

漏

え

い

緩

和 

・ ス テ ン レ ス 鋼 板  

・ シ ー ル 材  

・ 吊 り 降 ろ し ロ ー プ  

自

主

対

策

設

備 

・ 使 用 済 燃 料 受

入 れ 施 設 及 び

貯 蔵 施 設 重 大

事 故 等 発 生 時

対 応 手 順 書  
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対応手段，対処設備，手順書一覧（３／３） 

分 類  
機 能 喪 失 を 想 定 す る 設

備  

対 応

手 段  
対 処 設 備  手 順 書  

使

用

済

燃

料

貯

蔵

槽

の

冷

却

等

の

た

め

の

対

応

手

段 

・ 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 水 位  

・ 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 温 度  

・ ガ ン マ 線 エ リ ア モ ニ  

 タ  

監

視

設

備

に

よ

る

監

視 

ⅰ ． 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 の 冷 却

等 の 機 能 喪 失 の 対 処 に 必 要

な 計 装 設 備  

・ 可 搬 型 水 位 計 （ 超 音 波 式 ）  

・ 可 搬 型 水 位 計 （ メ ジ ャ ー ）  

・ 可 搬 型 水 温 計  

・ 可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 水 位

計  

・ 可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 温 度

計  

・ 可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 状 態

監 視 カ メ ラ  

・ 可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 水 位

計 （ 広 域 ）  

・ 可 搬 型 空 冷 ユ ニ ッ ト  

・ 可 搬 型 空 冷 ユ ニ ッ ト 用 空 気

圧 縮 機  

・ 可 搬 型 代 替 注 水 設 備 流 量 計  

・ 可 搬 型 ス プ レ イ 設 備 流 量 計  

重

大

事

故

等

対

処

設

備 
・ 使 用 済 燃

料 受 入 れ

施 設 及 び

貯 蔵 施 設

重 大 事 故

等 発 生 時

対 応 手 順

書  

ⅱ ． 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 の 冷 却

等 の 機 能 喪 失 の 対 処 に 必 要

な 放 射 線 計 測 設 備  

 ・ ガ ン マ 線 用 サ ー ベ イ  メ ー  

  タ  

 ・ 可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 空

間 線 量 率 計  

ⅲ ． 電 源 設 備  

・ 使 用 済 燃 料 の 受 入 れ 施 設

及 び 貯 蔵 施 設 可 搬 型 発 電 機  

ⅳ  重 大 事 故 等 の 対 処 に 必 要

と な る 水 の 供 給 設 備  

 ・ 運 搬 車  

・ 共 通 重 大

事 故 等 発

生 時 対 応

手 順 書  
ⅴ  重 大 事 故 等 対 処 設 備  

 ・ ホ イ ー ル ロ ー ダ  

－  

監

視

設

備

の

保

護 

ⅰ ． 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 の 冷 却

等 の 機 能 喪 失 の 対 処 に 必 要

な 計 装 設 備  

・ 可 搬 型 空 冷 ユ ニ ッ ト  

・ 可 搬 型 空 冷 ユ ニ ッ ト 用 ホ ー

ス  

・ 可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 状 態

監 視 カ メ ラ 用 冷 却 ケ ー ス  

・ 可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 空 間

線 量 率 計 用 冷 却 ケ ー ス  

・ 可 搬 型 空 冷 ユ ニ ッ ト 用 空 気

圧 縮 機  

重

大

事

故

等

対

処

設

備 

・ 使 用 済 燃

料 受 入 れ

施 設 及 び

貯 蔵 施 設

重 大 事 故

等 発 生 時

対 応 手 順

書  

ⅱ ． 重 大 事 故 等 の 対 処 に 必 要

と な る 水 の 供 給 設 備  

 ・ 運 搬 車  

・ 共 通 重 大

事 故 等 発

生 時 対 応

手 順 書  ⅲ  重 大 事 故 等 対 処 設 備  

 ・ ホ イ ー ル ロ ー ダ  
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ｃ．放射性物質及び放射線の放出を低減するための対策に関す

る手順等 

放射性物質及び放射線の放出を低減するための対応手段

を以下のとおり整備する。 

( ａ ) 臨界事故の拡大を防止するための手順 

ⅰ．重大事故等対策に係る手順  

    臨界事故が発生した状態において，臨界の拡大防止機

能は，溶解槽への可溶性中性子吸収材の供給である。  

    この機能が喪失した場合においても未臨界への移行，

及び未臨界の維持並びに臨界事故時の換気系統の遮断・

貯留タンクでの貯留及び臨界事故により発生する放射線

分解水素を掃気するための対処設備及び手順を整備する。  

ⅱ．大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順  

大規模損壊発生時においても臨界の拡大を緩和するた

め，重大事故等対策で整備した手順を基本とし，共通要

因で同時に機能喪失することのない可搬型重大事故等対

処設備を用いた手順，中央制御室での監視及び制御機能

が喪失した場合も対応できるよう，現場にてパラメータ

を確認するための手順，可搬型計測器にてパラメータを

監視するための手順，建物や設備の状況を目視にて確認

するための手順，現場にて直接機器を作動させるための

手順等を整備する。  

大規模損壊時には，再処理施設が受ける影響及び被害

の程度が大きく，その被害範囲は広範囲で不確定なもの

と想定されるため，施設の被害やアクセスルートの確保
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等の被災状況を踏まえた優先事項の実行判断のもと，以

下に例を示す手順から適切なものを臨機応変に選択し，

又は組み合わせることにより，臨界事故の事故緩和措置

を行う。（第 2.2.5 表参照）  

・臨界事故が発生した場合，拡大防止対策として速やか

に未臨界に移行し，それを維持するため可溶性中性子

吸収材を臨界事故が発生した貯槽等（第 1.1－５表に

示す）に自動で供給する。臨界事故の発生を検知した

時点を起点として 10 分以内に未臨界への移行に必要

な可溶性中性子吸収材の供給を完了できる。また，臨

界事故が発生した貯槽等への更なる核燃料物質の供給

を防止するため，固体又は液体の核燃料物質の移送を

停止する。  

・臨界事故が発生した場合は，自動的に可溶性中性子吸

収材が供給されるが，この自動供給と並行して，自主

対策設備として整備する可搬型可溶性中性子吸収材供

給器を用いた，手動による可溶性中性子吸収材の供給

対策に移行する。溶解槽において臨界事故が発生して

いる場合は，中央制御室の安全系監視制御盤から手動

による供給弁の開操作により，可溶性中性子吸収材緊

急供給系から可溶性中性子吸収材を供給する。  

・臨界事故が発生した機器に空気を供給し，放射線分解

により発生する水素を掃気する。  

・臨界事故が発生した場合は，自主対策設備として整備

する可搬型空気圧縮機を用いた，空気の供給作業に移
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行する。  

・臨界事故が発生した場合には，貯留設備の隔離弁が自

動開放するとともに，空気圧縮機が自動で起動する。

同時に，直ちに自動で臨界事故が発生した機器に接続

される廃ガス処理設備の流路を遮断するため，隔離弁

を自動で閉止する。精製建屋にあっては隔離弁の閉止

に加え，排風機を自動で停止する。この対策により，

臨界事故の発生を検知したことを起点として１分で貯

留タンクへの導出が開始される。放射性物質を含む気

体を貯留タンクに導出完了後，廃ガス処理設備を再起

動し，高い除染能力が期待できる通常時の放出経路に

復旧する。  

上記の手順では対策が有効に機能しない場合は，放射性

物質及び放射線の放出を低減するための対策に関する手順

である工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための

手順を実施する。 
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第 2.2.5 表  機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備

する手順 

対応手段，対処設備，手順書一覧（１／４） 

分

類  

機 能 喪 失 を 想 定  

す る 設 備  

対 応  

手 段  
対 処 設 備  手 順 書  

未

臨

界

に

移

行

し

，

及

び

未

臨

界

を

維

持

す

る

た

め

の

対

応 

【 前 処 理 建 屋 】  

溶 解 槽  

・ 燃 料 送 り 出 し 装 置 に

お け る 燃 料 送 り 出 し

長 さ の 制 御  

・ 燃 料 せ ん 断 長 位 置 異

常 警 報 及 び せ ん 断 停

止 回 路 （ 安 重 ）  

・ 溶 解 用 供 給 硝 酸 流 量

低 警 報 及 び せ ん 断 停

止 回 路 （ 安 重 ）  

・ 溶 解 槽 溶 解 液 密 度 高

警 報 及 び せ ん 断 停 止

回 路 （ 安 重 ）  

・ 硝 酸 供 給 槽 密 度 低 警

報 及 び せ ん 断 停 止 回

路  

・ 可 溶 性 中 性 子 吸 収 材

緊 急 供 給 回 路  

・ 可 溶 性 中 性 子 吸 収 材

緊 急 供 給 系  

 

エ ン ド ピ ー ス 酸 洗 浄 槽  

・ せ ん 断 機 の せ ん 断 刃

位 置 制 御  

・ エ ン ド ピ ー ス せ ん 断

位 置 異 常 警 報 及 び せ

ん 断 停 止 回 路 （ 安

重 ）  

・ エ ン ド ピ ー ス 酸 洗 浄

槽 洗 浄 液 密 度 高 警 報

（ 安 重 ）  

 

ハ ル 洗 浄 槽  

・ 溶 解 槽 供 給 硝 酸 流 量

低 警 報 及 び せ ん 断 停

止 回 路 （ 安 重 ）  

・ 硝 酸 供 給 槽 密 度 低 警

報 及 び せ ん 断 停 止 回

路 （ 安 重 ）  

・ 溶 解 槽 溶 液 加 熱 機 能  

・ 溶 解 槽 溶 解 液 温 度 低

警 報 及 び せ ん 断 停 止

回 路 （ 安 重 ）  

可

溶

性

中

性

子

吸

収

材

の

自

動

供

給 

・ 代 替 計 測 制 御 系 統 施 設  

・ 代 替 溶 解 設 備  

・ 電 気 設 備  

・ 代 替 安 全 圧 縮 空 気 系  

・ 計 測 制 御 系 統 施 設  

・ 溶 解 設 備  

・ 一 般 圧 縮 空 気 系  

重

大

事

故

等

対

処

設

備 

・ 前 処 理 施

設 重 大 事

故 等 発 生

時 対 応 手

順 書  

・ 計 測 制 御 系 統 施 設  

・ 精 製 建 屋 一 時 貯 留 処 理 設 備  

・ 電 気 設 備  

・ 一 般 圧 縮 空 気 系  

・ 精 製 施 設

重 大 事 故

等 発 生 時

対 応 手 順

書  

・ ガ ン マ 線 用 サ ー ベ イ メ ー タ  

・ 中 性 子 線 用 サ ー ベ イ メ ー タ  

・ 前 処 理 施

設 重 大 事

故 等 発 生

時 対 応 手

順 書  

・ 精 製 施 設

重 大 事 故

等 発 生 時

対 応 手 順

書  

・ 計 測 制 御 系 統 施 設 の 安 全 系

監 視 制 御 盤  

・ 溶 解 設 備  

・ 代 替 溶 解 設 備  

・ 溶 解 設 備 の 可 溶 性 中 性 子 吸

収 材 緊 急 供 給 系  

・ 可 搬 型 可 溶 性 中 性 子 吸 収 材  

供 給 器  

  自

主

対

策

設

備 

・ 前 処 理 施

設 重 大 事

故 等 発 生

時 対 応 手

順 書  

・ 精 製 建 屋 一 時 貯 留 処 理 設 備  

・ 可 搬 型 可 溶 性 中 性 子 吸 収 材

供 給 器  

 

・ 精 製 施 設

重 大 事 故

等 発 生 時

対 応 手 順

書  
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対応手段，対処設備，手順書一覧（２／４） 

分

類  

機 能 喪 失 を 想 定  

す る 設 備  

対 応

手 段  
対 処 設 備  手 順 書  

放

射

線

分

解

水

素

の

掃

気

へ

の

対

応 

【 前 処 理 建 屋 】  

溶 解 槽  

・ 燃 料 送 り 出 し 装 置

に お け る 燃 料 送 り

出 し 長 さ の 制 御  

・ 燃 料 せ ん 断 長 位 置

異 常 警 報 及 び せ ん

断 停 止 回 路 （ 安

重 ）  

・ 溶 解 用 供 給 硝 酸 流

量 低 警 報 及 び せ ん

断 停 止 回 路 （ 安

重 ）  

・ 溶 解 槽 溶 解 液 密 度

高 警 報 及 び せ ん 断

停 止 回 路 （ 安 重 ）  

・ 硝 酸 供 給 槽 密 度 低

警 報 及 び せ ん 断 停

止 回 路  

・ 可 溶 性 中 性 子 吸 収

材 緊 急 供 給 回 路  

・ 可 溶 性 中 性 子 吸 収

材 緊 急 供 給 系  

 

エ ン ド ピ ー ス 酸 洗 浄

槽  

・ せ ん 断 機 の せ ん 断

刃 位 置 制 御  

・ エ ン ド ピ ー ス せ ん

断 位 置 異 常 警 報 及

び せ ん 断 停 止 回 路

（ 安 重 ）  

・ エ ン ド ピ ー ス 酸 洗

浄 槽 洗 浄 液 密 度 高

警 報 （ 安 重 ）  

 

ハ ル 洗 浄 槽  

・ 溶 解 槽 供 給 硝 酸 流

量 低 警 報 及 び せ ん

断 停 止 回 路 （ 安

重 ）  

・ 硝 酸 供 給 槽 密 度 低

警 報 及 び せ ん 断 停

止 回 路 （ 安 重 ）  

・ 溶 解 槽 溶 液 加 熱 機

能  

・ 溶 解 槽 溶 解 液 温 度

低 警 報 及 び せ ん 断

停 止 回 路 （ 安 重 ）  

臨

界

事

故

に

よ

り

発

生

す

る

放

射

線

分

解

水

素

の

掃

気 

・ 電 気 設 備  

・ 可 搬 型 貯 槽 掃 気 圧 縮 空 気 流 量 計  

・ 溶 解 設 備  

・ 一 般 圧 縮 空 気 系  

・ 安 全 圧 縮 空 気 系  

重

大

事

故

等

対

処

設

備 
・ 前 処 理 施

設 重 大 事

故 等 発 生

時 対 応 手

順 書  

 

・ 可 搬 型 貯 槽 掃 気 圧 縮 空 気 流 量 計  

・ 精 製 建 屋 一 時 貯 留 処 理 設 備  

・ 電 気 設 備  

・ 一 般 圧 縮 空 気 系  

・ 安 全 圧 縮 空 気 系  

・ 精 製 施 設

重 大 事 故

等 発 生 時

対 応 手 順

書  

・ 電 気 設 備  

・ 可 搬 型 貯 槽 掃 気 圧 縮 空 気 流 量 計  

・ 一 般 圧 縮 空 気 系  

・ 可 搬 型 空 気 圧 縮 機  

 

自

主

対

策

設

備 

・ 前 処 理 施

設 重 大 事

故 等 発 生

時 対 応 手

順 書  

・ 可 搬 型 貯 槽 掃 気 圧 縮 空 気 流 量 計  

・ 電 気 設 備  

・ 一 般 圧 縮 空 気 系  

・ 可 搬 型 空 気 圧 縮 機  

 

・ 精 製 施 設

重 大 事 故

等 発 生 時

対 応 手 順

書  
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対応手段，対処設備，手順書一覧（３／４） 

分

類  

機 能 喪 失 を 想 定  

す る 設 備  

対 応

手 段  
対 処 設 備  手 順 書  

貯

留

設

備

に

よ

る

放

射

性

物

質

の

貯

留 

【 前 処 理 建 屋 】  

溶 解 槽  

・ 燃 料 送 り 出 し 装 置

に お け る 燃 料 送 り

出 し 長 さ の 制 御  

・ 燃 料 せ ん 断 長 位 置

異 常 警 報 及 び せ ん

断 停 止 回 路 （ 安

重 ）  

・ 溶 解 用 供 給 硝 酸 流

量 低 警 報 及 び せ ん

断 停 止 回 路 （ 安

重 ）  

・ 溶 解 槽 溶 解 液 密 度

高 警 報 及 び せ ん 断

停 止 回 路 （ 安 重 ）  

・ 硝 酸 供 給 槽 密 度 低

警 報 及 び せ ん 断 停

止 回 路  

・ 可 溶 性 中 性 子 吸 収

材 緊 急 供 給 回 路  

・ 可 溶 性 中 性 子 吸 収

材 緊 急 供 給 系  

 

エ ン ド ピ ー ス 酸 洗 浄

槽  

・ せ ん 断 機 の せ ん 断

刃 位 置 制 御  

・ エ ン ド ピ ー ス せ ん

断 位 置 異 常 警 報 及

び せ ん 断 停 止 回 路

（ 安 重 ）  

・ エ ン ド ピ ー ス 酸 洗

浄 槽 洗 浄 液 密 度 高

警 報 （ 安 重 ）  

 

ハ ル 洗 浄 槽  

・ 溶 解 槽 供 給 硝 酸 流

量 低 警 報 及 び せ ん

断 停 止 回 路 （ 安

重 ）  

・ 硝 酸 供 給 槽 密 度 低

警 報 及 び せ ん 断 停

止 回 路 （ 安 重 ）  

・ 溶 解 槽 溶 液 加 熱 機

能  

・ 溶 解 槽 溶 解 液 温 度

低 警 報 及 び せ ん 断 停

止 回 路 （ 安 重 ）  

貯

留

設

備

に

よ

る

放

射

性

物

質

の

貯

留 

・ 電 気 設 備  
・ 計 測 制 御 系 統 施 設  
・ せ ん 断 処 理 ・ 溶 解 廃 ガ ス 処  

理 設 備  
・ 前 処 理 建 屋 換 気 設 備  
・ 一 般 冷 却 水 系  
・ 一 般 圧 縮 空 気 系  
・ 安 全 圧 縮 空 気 系  
・ 低 レ ベ ル 廃 液 処 理 設 備  
・ 主 排 気 筒  
・ 排 気 筒 モ ニ タ  
 

重

大

事

故

等

対

処

設

備 

・ 前 処 理 施

設 重 大 事

故 等 発 生

時 対 応 手

順 書  

 

・ 計 測 制 御 系 統 施 設  
・ 電 気 設 備  
・ 精 製 建 屋 塔 槽 類 廃 ガ ス 処 理

設 備  
・ 主 排 気 筒  
・ 一 般 冷 却 水 系  
・ 一 般 圧 縮 空 気 系  
・ 低 レ ベ ル 廃 液 処 理 設 備  
・ 排 気 筒 モ ニ タ  
 

・ 精 製 施 設

重 大 事 故

等 発 生 時

対 応 手 順

書  
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対応手段，対処設備，手順書一覧（４／４） 

分

類  

機 能 喪 失 を 想 定  

す る 設 備  

対 応

手 段  
対 処 設 備  手 順 書  

貯

留

設

備

に

よ

る

放

射

性

物

質

の

貯

留 

【 前 処 理 建 屋 】  

溶 解 槽  

・ 燃 料 送 り 出 し 装 置 に

お け る 燃 料 送 り 出 し

長 さ の 制 御  

・ 燃 料 せ ん 断 長 位 置 異

常 警 報 及 び せ ん 断 停

止 回 路 （ 安 重 ）  

・ 溶 解 用 供 給 硝 酸 流 量

低 警 報 及 び せ ん 断 停

止 回 路 （ 安 重 ）  

・ 溶 解 槽 溶 解 液 密 度 高

警 報 及 び せ ん 断 停 止

回 路 （ 安 重 ）  

・ 硝 酸 供 給 槽 密 度 低 警

報 及 び せ ん 断 停 止 回

路  

・ 可 溶 性 中 性 子 吸 収 材

緊 急 供 給 回 路  

・ 可 溶 性 中 性 子 吸 収 材

緊 急 供 給 系  

 

エ ン ド ピ ー ス 酸 洗 浄 槽  

・ せ ん 断 機 の せ ん 断 刃

位 置 制 御  

・ エ ン ド ピ ー ス せ ん 断

位 置 異 常 警 報 及 び せ

ん 断 停 止 回 路 （ 安

重 ）  

・ エ ン ド ピ ー ス 酸 洗 浄

槽 洗 浄 液 密 度 高 警 報

（ 安 重 ）  

 

ハ ル 洗 浄 槽  

・ 溶 解 槽 供 給 硝 酸 流 量

低 警 報 及 び せ ん 断 停

止 回 路 （ 安 重 ）  

・ 硝 酸 供 給 槽 密 度 低 警

報 及 び せ ん 断 停 止 回

路 （ 安 重 ）  

・ 溶 解 槽 溶 液 加 熱 機 能  

・ 溶 解 槽 溶 解 液 温 度 低

警 報 及 び せ ん 断 停 止

回 路 （ 安 重 ）  

セ

ル

に

よ

る

放

射

性

物

質

の

滞

留 

・ 安 全 系 監 視 制 御 盤  

・ 溶 解 設 備 の 溶 解 槽 の 水 封

部  

・ せ ん 断 処 理 ・ 溶 解 廃 ガ ス

処 理 設 備  

・ 前 処 理 建 屋 換 気 設 備  

 

自

主

対

策

設

備 

・ 前 処 理 施

設 重 大 事

故 等 発 生

時 対 応 手

順 書  

・ 安 全 系 監 視 制 御 盤  

・ 精 製 建 屋 塔 槽 類 廃 ガ ス 処

理 設 備  

・ 精 製 建 屋 塔 槽 類 廃 ガ ス 処

理 設 備 の 塔 槽 類 廃 ガ  

ス 処 理 系 （ プ ル ト ニ ウ ム

系 ） の 廃 ガ ス  ポ ッ ト  

・ 精 製 建 屋 換 気 設 備  

 

・ 精 製 施 設

重 大 事 故

等 発 生 時

対 応 手 順

書  
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 ( ｂ ) 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための手順 

ⅰ．重大事故等対策に係る手順  

冷却機能の喪失による蒸発乾固を防止するための機能

として，安全冷却水系の冷却機能がある。  

この機能が喪失した場合においても，蒸発乾固の発生

を未然に防止するため，安全冷却水の内部ループ通水を

実施する設備及び手順を整備する。  

また，蒸発乾固の発生を防止するための設備が機能し

なかったとしても，放射性物質の発生を抑制し，及び蒸

発乾固の進行を緩和するため，貯水槽から機器注水を実

施する，安全冷却水の冷却コイル通水を実施する等の設

備及び手順を整備する。  

ⅱ．大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順  

大規模損壊発生時においても冷却機能の喪失による蒸

発乾固によって発生する大気中への放射性物質の放出に

よる影響を緩和するため，重大事故等対策で整備した手

順を基本とし，共通要因で同時に機能喪失することのな

い可搬型重大事故等対処設備を用いた手順，中央制御室

での監視及び制御機能が喪失した場合も対応できるよう，

現場にてパラメータを確認するための手順，可搬型計測

器にてパラメータを監視するための手順，建物や設備の

状況を目視にて確認するための手順，現場にて直接機器

を作動させるための手順等を整備する。  

大規模損壊時には，再処理施設が受ける影響及び被害
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の程度が大きく，その被害範囲は広範囲で不確定なもの

と想定されるため，施設の被害やアクセスルートの確保

等の被災状況を踏まえた優先事項の実行判断のもと，以

下に例を示す手順から適切なものを臨機応変に選択し，

又は組み合わせることにより，蒸発乾固の事故緩和措置

を行う。（第 2.2.6 表参照）  

・安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合に，可搬型中

型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホ

ース，弁等を敷設し，これらホースと安全冷却水系の

内部ループとを接続した後，貯水槽の水を内部ループ

に通水することにより，貯槽等に内包する溶液の温度

を低下させる手段がある。地震による冷却機能喪失の

場合は，現場環境確認を行った後に対処を開始すると

ともに，機器の損傷による漏えいの発生の有無を確認

する。また，火山の影響により，降灰予報を確認した

場合には，屋外の機器を屋内に運搬する対応及び除灰

の対応を行う。  

・機器の損傷が伴わない外部電源の喪失による冷却機能

が発生した場合に，共通電源車を配置し安全冷却水系

への給電を実施することで安全冷却水系の機能を回復

し，貯槽等に内包する溶液の温度を低下させる。  

・安全冷却水系の内部ループに設置する循環ポンプが多

重故障し冷却機能が喪失した場合，かつ，外部ループ

が運転継続できる場合に，内部ループで除かれた熱を

外部ループに伝達する中間熱交換器をバイパスし安全
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冷却水系の外部ループの冷却水を貯槽等の冷却コイル

に通水することにより，貯槽等に内包する溶液の温度

を低下させる。  

・安全冷却水系の外部ループに設置する循環ポンプが多

重故障し冷却機能が喪失した場合，かつ，内部ループ

が運転継続できる場合に，使用済燃料の受入れ施設及

び貯蔵施設用の安全冷却水系の冷却水を安全冷却水系

の外部ループへ供給することで，内部ループの冷却水

を除熱し，貯槽等に内包する溶液の温度を低下させる。

なお，本対応では再処理設備本体用の外部ループへ供

給する方法と高レベル廃液貯蔵設備の冷却に係る外部

ループへ供給する方法がある。  

・安全冷却水系の外部ループに設置する循環ポンプが多

重故障し冷却機能が喪失した場合，かつ，内部ループ

が運転継続できる場合に，運転予備負荷用一般冷却水

系の冷却水を高レベル廃液貯蔵設備の冷却に係る安全

冷却水系の外部ループへ供給することで，内部ループ

の冷却水を除熱し，貯槽等に内包する溶液の温度を低

下させる。  

・安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合に，発生防止

対策が機能しなかった場合に備え，発生防止対策で敷

設する可搬型中型移送ポンプに，貯槽等内に注水する

ための可搬型建屋内ホース，弁等を敷設し，可搬型建

屋内ホースと機器注水配管の接続口を接続する。高レ

ベル廃液が沸騰に至った場合には，液位低下，及びこ

2.-81



れによる濃縮の進行を防止するため，液位を一定範囲

に維持するよう，貯水槽の水を貯槽等内へ注水するこ

とにより，機器に内包する溶液が乾固に至ることを防

止する。  

・安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合に，事態を収

束させるため，発生防止対策で設置する可搬型中型移

送ポンプの下流側に，可搬型建屋内ホース，弁等を敷

設して，可搬型建屋内ホースと各貯槽等の冷却コイル

等の接続口と接続した後，貯水槽の水を冷却コイル等

へ通水することにより，貯槽等に内包する溶液の温度

を低下させる。  

・発生防止対策が機能せず機器に内包する溶液が沸騰し

た場合，かつ，交流動力電源が健全な場合に，機器に

内包する溶液の沸騰による液位の低下，及びこれによ

る濃縮を防止するため給水処理設備等を用いた貯槽等

への注水を実施することにより，貯槽等の溶液が乾固

に至ることを防止する。  

・安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合に，高レベル

廃液が沸騰に至る場合に備え，塔槽類廃ガス処理系の

流路を遮断し，貯槽等からの排気をセルに導出すると

ともに，当該排気系統に設置した凝縮器へ冷却水を通

水する。さらに，セル排気系の高性能粒子フィルタは

一 段 であ る こと か ら， セ ル排 気 系 を 代 替す る 排気 系

（以下，「代替排気系」という。）として，可搬型排風

機，可搬型フィルタ等を敷設し，放射性エアロゾルを
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可搬型フィルタの高性能粒子フィルタで除去しつつ主

排気筒から大気中に放出することにより，沸騰により

発生した廃ガス中の放射性物質濃度を低下させる。  

上記の手順では対策が有効に機能しない場合は，放射性

物質及び放射線の放出を低減するための対策に関する手順

である工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための

手順を実施する。 
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第 2.2.6 表  機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備

する手順 

対応手段，対処設備，手順書一覧（１／９） 

分 類  
機 能 喪 失 を 想 定  

す る 設 備  

対

応

手

段  

対 処 設 備  手 順 書  

蒸

発

乾

固

の

発

生

の

防

止

の

た

め

の

措

置

の

対

応

手

段 

・ 冷 却 塔  

・ 外 部 ル ー プ ・ 冷

却 水 循 ・ 環 ポ ン

プ  

・ 内 部 ル ー プ 冷 却

水 循 環 ポ ン プ  

・ 中 間 熱 交 換 器  

・ 外 部 電 源  

・ 第 ２ 非 常 用 デ ィ

ー ゼ ル 発 電 機  

内

部

ル

ー

プ

通

水

に

よ

る

冷

却 

・ 代 替 安 全 冷 却 水 系  

・ 清 澄 ・ 計 量 設 備  

・ 溶 解 設 備  

・ 代 替 所 内 電 源 系 統  

  軽 油 貯 蔵 タ ン ク  

軽 油 用 タ ン ク ロ ー リ  

重

大

事

故

等

対

処

設

備 

・ 前 処 理 施 設 重

大 事 故 等 発 生

時 対 応 手 順 書  

・ 建 屋 外 共 通 重

大 事 故 等 発 生

時 対 応 手 順 書  

・ 代 替 安 全 冷 却 水 系  

・ 高 レ ベ ル 廃 液 濃 縮 設 備 の  

 高 レ ベ ル 廃 液 濃 縮 系  

・ 分 離 建 屋 一 時 貯 留 処 理 設 備  

・ 分 離 設 備  

・ 代 替 所 内 電 源 系 統  

  軽 油 貯 蔵 タ ン ク  

軽 油 用 タ ン ク ロ ー リ  

・ 分 離 施 設 重 大

事 故 等 発 生 時

対 応 手 順 書  

・ 建 屋 外 共 通 重

大 事 故 等 発 生

時 対 応 手 順 書  

・ 代 替 安 全 冷 却 水 系  

・ プ ル ト ニ ウ ム 精 製 設 備  

・ 精 製 建 屋 一 時 貯 留 処 理 設 備  

・ 代 替 所 内 電 源 系 統  

  軽 油 貯 蔵 タ ン ク  

軽 油 用 タ ン ク ロ ー リ  

・ 精 製 施 設 重 大

事 故 等 発 生 時

対 応 手 順 書  

・ 建 屋 外 共 通 重

大 事 故 等 発 生

時 対 応 手 順 書  

・ 代 替 安 全 冷 却 水 系  

・ ウ ラ ン ・ プ ル ト ニ ウ ム 混 合 脱

硝 設 備 の 溶 液 系  

・ 代 替 所 内 電 源 系 統  

  軽 油 貯 蔵 タ ン ク  

軽 油 用 タ ン ク ロ ー リ  

・ ウ ラ ン ・ プ ル

ト ニ ウ ム 混 合

脱 硝 施 設 重 大

事 故 等 発 生 時

対 応 手 順 書  

・ 建 屋 外 共 通 重

大 事 故 等 発 生

時 対 応 手 順 書  

・ 代 替 安 全 冷 却 水 系  

・ 高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 設 備  

・ 高 レ ベ ル 廃 液 貯 蔵 設 備 の 高 レ

ベ ル 濃 縮 廃 液 貯 蔵 系  

・ 高 レ ベ ル 廃 液 貯 蔵 設 備 の 共 用

貯 蔵 系  

・ 代 替 所 内 電 源 系 統  

  軽 油 貯 蔵 タ ン ク  

軽 油 用 タ ン ク ロ ー リ  

・ 高 レ ベ ル 廃 液

ガ ラ ス 固 化 施

設 重 大 事 故 等

発 生 時 対 応 手

順 書  

・ 建 屋 外 共 通 重

大 事 故 等 発 生

時 対 応 手 順 書  
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対応手段，対処設備，手順書一覧（２／９） 

分 類  
機 能 喪 失 を 想 定  

す る 設 備  

対

応

手

段  

対 処 設 備  手 順 書  

蒸

発

乾

固

の

発

生

の

防

止

の

た

め

の

措

置

の

対

応

手

段 

・ 外 部 電 源  

・ 第 ２ 非 常 用 デ

ィ ー ゼ ル 発 電

機  

共

通

電

源

車

を

用

い

た

冷

却

機

能

の

回

復 

・ 非 常 用 電 源 建 屋 の 6 . 9k V 非 常 用 主

母 線  

・ 制 御 建 屋 の 6 . 9k V 非 常 用 母 線  

・ 制 御 建 屋 の 4 6 0 V 非 常 用 母 線  

・ 前 処 理 建 屋 の 6 . 9k V 非 常 用 母 線  

・ 前 処 理 建 屋 の 4 6 0 V 非 常 用 母 線  

・ 分 離 建 屋 の 4 6 0 V 非 常 用 母 線  

・ 精 製 建 屋 の 4 6 0 V 非 常 用 母 線  

・ ウ ラ ン ・ プ ル ト ニ ウ ム 混 合 脱 硝 建

屋 の 6 . 9k V 非 常 用 母 線  

・ ウ ラ ン ・ プ ル ト ニ ウ ム 混 合 脱 硝 建

屋 の 4 6 0 V 非 常 用 母 線  

・ 高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋 の

4 6 0 V 非 常 用 母 線  

・ 第 ２ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 の 燃

料 油 貯 蔵 タ ン ク  

・ 共 通 電 源 車  

・ 可 搬 型 電 源 ケ ー ブ ル  

・ 可 搬 型 燃 料 供 給 ホ ー ス  

※ 起 動 す る 負 荷 は 「 1 . 9  電 源 の 確 保

に 関 す る 手 順 等 」 に 記 載  

自

主

対

策

設

備 

・ 制 御 建 屋

重 大 事 故

等 発 生 時

対 応 手 順

書  
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対応手段，対処設備，手順書一覧（３／９） 

分 類  
機 能 喪 失 を 想 定  

す る 設 備  

対 応

手 段  
対 処 設 備  手 順 書  

蒸

発

乾

固

の

発

生

の

防

止

の

た

め

の

措

置

の

対

応

手

段 

・ 内 部 ル ー プ 冷 却

水 循 環 ポ ン プ  

安

全

冷

却

水

系

の

中

間

熱

交

換

器

バ

イ

パ

ス

操

作

に

よ

る

冷

却 

・ 冷 却 水 設 備 の 安 全 冷 却 水 系

（ 再 処 理 設 備 本 体 用 ）  

・ 溶 解 設 備  

・ 清 澄 ・ 計 量 設 備  

 

自

主

対

策

設

備 

・ 前 処 理 施 設 重

大 事 故 等 発 生

時 対 応 手 順 書  

 

・ 冷 却 水 設 備 の 安 全 冷 却 水 系

（ 再 処 理 設 備 本 体 用 ）  

・ 高 レ ベ ル 廃 液 濃 縮 設 備 の 高

レ ベ ル 廃 液 濃 縮 系  

・ 分 離 建 屋 一 時 貯 留 処 理 設 備  

・ 分 離 設 備  

 

・ 分 離 施 設 重 大

事 故 等 発 生 時

対 応 手 順 書  

 

・ 冷 却 水 設 備 の 安 全 冷 却 水 系

（ 再 処 理 設 備 本 体 用 ）  

・ プ ル ト ニ ウ ム 精 製 設 備  

・ 精 製 建 屋 一 時 貯 留 処 理 設 備  

 

・ 精 製 施 設 重 大

事 故 等 発 生 時

対 応 手 順 書  

 

・ 冷 却 水 設 備 の 安 全 冷 却 水 系

（ 再 処 理 設 備 本 体 用 ）  

・ 高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 設    

 備  

・ 高 レ ベ ル 廃 液

ガ ラ ス 固 化 施

設 重 大 事 故 等

発 生 時 対 応 手

順 書  
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対応手段，対処設備，手順書一覧（４／９） 

分 類  
機 能 喪 失 を 想 定  

す る 設 備  

対 応

手 段  
対 処 設 備  手 順 書  

蒸

発

乾

固

の

発

生

の

防

止

の

た

め

の

措

置

の

対

応

手

段 

・ 外 部 ル ー プ 冷 却

水 循 環 ポ ン プ  

使

用

済

燃

料

の

受

入

れ

及

び

貯

蔵

施

設

用

の

安

全

冷

却

水

系

に

よ

る

冷

却 

・ 使 用 済 燃 料 の 受 入 れ 及 び 貯

蔵 施 設 の 安 全 冷 却 水 系  

・ 冷 却 水 設 備 の 安 全 冷 却 水 系

（ 再 処 理 設 備 本 体 用 ）  

自

主

対

策

設

備 

・ 前 処 理 施 設 重  

大 事 故 等 発 生  

時 対 応 手 順 書  

・ 高 レ ベ ル 廃 液  

ガ ラ ス 固 化 施  

設 重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応 手  

順 書  

・ 使 用 済 燃 料 の  

受 入 れ 施 設 及  

び 貯 蔵 施 設 重  

大 事 故 等 発 生  

時 対 応 手 順 書  

 

運

転

予

備

負

荷

用

一

般

冷

却

水

系

に

よ

る

冷

却 

・ 再 処 理 設 備 本 体 の 運 転 予 備

負 荷 用 一 般 冷 却 水 系  

・ 冷 却 水 設 備 の 安 全 冷 却 水 系

（ 再 処 理 設 備 本 体 用 ）  

自

主

対

策

設

備 

・ 制 御 建 屋 重 大

事 故 等 発 生 時

対 応 手 順 書  

・ 高 レ ベ ル 廃 液  

ガ ラ ス 固 化 施  

設 重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応 手  

順 書  
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対応手段，対処設備，手順書一覧（５／９） 

分 類  
機 能 喪 失 を 想 定  

す る 設 備  

対 応

手 段  
対 処 設 備  手 順 書  

蒸

発

乾

固

の

拡

大

の

防

止

の

た

め

の

措

置

の

対

応

手

段 

・ 冷 却 塔  

・ 外 部 ル ー プ 冷 却

水 循 環 ポ ン プ  

・ 内 部 ル ー プ 冷 却

水 循 環 ポ ン プ  

・ 中 間 熱 交 換 器  

外 部 電 源  

・ 第 ２ 非 常 用 デ ィ

ー ゼ ル 発 電 機  

貯

水

槽

か

ら

機

器

へ

の

注

水 

・ 代 替 安 全 冷 却 水 系  

・ 清 澄 ・ 計 量 設 備  

・ 溶 解 設 備  

・ 代 替 所 内 電 源 系 統  

  軽 油 貯 蔵 タ ン ク  

軽 油 用 タ ン ク ロ ー リ  

重

大

事

故

等

対

処

設

備 

・ 前 処 理 施 設 重

大 事 故 等 発 生

時 対 応 手 順 書  

・ 建 屋 外 共 通 重

大 事 故 等 発 生

時 対 応 手 順 書  

・ 代 替 安 全 冷 却 水 系  

・ 高 レ ベ ル 廃 液 濃 縮 設 備 の

高 レ ベ ル 廃 液 濃 縮 系  

・ 分 離 建 屋 一 時 貯 留 処 理 設 備  

・ 分 離 設 備  

・ 代 替 所 内 電 源 系 統  

  軽 油 貯 蔵 タ ン ク  

軽 油 用 タ ン ク ロ ー リ  

・ 分 離 施 設 重

大 事 故 等 発

生 時 対 応 手

順 書  

・ 建 屋 外 共 通

重 大 事 故 等

発 生 時 対 応

手 順 書  

・ 代 替 安 全 冷 却 水 系  

・ プ ル ト ニ ウ ム 精 製 設 備  

・ 精 製 建 屋 一 時 貯 留 処 理 設 備  

・ 代 替 所 内 電 源 系 統  

  軽 油 貯 蔵 タ ン ク  

軽 油 用 タ ン ク ロ ー リ  

・ 精 製 施 設 重

大 事 故 等 発

生 時 対 応 手

順 書  

・ 建 屋 外 共 通

重 大 事 故 等

発 生 時 対 応

手 順 書  

・ 代 替 安 全 冷 却 水 系  

・ ウ ラ ン ・ プ ル ト ニ ウ ム 混

合 脱 硝 設 備 の 溶 液 系  

・ 代 替 所 内 電 源 系 統  

  軽 油 貯 蔵 タ ン ク  

軽 油 用 タ ン ク ロ ー リ  

・ ウ ラ ン ・ プ

ル ト ニ ウ ム

混 合 脱 硝 施

設 重 大 事 故

等 発 生 時 対

応 手 順 書  

・ 建 屋 外 共 通

重 大 事 故 等

発 生 時 対 応

手 順 書  

・ 代 替 安 全 冷 却 水 系  

・ 高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化

設 備  

・ 高 レ ベ ル 廃 液 貯 蔵 設 備 の

高 レ ベ ル 濃 縮 廃 液 貯 蔵 系  

・ 高 レ ベ ル 廃 液 貯 蔵 設 備 の

共 用 貯 蔵 系  

・ 代 替 所 内 電 源 系 統  

  軽 油 貯 蔵 タ ン ク  

軽 油 用 タ ン ク ロ ー リ  

・ 高 レ ベ ル 廃

液 ガ ラ ス 固

化 施 設 重 大

事 故 等 発 生

時 対 応 手 順

書  

・ 建 屋 外 共 通

重 大 事 故 等

発 生 時 対 応

手 順 書  

 

2.-88



対応手段，対処設備，手順書一覧（６／９） 

分 類  
機 能 喪 失 を 想 定  

す る 設 備  

対 応

手 段  
対 処 設 備  手 順 書  

蒸

発

乾

固

の

拡

大

の

防

止

の

た

め

の

措

置

の

対

応

手

段 

冷 却 塔  

外 部 ル ー プ 冷 却 水

循 環 ポ ン プ  

内 部 ル ー プ 冷 却 水

循 環 ポ ン プ  

中 間 熱 交 換 器  

外 部 電 源  

第 ２ 非 常 用 デ ィ ー

ゼ ル 発 電 機  

冷

却

コ

イ

ル

等

へ

の

通

水

に

よ

る

冷

却  

・ 代 替 安 全 冷 却 水 系  

・ 清 澄 ・ 計 量 設 備  

・ 溶 解 設 備  

・ 代 替 所 内 電 源 系 統  

  軽 油 貯 蔵 タ ン ク  

軽 油 用 タ ン ク ロ ー リ  

重

大

事

故

等

対

処

設

備 
・ 前 処 理 施 設 重

大 事 故 等 発 生

時 対 応 手 順 書  

・ 建 屋 外 共 通 重

大 事 故 等 発 生

時 対 応 手 順 書  

・ 代 替 安 全 冷 却 水 系  

・ 高 レ ベ ル 廃 液 濃 縮 設 備 の 高

レ ベ ル 廃 液 濃 縮 系  

・ 分 離 建 屋 一 時 貯 留 処 理 設 備  

・ 分 離 設 備  

・ 代 替 所 内 電 源 系 統  

  軽 油 貯 蔵 タ ン ク  

軽 油 用 タ ン ク ロ ー リ  

・ 分 離 施 設 重 大

事 故 等 発 生 時

対 応 手 順 書  

・ 建 屋 外 共 通 重

大 事 故 等 発 生

時 対 応 手 順 書  

・ 代 替 安 全 冷 却 水 系  

・ プ ル ト ニ ウ ム 精 製 設 備  

・ 精 製 建 屋 一 時 貯 留 処 理 設 備  

・ 代 替 所 内 電 源 系 統  

  軽 油 貯 蔵 タ ン ク  

軽 油 用 タ ン ク ロ ー リ  

・ 精 製 施 設 重 大

事 故 等 発 生 時

対 応 手 順 書  

・ 建 屋 外 共 通 重

大 事 故 等 発 生

時 対 応 手 順 書  

・ 代 替 安 全 冷 却 水 系  

・ ウ ラ ン ・ プ ル ト ニ ウ ム 混 合

脱 硝 設 備 の 溶 液 系  

・ 代 替 所 内 電 源 系 統  

  軽 油 貯 蔵 タ ン ク  

軽 油 用 タ ン ク ロ ー リ  

・ ウ ラ ン ・ プ ル

ト ニ ウ ム 混 合

脱 硝 施 設 重 大

事 故 等 発 生 時

対 応 手 順 書  

・ 建 屋 外 共 通 重

大 事 故 等 発 生

時 対 応 手 順 書  

・ 代 替 安 全 冷 却 水 系  

・ 高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化

設 備  

・ 高 レ ベ ル 廃 液 貯 蔵 設 備 の

高 レ ベ ル 濃 縮 廃 液 貯 蔵 系  

・ 高 レ ベ ル 廃 液 貯 蔵 設 備 の

共 用 貯 蔵 系  

・ 代 替 所 内 電 源 系 統  

  軽 油 貯 蔵 タ ン ク  

軽 油 用 タ ン ク ロ ー リ  

・ 高 レ ベ ル 廃 液

ガ ラ ス 固 化 施

設 重 大 事 故 等

発 生 時 対 応 手

順 書  

・ 建 屋 外 共 通 重

大 事 故 等 発 生

時 対 応 手 順 書  
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対応手段，対処設備，手順書一覧（７／９） 

分 類  
機 能 喪 失 を 想 定  

す る 設 備  

対 応

手 段  
対 処 設 備  手 順 書  

蒸

発

乾

固

の

拡

大

の

防

止

の

た

め

の

措

置

の

対

応

手

段 

・ 冷 却 塔  

・ 外 部 ル ー プ 冷 却

水 循 環 ポ ン プ  

・ 内 部 ル ー プ 冷 却

水 循 環 ポ ン プ  

・ 中 間 熱 交 換 器  

給

水

処

理

設

備

等

か

ら

機

器

へ

の

注

水  

・ 給 水 処 理 設 備  

・ 化 学 薬 品 貯 蔵 供 給 設 備 の 化 学

薬 品 貯 蔵 供 給 系  

・ 溶 解 設 備  

・ 清 澄 ・ 計 量 設 備  

自

主

対

策

設

備 

・ 前 処 理 施 設

重 大 事 故 等

発 生 時 対 応

手 順 書  

・ 給 水 処 理 設 備  

・ 化 学 薬 品 貯 蔵 供 給 設 備 の 化 学

薬 品 貯 蔵 供 給 系  

・ 高 レ ベ ル 廃 液 濃 縮 設 備 の 高 レ

ベ ル 廃 液 濃 縮 系  

・ 分 離 建 屋 塔 槽 類 廃 ガ ス 処 理 設

備 の 塔 槽 類 廃 ガ ス 処 理 系  

・ 分 離 設 備  

・ 分 離 建 屋 一 次 貯 留 処 理 設 備  

・ 分 離 施 設 重

大 事 故 等 発

生 時 対 応 手

順 書  

・ 化 学 薬 品 貯 蔵 供 給 設 備 の 化 学

薬 品 貯 蔵 供 給 系  

・ プ ル ト ニ ウ ム 精 製 設 備  

・ 精 製 建 屋 塔 槽 類 廃 ガ ス 処 理 設

備 の 塔 槽 類 廃 ガ ス 処 理 系 （ プ

ル ト ニ ウ ム 系 ）  

・ 精 製 施 設 重

大 事 故 等 発

生 時 対 応 手

順 書  

・ 化 学 薬 品 貯 蔵 設 備 の 化 学 薬 品

貯 蔵 供 給 系  

・ ウ ラ ン ・ プ ル ト ニ ウ ム 混 合 脱

硝 設 備 の 溶 液 系  

・ ウ ラ ン ・ プ

ル ト ニ ウ ム

混 合 脱 硝 施

設 重 大 事 故

等 発 生 時 対

応 手 順 書  

・ 給 水 処 理 設 備  

・ 化 学 薬 品 貯 蔵 供 給 設 備 の 化 学

薬 品 貯 蔵 供 給 系  

・ 高 レ ベ ル 廃 液 貯 蔵 設 備 の 高 レ

ベ ル 濃 縮 廃 液 貯 蔵 系  

・ 高 レ ベ ル 廃 液 貯 蔵 設 備 の 不 溶

解 残 渣 廃 液 貯 蔵 系  

・ 高 レ ベ ル 廃 液 貯 蔵 設 備 の 共 用

貯 蔵 系  

・ 高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 設 備  

・ 高 レ ベ ル 廃

液 ガ ラ ス 固

化 施 設 重 大

事 故 等 発 生

時 対 応 手 順

書  
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対応手段，対処設備，手順書一覧（８／９） 

分類 
機能喪失を想定 

する設備 

対応

手段 
対処設備 手順書 

蒸
発
乾
固
の
拡
大
の
防
止
の
た
め
の
措
置
の
対
応
手
段 

・冷却塔 

・外部ループ冷却水循環

ポンプ 

・内部ループ冷却水循環

ポンプ 

・中間熱交換器 

・外部電源 

・第２非常用ディーゼル

発電機 

セ
ル
へ
の
導
出
経
路
の
構
築
及
び
セ
ル
排
気
系
を
代
替
す
る
排
気
系
に
よ
る
対
応 

・清澄・計量設備 

・溶解設備 

・前処理建屋代替塔槽類廃ガス処理設 

 備 

・前処理建屋代替換気設備 

・代替所内電源系統 

重大事故対処用母線 

可搬型発電機 

軽油貯蔵タンク 

軽油用タンクローリ 

・主排気筒 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

・前処理施設重 大

事故等発生時対応

手順書 

・建屋外共通重 大

事故等発生時対応

手順書 

・高レベル廃液濃縮設備の高レベル廃

液濃縮系 

・分離建屋一時貯留処理設備 

・分離設備 

・分離建屋代替塔槽類廃ガス処理設備 

・分離建屋代替換気設備 

・代替所内電源系統 

重大事故対処用母線 

可搬型発電機 

軽油貯蔵タンク 

軽油用タンクローリ 

・主排気筒 

・分離施設重大事故

等発生時対応手順

書 

・建屋外共通重 大

事故等発生時対応

手順書 

・プルトニウム精製設備 

・精製建屋一時貯留処理設備 

・精製建屋代替塔槽類廃ガス処理設備 

・精製建屋代替換気設備 

・代替所内電源系統 

重大事故対処用母線 

可搬型発電機 

軽油貯蔵タンク 

軽油用タンクローリ 

・主排気筒 

・精製施設重大事故

等発生時対応手順

書 

・建屋外共通重 大

事故等発生時対応

手順書 

・ウラン・プルトニウム混合脱硝設備

の溶液系 

・ウラン・プルトニウム混合脱硝代替

塔槽類廃ガス処理設備 

・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

代替換気設備 

・代替所内電源系統 

重大事故対処用母線 

可搬型発電機 

軽油貯蔵タンク 

軽油用タンクローリ 

・主排気筒 

・ウラン・プルトニ

ウム混合脱硝施設

重大事故等発生時

対応手順書 

・建屋外共通重 大

事故等発生時対応

手順書 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（９／９） 

分類 
機能喪失を想定 

する設備 

対応

手段 
対処設備 手順書 

蒸
発
乾
固
の
拡
大
の
防
止
の
た
め
の
措
置
の
対
応
手
段 

・冷却塔 

・外部ループ冷却水循環

ポンプ 

・内部ループ冷却水循環

ポンプ 

・中間熱交換器 

・外部電源 

・第２非常用ディーゼル

発電機 

セ
ル
へ
の
導
出
経
路
の
構
築
及
び
セ
ル
排
気
系
を
代
替
す
る
排
気
系
に
よ
る
対
応 

・高レベル廃液ガラス固化設備 

・高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃

縮廃液貯蔵系 

・高レベル廃液貯蔵設備の共用貯蔵系 

・高レベル廃液ガラス固化建屋代替塔

槽類廃ガス処理設備 

・高レベル廃液ガラス固化建屋代替換

気設備 

・代替所内電源系統 

重大事故対処用母線 

可搬型発電機 

軽油貯蔵タンク 

軽油用タンクローリ 

・主排気筒 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

・高レベル廃液ガラ

ス固化施設重大事

故等発生時対応手

順書 

・建屋外共通重 大

事故等発生時対応

手順書 
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(ｃ) 放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための手順 

ⅰ．重大事故等対策に係る手順 

放射線分解により発生する水素による爆発を防止するための機能と

して，安全圧縮空気系の水素掃気機能がある。 

    この機能が喪失した場合においても安全圧縮空気系の水素掃気機能

の喪失に対して，代替安全圧縮空気系を用いて機器へ圧縮空気を供給

する等により，水素爆発の発生を未然に防止するための対処設備及び

手順を整備する。 

また，水素爆発の発生を未然に防止するための対策が機能せず，機

器での水素爆発が発生した場合に，機器に接続する換気系統の配管の

流路を遮断する等により，水素爆発が続けて生じることの防止，セル

内に設置された配管の外部への排出及び大気中への放射性物質の放出

による影響を緩和するための対処設備及び手順を整備する 

ⅱ．大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順 

大規模損壊発生時においても放射線分解により発生する水素による

爆発によって，大気中への放射性物質の放出による影響を緩和するた

め，重大事故等対策で整備した手順を基本とし，共通要因で同時に機

能喪失することのない可搬型重大事故等対処設備を用いた手順，中央

制御室での監視及び制御機能が喪失した場合も対応できるよう，現場

にてパラメータを確認するための手順，可搬型計測器にてパラメータ

を監視するための手順，建物や設備の状況を目視にて確認するための

手順，現場にて直接機器を作動させるための手順等を整備する。 

大規模損壊時には，再処理施設が受ける影響及び被害の程度が大き

く，その被害範囲は広範囲で不確定なものと想定されるため，施設の

被害やアクセスルートの確保等の被災状況を踏まえた優先事項の実行
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判断のもと，以下に例を示す手順から適切なものを臨機応変に選択し，

又は組み合わせることにより，水素爆発の事故緩和措置を行う。（第

2.2.7 表参照） 

・安全圧縮空気系を構成する設備のうち，安全圧縮空気系の空気圧縮

機及び電気設備の故障により，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪

失した場合においても，代替安全圧縮空気系を用いて機器へ圧縮空

気を供給することで，水素掃気機能を回復させる。 

・安全圧縮空気系を構成する設備のうち，電気設備の故障により，安

全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合においても，共通電源

車を用いた水素掃気機能の回復により，水素爆発の発生を未然に防

止する。 

・安全圧縮空気系を構成する設備のうち，空気圧縮機の故障により，

安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合においても，可搬型

空気圧縮機を前処理建屋の安全圧縮空気系へ接続し，水素爆発を想

定する機器へ圧縮空気を一括供給することにより水素掃気を行う。 

・安全圧縮空気系を構成する設備のうち，安全圧縮空気系の空気圧縮

機及び電気設備の故障により，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪

失した場合，かつ，水素爆発を未然に防止するための空気の供給に

使用する設備を用いた圧縮空気の供給の実施にもかかわらず水素掃

気機能が回復しなかった場合において，続けて水素爆発が生じるお

それがないよう，代替圧縮空気系を用いて機器へ圧縮空気を供給す

ることで，水素掃気機能を回復させる。本対策は，圧縮空気貯槽，

圧縮空気ユニット，予備圧縮空気ユニット及び手動圧縮空気ユニッ

トが機能している間に実施する。 

・安全圧縮空気系を構成する設備のうち，安全空気圧縮機及び電気設
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備の故障により，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合，

かつ，水素爆発を未然に防止するための空気の供給に使用する設備

を用いた圧縮空気の供給の実施にもかかわらず水素掃気機能が回復

しなかった場合において，機器に接続する換気系統の配管の流路を

遮断し，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットを開放

及び可搬型フィルタ等により放射性エアロゾルを大気中へ放出する

前に除去することにより，放射性物質の放出量を低減する。 

上記の手順では対策が有効に機能しない場合は，放射性物質及び放

射線の放出を低減するための対策に関する手順である工場等外への放

射性物質等の放出を抑制するための手順を実施する。 
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第 2.2.7 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順 

対応手段，対処設備，手順書一覧（１／５） 

分類 
機能喪失を想定 

する設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

水
素
爆
発
の
発
生
の
防
止
の
た
め
の
措
置
の
対
応
手
段 

 安全圧縮空気系の

空気圧縮機 

 外部電源 

 第２非常用ディー

ゼル発電機 

水
素
爆
発
を
未
然
に
防
止
す
る
た
め
の
空
気
の
供
給 

・代替安全圧縮空気系 

・清澄・計量設備 

重

大

事

故

等

対

処

設

備 

 前処理施設

重大事故等

発生時対応

手順書 

 

・代替安全圧縮空気系 

・分離設備 

・分配設備 

・分離建屋一時貯留処理設備 

・高レベル廃液濃縮系 

 分離施設重

大事故等発

生時対応手

順書 

 

・代替安全圧縮空気系 

・プルトニウム精製設備 

・精製建屋一時貯留処理設備 

 精製施設重

大事故等発

生時対応手

順書 

 

・代替安全圧縮空気系 

・ウラン・プルトニウム混合脱硝

設備の溶液系 

 ウラン・プ

ルトニウム

混合脱硝施

設重大事故

等発生時対

応手順書 

 

・代替安全圧縮空気系 

・高レベル廃液ガラス固化設備 

・高レベル濃縮廃液貯蔵設備の高

レベル濃縮廃液貯蔵系 

・高レベル濃縮廃液貯蔵設備の不

溶解残渣廃液貯蔵系 

 高レベル廃

液ガラス固

化施設重大

事故等発生

時対応手順

書 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（２／５） 

分類 
機能喪失を想定する

設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

水
素
爆
発
の
発
生
の
防
止
の
た
め
の
措
置
の
対
応
手
段 

 外部電源 

 第２非常用ディ

ーゼル発電機 

共
通
電
源
車
を
用
い
た
水
素
掃
気
機
能
の
回
復 

・ 非常用電源建屋の 6.9kV 非常

用主母線 

・ 制御建屋の 6.9kV 非常用母線 

・ 制御建屋の 460V 非常用母線 

・ 前処理建屋の 6.9kV 非常用母

線 

・ 前処理建屋の 460V 非常用母

線 

・ 分離建屋の 460V 非常用母線 

・ 精製建屋の 460V 非常用母線 

・ ウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋の 6.9kV 非常用母線 

・ ウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋の 460V 非常用母線 

・ 高レベル廃液ガラス固化建屋

の 460V 非常用母線 

・ 第２非常用ディーゼル発電機

の燃料油貯蔵タンク 

・ 共通電源車 

・ 可搬型電源ケーブル 

・ 可搬型燃料供給ホース 

・ 負荷は「1.9 電源の確保に関

する手順等」に記載 

自

主

対

策

設

備 

 制御建屋重

大事故等発

生時対応手

順書 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（３／５） 

分類 
機能喪失を想定する

設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

水
素
爆
発
の
発
生
の
防
止
の
た
め
の
措
置
の
対
応
手
段  安全圧縮空気系

の空気圧縮機 

水
素
爆
発
を
未
然
に
防
止
す
る
た
め
の
空
気
の
一
括
供
給 

 代替安全圧縮空気系 

 清澄・計量設備 

重

大

事

故

等

対

処

設

備 

 前処理施設

重大事故等

発生時対応

手順 

 

 代替安全圧縮空気系 

 分離設備 

 分配設備 

 分離建屋一時貯留処理設備 

 高レベル廃液濃縮系 

 分離施設重

大事故等発

生時対応手

順 

 

 代替安全圧縮空気系 

 プルトニウム精製設備 

 精製建屋一時貯留処理設備 

 精製施設重

大事故等発

生時対応手

順 

 

 代替安全圧縮空気系 

 ウラン・プルトニウム混合脱

硝設備の溶液系 

 ウラン・プ

ルトニウム

混合脱硝施

設重大事故

等発生時対

応手順 

 

 代替安全圧縮空気系 

 高レベル廃液ガラス固化設備 

 高レベル濃縮廃液貯蔵系 

 不溶解残渣廃液貯蔵系 

 共用貯蔵系 

 高レベル廃

液ガラス固

化施設重大

事故等発生

時対応手順 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（４／５） 

分類 
機能喪失を想定する

設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

水
素
爆
発
の
拡
大
の
防
止
の
た
め
の
措
置
の
対
応
手
段 

 安全圧縮空気系

の空気圧縮機 

 外部電源 

 第２非常用ディ

ーゼル発電機 

水
素
爆
発
の
再
発
を
防
止
す
る
た
め
の
空
気
の
供
給 

 代替安全圧縮空気系 

 清澄・計量設備 

重

大

事

故

等

対

処

設

備 

 

 

 前処理施設重

大事故等発生

時対応手順書 

 

 代替安全圧縮空気系 

 分離設備 

 分配設備 

 分離建屋一時貯留処理設備 

 高レベル廃液濃縮系 

 分離施設重大

事故等発生時

対応手順書 

 代替安全圧縮空気系 

 プルトニウム精製設備 

 精製建屋一時貯留処理設備 

 精製施設重大

事故等発生時

対応手順書 

 代替安全圧縮空気系 

 ウラン・プルトニウム混合脱

硝設備の溶液系 

 ウラン・プル

トニウム混合

脱硝施設重大

事故等発生時

対応手順書 

 代替安全圧縮空気系 

 高レベル廃液ガラス固化設備 

 高レベル濃縮廃液貯蔵系 

 不溶解残渣廃液貯蔵系 

 共用貯蔵系 

 高レベル廃液

ガラス固化施

設重大事故等

発生時対応手

順書 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（５／５） 

分類 
機能喪失を想定する

設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

水
素
爆
発
の
拡
大
の
防
止
の
た
め
の
措
置
の
対
応
手
段 

 安全圧縮空気系

の空気圧縮機 

 外部電源 

 第２非常用ディ

ーゼル発電機 

放
出
低
減
対
策 

・ 代替安全圧縮空気系 

・ 清澄・計量設備 

・ 代替前処理建屋塔槽類廃ガス

処理設備 

・ 代替前処理建屋換気設備 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

 前処理施設

重大事故等

発生時対応

手順書 

・ 代替安全圧縮空気系 

・ 分離設備 

・ 分配設備 

・ 分離建屋一時貯留処理設備 

・ 高レベル廃液濃縮系 

・ 代替分離建屋塔槽類廃ガス処

理設備 

・ 代替分離建屋換気設備 

・分離施設重大

事故等発生時対

応手順書 

・ 代替安全圧縮空気系 

・ プルトニウム精製設備 

・ 精製建屋一時貯留処理設備 

・ 代替精製建屋塔槽類廃ガス処

理設備 

・ 代替精製建屋換気設備 

・精製施設重大

事故等発生時対

応手順書 

・ 代替安全圧縮空気系 

・ ウラン・プルトニウム混合脱

硝設備の溶液系 

・ 代替ウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理

設備 

・ 代替ウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋換気設備 

・ウラン・プル

トニウム混合脱

硝施設重大事故

等発生時対応手

順書 

・ 代替安全圧縮空気系 

・ 高レベル廃液ガラス固化設備 

・ 高レベル濃縮廃液貯蔵系 

・ 不溶解残渣濃縮廃液貯蔵系 

・ 共用貯蔵系 

・ 代替高レベル廃液ガラス固化

建屋塔槽類廃ガス処理設備 

・ 代替高レベル廃液ガラス固化

建屋換気設備 

・高レベル廃液

ガラス固化施設

重大事故等発生

時対応手順書 
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(ｄ) 有機溶媒等による火災又は爆発に対処するための手順 

  ⅰ．重大事故等対策に係る手順 

有機溶媒等による火災又は爆発を防止するための機能として，プル

トニウム濃縮缶への供給液の供給・加熱蒸気の供給停止がある。 

   この機能が喪失した場合においてもＴＢＰ等の錯体の急激な分解反

応が発生した場合に，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生した

機器への供給液の供給を停止し，濃縮缶を加熱するための蒸気発生

器への蒸気供給を停止する等により，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解

反応の再発を防止，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応により発生し

た放射性物質を含む気体を貯留及び放射性物質の放出による影響を

緩和するための対処設備及び手順を整備する。 

ⅱ．大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順 

大規模損壊発生時において有機溶媒等による火災又は爆発により発

生する大気中への放射性物質の放出による影響を緩和するため，重大

事故等対策で整備した手順を基本とし，共通要因で同時に機能喪失す

ることのない可搬型重大事故等対処設備を用いた手順，中央制御室で

の監視及び制御機能が喪失した場合も対応できるよう，現場にてパラ

メータを確認するための手順，可搬型計測器にてパラメータを監視す

るための手順，建物や設備の状況を目視にて確認するための手順，現

場にて直接機器を作動させるための手順等を整備する。 

大規模損壊時には，再処理施設が受ける影響及び被害の程度が大き

く，その被害範囲は広範囲で不確定なものと想定されるため，施設の

被害やアクセスルートの確保等の被災状況を踏まえた優先事項の実行

判断のもと，以下に例を示す手順から適切なものを臨機応変に選択し，

又は組み合わせることにより，有機溶媒等による火災又は爆発の事故
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緩和措置を行う。（第 2.2.8 表参照） 

・ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生した場合は，連続的に供給

液が供給されることによって再発するＴＢＰ等の分解反応を防止す

るため，プルトニウム濃縮缶液相部温度高警報，プルトニウム濃縮

缶の気相部圧力高高警報及びプルトニウム濃縮缶の気相部温度高警

報の３つのうち２つ以上の警報の発報により，プルトニウム濃縮缶

への供給液の供給を自動的に停止する。並行して，プルトニウム濃

縮缶の加熱設備の手動弁を閉止する。 

・ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生した場合には，貯留タンク

に放射性物質を導出するため，貯留設備の隔離弁を自動開放すると

ともに貯留設備の空気圧縮機を自動的に起動し貯留タンクに放射性

物質を導く。同時に，塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）の流

路を遮断するため，隔離弁の閉止に加え，排風機を自動的に停止す

る。ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生によって，塔槽類廃ガ

ス処理系（プルトニウム系）の系統内の圧力が上昇することにより，

廃ガスポットから廃ガスの一部がセルへ放出されることが考えられ

る。この際，セルへ放出される廃ガスには，ＴＢＰ等の錯体の急激

な分解反応によって発生する放射性物質は含まれない。 

上記の手順では対策が有効に機能しない場合は，放射性物質及び放

射線の放出を低減するための対策に関する手順である工場等外への放

射性物質等の放出を抑制するための手順を実施する。 
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第 2.2.8 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順 
対応手段，対処設備，手順書一覧（１／７） 
分
類 機能喪失を 

想定する設備 

対

応 

手

段 

対処設備 手順書 

Ｔ
Ｂ
Ｐ
等
の
錯
体
の
急
激
な
分
解
反
応
の
拡
大
の
防
止
の
た
め
の
措
置
の
対
応
手
順 

【精製建屋】 

ＴＢＰ洗浄器 

 ・希釈剤流量計 

 

蒸気発生器 

 ・加熱蒸気圧力計 

 

加熱蒸気遮断弁 

一次蒸気遮断弁 

 

プルトニウム濃縮缶 

・プルトニウム濃縮缶 

密度制御 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
へ
の
供
給
停
止 

・プルトニウム精製設備のプルトニウム濃

縮缶供給槽ゲデオン 

・プルトニウム精製設備の配管・弁 

・計測制御系統施設のプルトニウム濃縮缶

供給槽液位計 

・計測制御系統施設のプルトニウム濃縮缶

圧力計 

・計測制御系統施設のプルトニウム濃縮缶

気相部温度計 

・計測制御系統施設のプルトニウム濃縮缶

液相部温度計 

・計測制御系統施設の監視制御盤(精製施

設用) 

・一般圧縮空気系の配管・弁 

・電気設備の受電開閉設備 

・電気設備の受電変圧器 

・電気設備の精製建屋の 6.9ｋＶ運転予備

用母線 

・電気設備の精製建屋の 460Ｖ運転予備用

母線 

・電気設備の精製建屋の常用直流電源設備 

・電気設備のユーティリティ建屋の 6.9k

Ｖ運転予備用主母線 

・電気設備の制御建屋の 6.9ｋＶ運転予備

用母線 

・電気設備の制御建屋の 460Ｖ運転予備用

母線 

・電気設備の制御建屋の常用直流電源設備 

 

重

大

事

故

等

対

処

設

備 

・精製施設

重大事故

等発生時

対応手順

書 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（２／７） 
分
類 

機能喪失を 

想定する設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

Ｔ
Ｂ
Ｐ
等
の
錯
体
の
急
激
な
分
解
反
応
の
拡
大
の
防
止
の
た
め
の
措
置
の
対
応
手
順 

【精製建屋】 

ＴＢＰ洗浄器 

 ・希釈剤流量計 

 

蒸気発生器 

 ・加熱蒸気圧力計 

 

加熱蒸気遮断弁 

一次蒸気遮断弁 

 

プルトニウム濃縮缶 

・プルトニウム濃縮 

缶密度制御 

自
主
対
策
設
備
を
用
い
た
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
へ
の
供
給
停
止 

・計測制御系統施設の緊急停止系(精製建

屋) 

・計測制御系統施設の緊急停止操作スイッ

チ(精製施設用) 

・プルトニウム精製設備のプルトニウム濃

縮缶供給槽ゲデオン 

・プルトニウム精製設備の配管・弁 

・計測制御系統施設のプルトニウム濃縮缶

供給槽液位計 

・計測制御系統施設のプルトニウム濃縮缶

圧力計 

・計測制御系統施設のプルトニウム濃縮缶

気相部温度計 

・計測制御系統施設のプルトニウム濃縮缶

液相部温度計 

・計測制御系統施設の監視制御盤(精製施設

用) 

・電気設備の受電開閉設備 

・電気設備の受電変圧器 

・電気設備の精製建屋の 6.9ｋＶ運転予備

用母線 

・電気設備の精製建屋の 460Ｖ運転予備用

母線 

・電気設備の精製建屋の常用直流電源設備 

・電気設備のユーティリティ建屋の 6.9kＶ

運転予備用主母線 

・電気設備の制御建屋の 6.9ｋＶ運転予備

用母線 

・電気設備の制御建屋の 460Ｖ運転予備用

母線 

・電気設備の制御建屋の常用直流電源設備 

・電気設備の精製建屋の 6.9ｋＶ非常用母 

 線 

・電気設備の精製建屋の 460Ｖ非常用母線 

・電気設備の精製建屋の非常用直流電源設 

 備 

・非常用電源建屋の 6.9ｋＶ非常用主母線 

・電気設備の制御建屋の 6.9ｋＶ非常用母 

 線 

自

主

対

策

設

備 

・精製施設

重大事故

等発生時

対応手順

書 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（３／７） 
分
類 機能喪失を 

想定する設備 

対

応 

手

段 

対処設備 手順書 

Ｔ
Ｂ
Ｐ
等
の
錯
体
の
急
激
な
分
解
反
応
の
拡
大
の
防
止
の
た
め
の
措
置
の
対
応
手
順 

【精製建屋】 

ＴＢＰ洗浄器 

 ・希釈剤流量計 

 

蒸気発生器 

 ・加熱蒸気圧力計 

 

加熱蒸気遮断弁 

一次蒸気遮断弁 

 

プルトニウム濃縮缶 

・プルトニウム濃縮缶 

密度制御 

加
熱
蒸
気
の
供
給
停
止 

・プルトニウム精製設備の蒸気発生器へ 

蒸気を供給する系統の手動弁 

・プルトニウム精製設備の配管・弁 

・計測制御系統施設のプルトニウム濃縮 

缶加熱蒸気温度計 

・計測制御系統施設のプルトニウム濃縮 

缶圧力計 

・計測制御系統施設のプルトニウム濃縮 

缶気相部温度計 

・計測制御系統施設のプルトニウム濃縮 

缶液相部温度計 

・計測制御系統施設の監視制御盤(精製施 

設用) 

・電気設備の受電開閉設備 

・電気設備の受電変圧器 

・電気設備の精製建屋の 6.9ｋＶ運転予備

用母線 

・電気設備の精製建屋の 460Ｖ運転予備用

母線 

・電気設備の精製建屋の常用直流電源設 

 備 

・電気設備のユーティリティ建屋の 6.9k

Ｖ運転予備用主母線 

・電気設備の制御建屋の 6.9ｋＶ運転予備

用母線 

・電気設備の制御建屋の 460Ｖ運転予備用

母線 

・電気設備の制御建屋の常用直流電源設 

 備 

・電気設備の精製建屋の 6.9ｋＶ非常用母 

 線 

・電気設備の精製建屋の 460Ｖ非常用母線 

・電気設備の精製建屋の非常用直流電源 

設備 

・非常用電源建屋の 6.9ｋＶ非常用主母線 

・電気設備の制御建屋の 6.9ｋＶ非常用母 

 線 

重

大

事

故

等

対

処

設

備 

・精製施設

重大事故

等発生時

対応手順

書 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（４／７） 
分
類 機能喪失を 

想定する設備 

対

応 

手

段 

対処設備 手順書 

Ｔ
Ｂ
Ｐ
等
の
錯
体
の
急
激
な
分
解
反
応
の
拡
大
の
防
止
の
た
め
の
措
置
の
対
応
手
順 

【精製建屋】 

ＴＢＰ洗浄器 

 ・希釈剤流量計 

 

蒸気発生器 

 ・加熱蒸気圧力計 

 

加熱蒸気遮断弁 

一次蒸気遮断弁 

 

プルトニウム濃縮缶 

・プルトニウム濃縮缶 

密度制御 

 

貯
留
設
備
に
よ
る
放
射
性
物
質
の
貯
留
に
使
用
す
る
設
備
を
用
い
た
対
応
（
１
／
２
） 

・プルトニウム精製設備の配管・弁 

・塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム 

系）の配管・弁 

・塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム 

系）の高性能粒子フィルタ 

・塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム 

系）の排風機 

・塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム 

系）の隔離弁 

・塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム

系）の圧力計 

・計測制御系統施設のプルトニウム濃縮

缶圧力計 

・計測制御系統施設のプルトニウム濃縮

缶気相部温度計 

・計測制御系統施設のプルトニウム濃縮

缶液相部温度計 

・計測制御系統施設の監視制御盤(精製施

設用) 

・計測制御系統施設の安全系監視制御盤

(精製建屋) 

・計測制御系統施設の貯留設備の圧力計 

・計測制御系統施設の貯留設備の流量計 

・貯留設備の配管・弁 

・貯留設備の隔離弁 

・貯留設備の空気圧縮機 

・貯留設備の逆止弁 

・貯留設備の貯留タンク 

・一般冷却水系の冷水ポンプ 

・一般冷却水系の冷水膨張槽 

・一般冷却水系の冷水中間熱交換器 

・一般冷却水系の配管・弁 

・安全圧縮空気系の配管・弁 

・一般圧縮空気系の配管・弁 

重

大

事

故

等

対

処

設

備 

・精製施設

重大事故

等発生時

対応手順

書 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（５／７） 
分
類 機能喪失を 

想定する設備 

対

応 

手

段 

対処設備 手順書 

Ｔ
Ｂ
Ｐ
等
の
錯
体
の
急
激
な
分
解
反
応
の
拡
大
の
防
止
の
た
め
の
措
置
の
対
応
手
順 

【精製建屋】 

ＴＢＰ洗浄器 

 ・希釈剤流量計 

 

蒸気発生器 

 ・加熱蒸気圧力計 

 

加熱蒸気遮断弁 

一次蒸気遮断弁 

 

プルトニウム濃縮缶 

・プルトニウム濃縮缶 

密度制御 

 

貯
留
設
備
に
よ
る
放
射
性
物
質
の
貯
留
に
使
用
す
る
設
備
を
用
い
た
対
応
（
２
／
２
） 

・電気設備の受電開閉設備 

・電気設備の受電変圧器 

・電気設備の精製建屋の 6.9ｋＶ運転予備

用母線 

・電気設備の精製建屋の 460Ｖ運転予備用

母線 

・電気設備の精製建屋の常用直流電源設 

 備 

・電気設備のユーティリティ建屋の 6.9k

Ｖ運転予備用主母線 

・電気設備の制御建屋の 6.9ｋＶ運転予備

用母線 

・電気設備の制御建屋の 460Ｖ運転予備用

母線 

・電気設備の制御建屋の常用直流電源設 

 備 

・電気設備の精製建屋の 6.9ｋＶ非常用母 

 線 

・電気設備の精製建屋の 460Ｖ非常用母線 

・電気設備の精製建屋の非常用直流電源

設備 

・非常用電源建屋の 6.9ｋＶ非常用主母線 

・電気設備の制御建屋の 6.9ｋＶ非常用母 

 線 

・電気設備の制御建屋の 460Ｖ非常用母線 

・電気設備の制御建屋の非常用直流電源

設備 

重

大

事

故

等

対

処

設

備 

・精製施設

重大事故

等発生時

対応手順

書 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（６／７） 
分
類 機能喪失を 

想定する設備 

対

応 

手

段 

対処設備 手順書 

Ｔ
Ｂ
Ｐ
等
の
錯
体
の
急
激
な
分
解
反
応
の
拡
大
の
防
止
の
た
め
の
措
置
の
対
応
手
順 

【精製建屋】 

ＴＢＰ洗浄器 

 ・希釈剤流量計 

 

蒸気発生器 

 ・加熱蒸気圧力計 

 

加熱蒸気遮断弁 

一次蒸気遮断弁 

 

プルトニウム濃縮缶 

・プルトニウム濃縮缶 

密度制御 

放
出
低
減
対
策
（
１
／
２
） 

・プルトニウム精製設備の配管・弁 

・塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム 

系）の配管・弁 

・塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム 

系）の高性能粒子フィルタ 

・塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム 

系）の隔離弁 

・塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム 

系）の廃ガスポット 

・塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム

系）の排風機 

・貯留設備の配管・弁 

・貯留設備の隔離弁 

・貯留設備の貯留タンク 

重

大

事

故

等

対

処

設

備 

・精製施設重

大事故等発

生時対応手

順書 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（７／７） 
分
類 機能喪失を 

想定する設備 

対

応 

手

段 

対処設備 手順書 

Ｔ
Ｂ
Ｐ
等
の
錯
体
の
急
激
な
分
解
反
応
の
拡
大
の
防
止
の
た
め
の
措
置
の
対
応
手
順 

【精製建屋】 

ＴＢＰ洗浄器 

 ・希釈剤流量計 

 

蒸気発生器 

 ・加熱蒸気圧力計 

 

加熱蒸気遮断弁 

一次蒸気遮断弁 

 

プルトニウム濃縮缶 

・プルトニウム濃縮缶 

密度制御 

放
出
低
減
対
策
（
２
／
２
） 

・電気設備の受電開閉設備 

・電気設備の受電変圧器 

・電気設備の精製建屋の 6.9ｋＶ運転予備

用母線 

・電気設備の精製建屋の 460Ｖ運転予備用

母線 

・電気設備の精製建屋の常用直流電源設備 

・電気設備のユーティリティ建屋の 6.9k

Ｖ運転予備用主母線 

・電気設備の制御建屋の 6.9ｋＶ運転予備

用母線 

・電気設備の精製建屋の 6.9ｋＶ非常用母 

 線 

・電気設備の精製建屋の 460Ｖ非常用母線 

・電気設備の精製建屋の非常用直流電源設 

 備 

・非常用電源建屋の 6.9ｋＶ非常用主母線 

・電気設備の制御建屋の 6.9ｋＶ非常用母 

 線 

・精製建屋換気設備のダクト・ダンパ 

・精製建屋換気設備のグローブボックス・

セル排風機 

・精製建屋換気設備のセル排気フィルタユ

ニット 

・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋換気

設備のダクト・ダンパ 

・主排気筒 

重

大

事

故

等

対

処

設

備 

・精製施設

重大事故

等発生時

対応手順

書 
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 (ｅ) 工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための手順 

ⅰ．重大事故等対策に係る手順 

重大事故が発生した場合において工場等外への放射性物質及び放射

線の放出を抑制するため対処設備及び手順を整備する。 

ⅱ．大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順 

大規模損壊発生時においても工場等外への放射性物質等の放出を抑

制するため，重大事故等対策で整備した手順を基本とし，共通要因で

同時に機能喪失することのない可搬型重大事故等対処設備を用いた手

順，中央制御室での監視及び制御機能が喪失した場合も対応できるよ

う，現場にてパラメータを確認するための手順，可搬型計測器にてパ

ラメータを監視するための手順，建物や設備の状況を目視にて確認す

るための手順，現場にて直接機器を作動させるための手順等を整備す

る。 

大規模損壊時には，再処理施設が受ける影響及び被害の程度が大き

く，その被害範囲は広範囲で不確定なものと想定されるため，施設の

被害やアクセスルートの確保等の被災状況を踏まえた優先事項の実行

判断のもと，以下に例を示す手順から適切なものを臨機応変に選択し，

又は組み合わせることにより，工場等外への放射性物質等の放出を抑

制の事故緩和措置を行う。（第 2.2.9 表参照） 

・大型移送ポンプ車を第１貯水槽に設置する。可搬型建屋外ホースを

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋近傍まで敷設する。建物近傍に設置し

た可搬型放水砲及び可搬型建屋外ホースとの接続を行い，大型移送

ポンプ車で取水した水により可搬型放水砲による建物への放水を行

う。 

・大型移送ポンプ車を敷地外水源とホース敷設ルート上に設置する。
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可搬型建屋外ホースを前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・

プルトニウム混合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化建屋近傍まで

敷設する。建物近傍に設置した可搬型放水砲及び可搬型建屋外ホー

スとの接続を行い，大型移送ポンプ車で取水した水を，大型移送ポ

ンプ車を経由して，可搬型放水砲による建物への放水を行う。 

・可搬型中型移送ポンプを第１貯水槽と主排気筒近傍に設置する。可

搬型建屋外ホースを主排気筒に設置されているスプレイノズルまで

敷設する。主排気筒に設置されているスプレイノズルと可搬型建屋

外ホースの接続を行い，可搬型中型移送ポンプで取水した水を，可

搬型中型移送ポンプを経由して，主排気筒に設置されているスプレ

イノズルから主排気筒内への散水を行う。 

・大型移送ポンプ車を第１貯水槽近傍に設置する。可搬型建屋外ホー

スを使用済燃料受入れ・貯蔵建屋まで敷設する。大型移送ポンプ車

で取水した水を，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋へ注水する。 

・建物に放水した水が再処理施設の敷地内にある沢を通じて再処理施

設の敷地に隣接する尾駮沼へ放射性物質が流出することを抑制する

ため，土嚢の設置及び角落しを行う手順を整備する。建物に放水し

た水が放射性物質を含み再処理施設の敷地内にある沢を通じて再処

理施設の敷地に隣接する尾駮沼から海洋へ放出することを抑制する

ために，中型移送ポンプ運搬車又はホース展張車で可搬型汚濁水拡

散防止フェンスを運搬し，運搬車で小型船舶を尾駮沼に運搬し，尾

駮沼に可搬型汚濁水拡散防止フェンスを設置する。 

・水源として，消火栓又は防火水槽を使用する。再処理施設の各建物

周辺における航空機燃料火災及び化学火災に対して，大型化学高所

放水車，消防ポンプ付水槽車及び化学粉末消防車による火災発生箇
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所への放水を行う。 

・大型移送ポンプ車を第１貯水槽近傍に設置し，可搬型建屋外ホース

を再処理施設の各建物周辺における航空機衝突による航空機燃料火

災及び化学火災の発生箇所近傍まで敷設し，可搬型放水砲との接続

を行い，可搬型放水砲による放水を行う。 

・軽油貯蔵タンクから軽油用タンク ローリの燃料タンクに燃料の移

送を行う。軽油用タンク ローリから軽油の補給が必要な設備の近

傍に設置した容器（ドラム缶等）へ軽油の移送を行う。容器（ドラ

ム缶等）から軽油の補給が必要な設備への軽油の補給を行う。軽油

を燃料として使用する設備のうち，ホース展張車，中型移送ポンプ

運搬車，運搬車，ホイール ローダは重大事故等への対処において

位置を固定しないため，軽油貯蔵タンク近傍で軽油の補給を行う。 
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第 2.2.9 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順 

対応手段，対処設備，手順書一覧（１／８）  

分類 機能喪失を想定する設

計基準設備 

対応 

手段 

対処設備 手順書 

大
気
中
へ
の
放
射
性
物
質
の
放
出
を
抑
制
す
る
た
め
の
対
応 

－ 放
水
設
備
に
よ
る
使
用
済
燃
料
受
入
れ
・
貯
蔵
建
屋
か
ら
大
気
中
へ
放
射
性
物
質
の
放
出
抑
制 

・第１貯水槽 

・大型移送ポンプ車 

・可搬型放水砲 

・可搬型建屋外ホース 

 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

①②③

④ 

⑤⑥ 

 

・軽油貯蔵タンク 

・軽油用タンクローリ 
重
大
事
故
等
対
処
設
備 

⑦ 

・ホース展張車 

・運搬車 
重
大
事
故
等
対
処
設
備 

⑤⑥ 

・ホイール ローダ 重
大
事
故
等
対
処
設
備 

⑪⑫ 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（２／８）  

分類 機能喪失を想定する設

計基準設備 

対応 

手段 

対処設備 手順書 

大
気
中
へ
の
放
射
性
物
質
の
放
出
を
抑
制
す
る
た
め
の
対
応 

－ 放
水
設
備
に
よ
る
各
建
屋
か
ら
大
気
中
へ
放
射
性
物
質
の
放
出
抑
制 

・大型移送ポンプ車 

・可搬型放水砲 

・可搬型建屋外ホース 

・可搬型放水砲供給水

流量計 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

①②③

④ 

⑤⑥ 

 

・軽油貯蔵タンク 

・軽油用タンクローリ 
重
大
事
故
等
対
処
設
備 

⑦ 

・ホース展張車 

・運搬車 
重
大
事
故
等
対
処
設
備 

⑤⑥ 

・ホイール ローダ 重
大
事
故
等
対
処
設
備 

⑪⑫ 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（３／８）  

分類 機能喪失を想定する設

計基準設備 

対応 

手段 

対処設備 手順書 

工
場
外
へ
の
放
射
線
の
放
出
を
抑
制
す
る
た
め
の
対
応 

－ 使
用
済
燃
料
受
入
れ
・
貯
蔵
建
屋
か
ら
大
気
中
へ
放
射
線
の
放
出
抑
制 

・第１貯水槽 

・大型移送ポンプ車 

・可搬型建屋外ホース 

 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

①②③

④ 

⑤⑥ 

 

・軽油貯蔵タンク 

・軽油用タンクローリ 
重
大
事
故
等
対
処
設
備 

⑦ 

・ホース展張車 

・運搬車 
重
大
事
故
等
対
処
設
備 

⑤⑥ 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（４／８）  

分類 機能喪失を想定する設

計基準設備 

対応 

手段 

対処設備 手順

書 

大
気
中
へ
の
放
射
性
物
質
の
放
出
を
抑
制
す
る
た
め
の
対
応 

－ 主
排
気
筒
内
へ
の
散
水 

・第１貯水槽 
・可搬型中型移送ポンプ 

・可搬型建屋外ホース 

 

自
主
対
策
設
備 

①②

③④ 

⑤⑥ 

 

・軽油貯蔵タンク 

・軽油用タンクローリ 
自
主
対
策
設
備 

⑦ 

・中型移送ポンプ運搬車 

・ホース展張車 

・運搬車 

自
主
対
策
設
備 

⑤⑥ 

・スプレイノズル 

 
自
主
対
策
設
備 

⑩ 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（５／８）  

分類 機能喪失を想定する設

計基準設備 

対応 

手段 

対処設備 手順書 

海
洋
，
河
川
，
湖
沼
等
へ
の
放
射
性
物
質
の
流
出
抑
制
す
る
た
め
の
対
応 

－ 海
洋
，
河
川
，
湖
沼
等
へ
の
放
射
性
物
質
の
流
出
抑
制 

・可搬型汚濁水拡散防止フェ

ンス 

・小型船舶                       

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

①⑧ 

・軽油貯蔵タンク 

                                                                                                                                                     
重
大
事
故
等
対
処
設
備 

⑦ 

・中型移送ポンプ運搬車 

・ホース展張車 

・運搬車 

 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

⑥ 

・ホイール ローダ 重
大
事
故
等
対
処
設
備 

⑧ 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（６／８）  

分類 機能喪失を想定する設

計基準設備 

対応 

手段 

対処設備 手順

書 

再
処
理
施
設
の
各
建
物
周
辺
に
お
け
る
航
空
機
衝
突
に
よ
る
航
空
機
燃
料
火
災
及
び
化
学
火
災
へ
の
対
応 

－ 初
期
対
応
に
お
け
る
延
焼
防
止
措
置 

・大型化学高所放水車 

・消防ポンプ付水槽車 

・化学粉末消防車 

・消火栓 

・防火水槽 

自
主
対
策
設
備 

① 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（７／８）  

分類 機能喪失を想定する設

計基準設備 

対応 

手段 

対処設備 手順書 

再
処
理
施
設
の
各
建
物
周
辺
に
お
け
る
航
空
機
衝
突
に
よ
る 

－ 航
空
機
衝
突
に
よ
る
航
空
機
燃
料
火
災
及
び
化
学
火
災
へ
の
泡
消
火 

・大型移送ポンプ車 

・可搬型放水砲 

・可搬型建屋外ホース 

・第１貯水槽 

重
大
事
故

等
対
処
設

備 

①②③

④ 

⑤⑥ 

 

・ホース展張車 

・運搬車 
重
大
事
故
等
対
処
設
備 

⑤⑥ 

・ホイール ローダ 重
大
事
故
等
対
処
設
備 

⑥ 

 

 

 

 

 

 

 

2.-119



 

対応手段，対処設備，手順書一覧（８／８）  

手順署名 

手 順 書 の

番号 

初動時における確認および準備等手順書 ① 

貯水槽からの水供給手順書 ② 

敷地外水源からの取水手順書（貯水槽まで） ③ 

敷地外水源からの取水手順書（必要な建屋まで） ④ 

可搬型建屋外ホース敷設等手順書 ⑤ 

資機材運搬等に係る手順書 ⑥ 

燃料供給に係る手順書 ⑦ 

放射性物質を含む水のせき止め等実施手順書 ⑧ 

小型船舶による可搬型汚濁水拡散防止フェンス設置手順書 ⑨ 

主排気筒への散水（排水移送含む）手順書 ⑩ 

アクセスルート確認手順書 ⑪ 

アクセスルート整備手順書 ⑫ 
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(ｆ) 放出事象への対処に必要となる水の供給手順等 

ⅰ．重大事故等対策に係る手順 

安全冷却水系の冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処，燃料貯蔵プ

ール等の冷却等の機能喪失への対処及び工場等外への放射性物質等の

放出を抑制するための設備に必要となる十分な量の水を有する水源を

確保することに加えて，設計基準事故に対処するための設備及び重大

事故等対処設備に対して重大事故等への対処に必要となる十分な量の

水を供給するために必要な対処設備を整備する。 

ⅱ．大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順 

大規模損壊発生時においても対処に必要となる水の供給等をするた

め，重大事故等対策で整備した手順を基本とし，共通要因で同時に機

能喪失することのない可搬型重大事故等対処設備を用いた手順，中央

制御室での監視及び制御機能が喪失した場合も対応できるよう，現場

にてパラメータを確認するための手順，可搬型計測器にてパラメータ

を監視するための手順，建物や設備の状況を目視にて確認するための

手順，現場にて直接機器を作動させるための手順等を整備する。 

大規模損壊時には，再処理施設が受ける影響及び被害の程度が大き

く，その被害範囲は広範囲で不確定なものと想定されるため，施設の

被害やアクセスルートの確保等の被災状況を踏まえた優先事項の実行

判断のもと，以下に例を示す手順から適切なものを臨機応変に選択し，

又は組み合わせることにより，事故緩和措置を行う。（第 2.2.10 表参

照） 

・第１貯水槽，第２貯水槽及び敷地外水源の状態を確認し，水の移送

ルートの確保を指示するとともに，水の移送に使用する水源及びホ

ース敷設ルートを決定する。 
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・安全冷却水系を構成する設備のうち，冷却塔，外部ループ冷却水循

環ポンプ，内部ループ冷却水循環ポンプ，中間熱交換器及び電気設

備の故障により，安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合において

も，安全冷却水系の内部ループに通水することにより，機器に内包

する溶液の温度を低下させる。 

・安全冷却水系を構成する設備のうち，冷却塔，外部ループ冷却水循

環ポンプ，内部ループ冷却水循環ポンプ，中間熱交換器及び電気設

備の故障により，安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合，かつ，

機器に内包する溶液が沸騰した場合において，拡大を防止するため，

貯水槽から機器に注水することにより，機器に内包する溶液が乾固

に至ることを防止する。 

・安全冷却水系を構成する設備のうち，冷却塔，外部ループ冷却水循

環ポンプ，内部ループ冷却水循環ポンプ，中間熱交換器及び電気設

備の故障により，安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合，かつ，

内部ループ通水による冷却が機能しない場合において，拡大を防止

するため，冷却コイル等への通水に使用する設備を用いて冷却コイ

ル等に注水することにより，機器に内包する溶液の温度を低下させ

る。 

・安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合に，高レベル廃液が沸騰に

至る場合に備え，塔槽類廃ガス処理系の流路を遮断し，貯槽等から

の廃ガスをセルに導出するとともに，当該排気系統に設置した凝縮

器へ冷却水を通水する。さらに，セル排気系の高性能粒子フィルタ

は一段であることから，セル排気系を代替する排気系（ 以下，「代

替排気系」という。）として，可搬型排風機及び可搬型フィルタ等

を敷設し，放射性エアロゾルを可搬型フィルタの高性能粒子フィル
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タで除去しつつ主排気筒から大気中に放出することにより，貯槽等

での沸騰により発生した廃ガス中の放射性物質濃度を低下させる。 

・燃料貯蔵プール等の冷却機能若しくは注水機能喪失時，又は燃料貯

蔵プール等の小規模漏えいが発生した場合において，貯水槽を水源

として可搬型中型移送ポンプにより燃料貯蔵プール等へ注水するこ

とで，重大事故対策を行う。 

・燃料貯蔵プール等からの大規模な水の漏えいその他の要因により燃

料貯蔵プール等の水位が異常に低下した場合において，貯水槽を水

源として大型移送ポンプ車による燃料貯蔵プール等へのスプレイを

実施することにより，重大事故対策を行う。 

・燃料貯蔵プール等からの大規模な水の漏えいその他の要因により燃

料貯蔵プール等の水位が異常に低下した場合において，大型移送ポ

ンプ車を第１貯水槽近傍に設置し，可搬型建屋外ホースを使用済燃

料受入れ・貯蔵建屋まで敷設する。大型移送ポンプ車で取水した水

を，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋へ注水する。 

・大型移送ポンプ車を第１貯水槽近傍に設置し，可搬型建屋外ホース

を再処理施設の各建物周辺における航空機衝突による航空機燃料火

災及び化学火災の発生箇所近傍まで敷設し，可搬型放水砲との接続

を行い，可搬型放水砲による放水を行う。 

・大型移送ポンプ車を敷地外水源とホース敷設ルート上に設置する。

可搬型建屋外ホースを前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・

プルトニウム混合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化建屋並びに使

用済燃料受入れ・貯蔵建屋近傍まで敷設する。建物近傍に設置した

可搬型放水砲及び可搬型建屋外ホースとの接続を行い，大型移送ポ

ンプ車で取水した水を，大型移送ポンプ車を経由して，可搬型放水
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砲による建物への放水を行う。 

・大型移送ポンプ車を第２貯水槽近傍に運搬・設置する。可搬型建屋

外ホースをホース展張車及び運搬車により運搬し，第２貯水槽から

第１貯水槽まで敷設し，可搬型建屋外ホースを第１貯水槽の取水箇

所に設置する。大型移送ポンプ車を敷地外水源に運搬・設置する。

可搬型建屋外ホースをホース展張車及び運搬車により運搬し，敷地

外水源から第１貯水槽まで敷設し，可搬型建屋外ホースを第１貯水

槽の取水箇所に設置する。 

・重大事故等時に，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に係る大気中への放

射性物質の放出抑制の対処から大気中への放射性物質の放出抑制へ

の対処への移行時の水源の切り替えるための手順を整備する。 

・軽油貯蔵タンクから容器（ドラム缶等）に燃料を移送し，容器（ド

ラム缶等）から軽油用タンク ローリの燃料タンクに燃料の移送を

行う。軽油用タンク ローリから軽油の補給が必要な設備の近傍に

設置した容器（ドラム缶等）へ軽油の移送を行う。容器（ドラム缶

等）から軽油の補給が必要な設備への軽油の補給を行う。 
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第 2.2.10 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順 

対応手段，対処設備，手順書一覧（１／16）  

分類 機能喪失を想定す

る設計基準設備 

対応 

 手段 

対処設備 手順

書 

水
源
か
ら
の
移
送
ル
ー
ト
確
保
の
対
応 

－ 水
源
か
ら
の
移
送
ル
ー
ト
確
保
の
対
応 

－ － ⑤ 

⑥ 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（２／16）  

分類 機能喪失を想定す

る設計基準設備 

対応 

手段 

対処設備 手順書 

第
１
貯
水
槽
を
水
源
と
し
た
対
応 

－ 冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
す
る
た
め
の
設
備
へ
の
水
の
供
給 

・代替安全冷却水系の内部ループ配管 

・代替安全冷却水系の冷却コイル配管 

・代替安全冷却水系の冷却ジャケット

配管 

・代替安全冷却水系の冷却水給排水配

管 

・代替安全冷却水系の機器注水配管 

・代替安全冷却水系の可搬型中型移送

ポンプ 

・代替安全冷却水系の可搬型建屋外ホ

ース 

・代替安全冷却水系の可搬型排水受槽 

・代替安全冷却水系の可搬型建屋内ホ

ース 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

各 条

文 で

の 整

理 
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第１．２－１表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順

対応手段，対処設備，手順書一覧（３／16） 

分類 機能喪失を想定す

る設計基準設備 

対応 

手段 

対処設備 手順書 

第
１
貯
水
槽
を
水
源
と
し
た
対
応 

－ 冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
す
る
た
め
の
設
備
へ
の
水
の
供
給 

・代替安全冷却水系の可搬型中型移送

ポンプ運搬車 

・代替安全冷却水系のホース展張車 

・代替安全冷却水系の運搬車 

・代替安全冷却水系の軽油貯蔵タンク 

・代替安全冷却水系の軽油用タンクロ

ーリ 

・蒸発乾固対象機器 

・代替塔槽類廃ガス処理設備の配管 

・代替塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁 

・代替塔槽類廃ガス処理設備の廃ガス

洗浄塔シール ポット 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

各 条

文 で

の 整

理 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（４／16） 

分類 機能喪失を想定す

る設計基準設備 

対応 

手段 

対処設備 手順書 

第
１
貯
水
槽
を
水
源
と
し
た
対
応 

－ 冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
す
る
た
め
の
設
備
へ
の
水
の
供
給 

・代替塔槽類廃ガス処理設備の廃ガス 

リリーフ ポット 

・代替塔槽類廃ガス処理設備の廃ガス 

ポット 

・代替塔槽類廃ガス処理設備の廃ガス 

シール ポット 

・代替塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類

廃ガス処理設備からセルに導出する

ユニット 

・代替塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類

廃ガス処理設備  からセルに導出

するユニット（フィルタ） 

・代替塔槽類廃ガス処理設備の凝縮水

冷却水給排水系 

・代替塔槽類廃ガス処理設備の凝縮器 

・代替塔槽類廃ガス処理設備の気液分

離器 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

各 条

文 で

の 整

理 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（５／16） 

分類 機能喪失を想定す

る設計基準設備 

対応 

手段 

対処設備 手順書 

第
１
貯
水
槽
を
水
源
と
し
た
対
応 

－ 冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
す
る
た
め
の
設
備
へ
の
水
の
供
給 

・代替塔槽類廃ガス処理設備の高レベ

ル廃液濃縮缶凝縮器 

・代替塔槽類廃ガス処理設備の第 1 エ

ジェクタ凝縮器 

・代替塔槽類廃ガス処理設備の凝縮液

回収系 

・代替塔槽類廃ガス処理設備の可搬型

中型移送ポンプ 

・代替塔槽類廃ガス処理設備の可搬型

建屋外ホース 

・代替塔槽類廃ガス処理設備の可搬型

排水受槽 

・代替塔槽類廃ガス処理設備の可搬型

建屋内ホース 
・代替塔槽類廃ガス処理設備の可搬型

中型移送ポンプ運搬車 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

各 条

文 で

の 整

理 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（６／16） 

分類 機能喪失を想定す

る設計基準設備 

対応 

手段 

対処設備 手順書 

第
１
貯
水
槽
を
水
源
と
し
た
対
応 

－ 冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
す
る
た
め
の
設
備
へ
の
水
の
供
給 

・代替塔槽類廃ガス処理設備のホース

展張車 

・代替塔槽類廃ガス処理設備の運搬車 

・代替塔槽類廃ガス処理設備の軽油貯

蔵タンク 

・代替塔槽類廃ガス処理設備の軽油用

タンクローリ 

・建屋代替換気設備のダクト 

・建屋代替換気設備の可搬型配管 

・建屋代替換気設備の可搬型フィルタ 

 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

各 条

文 で

の 整

理 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（７／16） 

分類 機能喪失を想定す

る設計基準設備 

対応 

手段 

対処設備 手順書 

第
１
貯
水
槽
を
水
源
と
し
た
対
応 

－ 冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
す
る
た
め
の
設
備
へ
の
水
の
供
給 

・建屋代替換気設備の可搬型ダクト 

・建屋代替換気設備の可搬型排風機 

・建屋代替換気設備の可搬型発電機 

・建屋代替換気設備の重大事故対処用

母線 

・建屋代替換気設備の軽油用タンクロ

ーリ 

・建屋代替換気設備の主排気筒 

・建屋代替換気設備の排気モニタリン

グ設備 

・蒸発乾固対象機器 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

各 条

文 で

の 整

理 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（８／16） 

分類 機能喪失を想定する設

計基準設備 

対応 

手段 

対処設備 手順

書 

第
１
貯
水
槽
を
水
源
と
し
た
対
応 

－ 燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
の
冷
却
等
の
機
能
喪
失
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備(

代
替
プ
ー
ル
水
冷
却
系
に
よ
る
注

水)

へ
の
水
供
給 

・代替プール水冷却系の可搬型

建屋内ホース 

・代替プール水冷却系の可搬型

中型移送ポンプ 

・代替プール水冷却系の可搬型

建屋外ホース 

・代替プール水冷却系の中型移

送ポンプ運搬車 

・代替プール水冷却系のホース

展張車 

・代替プール水冷却系の運搬車 

・代替プール水冷却系の軽油貯

蔵タンク 

・代替プール水冷却系の軽油用

タンクローリ 

・代替プール水冷却系の貯水槽 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

各条

文で

の整

理 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（９／16） 

分類 機能喪失を想定す

る設計基準設備 

対応 

手段 

対処設備 手順

書 

第
１
貯
水
槽
を
水
源
と
し
た
対
応 

 重
大
事
故
等
時
，
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
の
冷
却
等
の
機
能
喪
失
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備

(

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
へ
の
ス
プ
レ
イ)
へ
の
水
供
給 

・代替プール水冷却系の可搬型建屋内

ホース 

・代替プール水冷却系の可搬型スプレ

イ ヘッダ 

・代替プール水冷却系の貯水槽 

・代替プール水冷却系の大型移送ポン

プ車 

・代替プール水冷却系の可搬型建屋外

ホース 

・代替プール水冷却系のホース展張車 

・代替プール水冷却系の運搬車 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

各条

文で

の整

理 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（10／16） 

分類 機能喪失を想定す

る設計基準設備 

対応 

手段 

対処設備 手順

書 

第
１
貯
水
槽
を
水
源
と
し
た
対
応

－ 使
用
済
燃
料
受
入
れ
・
貯
蔵
建
屋
へ
の
注
水

・第１貯水槽

・大型移送ポンプ車

・可搬型建屋外ホース

・ホース展張車

・運搬車

・軽油貯蔵タンク

・軽油用タンク ローリ

重
大
事
故
等
対
処
設
備

各条

文で

の整

理 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（11／16） 

分類 機能喪失を想定す

る設計基準設備 

対応 

手段 

対処設備 手順

書 

第
１
貯
水
槽
を
水
源
と
し
た
対
応

－ 使
用
済
燃
料
受
入
れ
・
貯
蔵
建
屋
に
係
る
大
気
中
へ
の
放
射
性
物
質
の
放
出
抑
制

・第１貯水槽

・大型移送ポンプ車

・可搬型建屋外ホース

・可搬型放水砲

・ホース展張車

・運搬車

・ホイール ローダ

・軽油貯蔵タンク

・軽油用タンク ローリ

重
大
事
故
等
対
処
設
備

各条

文で

の整

理 

2.-135



 

対応手段，対処設備，手順書一覧（12／16） 

分類 機能喪失を想定す

る設計基準設備 

対応 

手段 

対処設備 手順

書 

第
１
貯
水
槽
を
水
源
と
し
た
対
応 

－ 再
処
理
施
設
の
各
建
物
周
辺
に
お
け
る
航
空
機
衝
突
に
よ
る
航
空
機
燃
料
火
災
及
び
化
学
火
災

へ
の
対
処 

・第１貯水槽 

・大型移送ポンプ車 

・可搬型建屋外ホース 

・ホース展張車 

・運搬車 

・軽油貯蔵タンク 

・軽油用タンク ローリ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

各条

文で

の整

理 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（13／16） 

分類 機能喪失を想定す

る設計基準設備 

対応 

手段 

対処設備 手順

書 

敷
地
外
水
源
を
水
源
と
し
た
対
応

－ 大
気
中
へ
の
放
射
性
物
質
の
放
出
抑
制

・第１貯水槽

・大型移送ポンプ車

・可搬型建屋外ホース

・可搬型放水砲

・ホース展張車

・運搬車

・ホイール ローダ

・可搬型放水砲供給水流量

計

重
大
事
故
等
対
処
設
備

各条

文で

の整

理 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（14／16） 

分類 機能喪失を想定す

る設計基準設備 

対応 

手段 

対処設備 手順

書 

第
１
貯
水
槽
へ
水
を
供
給
す
る
た
め
の
対
応 

－ 第
１
貯
水
槽
へ
の
水
の
供
給 

・第１貯水槽 

・第２貯水槽 

・大型移送ポンプ車 

・ホース展張車 

・運搬車 

・可搬型建屋外ホース 

・軽油貯蔵タンク 

・軽油用タンク ローリ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

各条

文で

の整

理 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（15／16） 

分類 機能喪失を想定

する設計基準設

備 

対応 

手段 

対処設備 手順

書 

水
源
を
切
り
替
え
る
た
め
の
対
応
手
順 

－ 使
用
済
燃
料
受
入
れ
・
貯
蔵
建
屋
に
係
る
大
気
中
へ
の
放
射
性
物
質
の
放
出
抑
制
の
対
処
か
ら
大
気
中

へ
の
放
射
性
物
質
の
放
出
抑
制
へ
の
対
処
へ
の
移
行
時
の
水
源
の
切
替 

・第１貯水 

・可搬型建屋外ホース 

・大型移送ポンプ車 

・ホース展張車 

・運搬車 

・軽油貯蔵タンク 

・軽油用タンク ローリ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

① 

② 

④ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（16／16） 

手順署名 手 順 書

の番号 

初動時における確認および準備等手順書 ① 

貯水槽からの水供給手順書 ② 

敷地外水源からの取水手順書（必要な建屋まで） ③ 

可搬型建屋外ホース敷設等手順書 ④ 

ルート確認手順書  ⑤ 

ルート整備手順書 ⑥ 

可搬型建屋外ホース敷設等手順書 ⑦ 

資機材運搬等に係る手順書 ⑧ 

燃料供給に係る手順書 ⑨ 
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 (ｇ) 電源の確保に関する手順 

ⅰ．重大事故等対策に係る手順 

外部電源が喪失した場合において，安全上重要な施設へ給電するた

めの設計基準事故に対処するための設備として，非常用所内電源設備

（非常用ディーゼル発電機及び非常用蓄電池）がある。 

また，非常用電源設備から供給された電力を各負荷へ分配するため

の設計基準事故に対処するための設備として，その附属設備（安全上

重要な施設へ電力を供給するメタルクラッド開閉装置，パワー センタ，

モータコントロールセンタ，静止形無停電電源装置，ケーブル，ケー

ブルトレイ及び電線管）がある。 

この機能が喪失した場合においても当該重大事故等に対処するため

に必要な電力を確保する対処設備及び手順を整備する。 

ⅱ．大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順 

大規模損壊発生時においても事故対処するために必要な電力を確保

するため，重大事故等対策で整備した手順を基本とし，共通要因で同

時に機能喪失することのない可搬型重大事故等対処設備を用いた手順，

中央制御室での監視及び制御機能が喪失した場合も対応できるよう，

現場にてパラメータを確認するための手順，可搬型計測器にてパラメ

ータを監視するための手順，建物や設備の状況を目視にて確認するた

めの手順，現場にて直接機器を作動させるための手順等を整備する。 

大規模損壊時には，再処理施設が受ける影響及び被害の程度が大き

く，その被害範囲は広範囲で不確定なものと想定されるため，施設の

被害やアクセスルートの確保等の被災状況を踏まえた優先事項の実行

判断のもと，以下に例を示す手順から適切なものを臨機応変に選択し，

又は組み合わせることにより，事故緩和措置を行う。（第 2.2.11 表参
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照） 

・第２非常用ディーゼル発電機２台が同時に自動起動せず，各建屋に

おいて電源供給が確認できない場合，各建屋の可搬型発電機により

各建屋の重大事故対処用母線及び個別対策設備への給電を行う。ま

た，第１非常用ディーゼル発電機２台が同時に自動起動せず，使用

済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設において電源供給が確認できない

場合，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型発電機により，

個別対策設備への給電を行い，重大事故の影響緩和対策に移行する。

各重大事故等対処施設の可搬型発電機によりそれぞれの重大事故等

対処設備への給電を行い，可搬型代替設備による対処を行う。 

・第２非常用ディーゼル発電機２台が同時に自動起動による給電をで

きない場合，共通電源車により電源を確保するため，非常用電源建

屋の 6.9ｋＶ非常用主母線のＧＡ－Ｍ／Ｃ－Ａ（又はＢ）へ給電を

行う。また，外部電源が喪失し，非常用電源建屋の 6.9ｋＶ非常用

主母線から制御建屋への給電ができない場合は，可搬型発電機によ

り必要な電力を確保する。外部電源の喪失が，地震を起因としない

場合，制御建屋の状況に応じて，共通電源車による制御建屋中央制

御室の運転保安灯及び直流非常灯並びに中央制御室の居住性を確保

するため，制御建屋の 6.9ｋＶ非常用母線のＡＧ－Ｍ／Ｃ－Ａ（又

はＢ）へ給電を行う。地震等の外部事象を起因としない全交流動力

電源の喪失において，電源盤及び電路等が健全である場合，共通電

源車により事故対応に有効な再処理施設の監視機能等を確保するた

め，ユーティリティ建屋の 6.9ｋＶ運転予備用主母線のＧＣ－Ｍ／

Ｃ－Ｃへ給電を行う。第１非常用ディーゼル発電機の２系統が同時

に起動できず，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の 6.9ｋＶ非常用母線

2.-142



 

Ａ，Ｂへの給電ができない場合，共通電源車により使用済燃料貯蔵

プールの冷却等のための対処により使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設の安全機能を確保するため，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の

6.9ｋＶ非常用母線のＦＡ－Ｍ／Ｃ－Ａ（又はＢ）へ給電を行う。 

・実施責任者は，異なる３台の臨界検知用放射線検出器のうち，２台

以上の臨界検知用放射線検出器が臨界に伴って放出されるガンマ線

の線量率の上昇を同時に検知し，論理回路により臨界事故の発生を

想定する機器において臨界事故が発生したと判定した場合，重大事

故時可溶性中性子吸収材供給系を用いて自動的に可溶性中性子吸収

材を供給作業の開始を建屋外対応責任者へ指示する。 

・プルトニウム濃縮缶圧力の高高警報，プルトニウム濃縮缶気相部の

温度高警報及びプルトニウム濃縮缶液相部の温度高警報のうち，２

つ以上の警報が発報した場合，ＴＢＰ 等の錯体の急激な分解反応

が発生した機器への供給液の供給を停止し，濃縮缶を加熱するため

の蒸気発生器への蒸気供給を停止することにより，ＴＢＰ等の錯体

の急激な分解反応の再発を防止する。 
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第 2.2.11 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順 

対応手順，対処設備，手順書一覧（１／13） 

分

類 

機能喪失を想

定する設計基

準事故対処設

備 

対

応

手

順 

対処設備 手順書 

可

搬

型

重

大

事

故

等

対

処

設

備

に

よ

る

対

処 

第２非常用デ

ィーゼル発電

機Ａ，Ｂ 

 

共

通

電

源

車

に

よ

る

給

電 

共通電源車 

燃料供給ポンプ 

燃料供給ポンプ用電源ケーブル 

可搬型電源ケーブル 

可搬型燃料供給ホース 

非常用電源建屋の 6.9ｋＶ非常用主母線Ａ，

Ｂ 

制御建屋の 6.9ｋＶ非常用母線Ａ，Ｂ 

前処理建屋の 6.9ｋＶ非常用母線Ａ，Ｂ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の 6.9ｋ

Ｖ非常用母線Ａ，Ｂ 

非常用電源建屋の 460Ⅴ非常用母線Ａ，Ｂ 

制御建屋の 460Ⅴ非常用母線Ａ，Ｂ 

前処理建屋の 460Ⅴ非常用母線Ａ，Ｂ 

分離建屋の 460Ⅴ非常用母線Ａ，Ｂ 

精製建屋の 460Ⅴ非常用母線Ａ，Ｂ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の 460Ⅴ

非常用母線Ａ，Ｂ 

高レベル廃液ガラス固化建屋の 460Ⅴ非常用

母線Ａ，Ｂ 

前処理建屋の 460Ｖ非常用コントロール セン

タＡ１，Ａ２，Ａ３，Ｂ１，Ｂ２ 

高レベル廃液ガラス固化建屋の 460Ⅴ非常用

コントロール センタＡ１，Ａ２，Ｂ１，Ｂ２ 

高レベル廃液ガラス固化建屋の非常用電気設

備リレー盤Ａ，Ｂ 

分離建屋の 460Ⅴ非常用コントロール センタ

Ａ，Ｂ 

精製建屋の 460Ⅴ非常用コントロール センタ

Ａ１，Ａ２，Ｂ１，Ｂ２ 

精製建屋の非常用電気設備リレー盤Ａ，Ｂ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の 460Ⅴ

非常用コントロール センタＡ１，Ａ２，Ｂ

１，Ｂ２ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の非常用

電気設備リレー盤Ａ，Ｂ 

制御建屋の 460Ⅴ非常用コントロール センタ

Ａ１，Ａ２，Ｂ１，Ｂ２ 

制御建屋の非常用電気設備リレー盤Ａ，Ｂ 

自

主

対

策

設

備 

再処理工場 

電源機能喪

失に係る電

源車による

電力供給マ

ニュアル 

 

非常用電源

建屋  電源

機能喪失時

における電

源車給電対

応マニュア

ル 

 

制 御 建 屋 

電源機能喪

失時におけ

る電源車給

電対応マニ

ュアル 

 

前処理建屋

／ハル・エ

ンドピース

貯 蔵 建 屋 

電源機能喪

失時におけ

る電源車給

電等対応マ

ニュアル 

 

 

 

 

2.-144



 

対応手順，対処設備，手順書一覧（２／13） 

分

類 

機能喪失を想

定する設計基

準事故対処設

備 

対

応

手

順 

対処設備 手順書 

可

搬

型

重

大

事

故

等

対

処

設

備

に

よ

る

対

処 

第２非常用デ

ィーゼル発電

機Ａ，Ｂ 

 

共

通

電

源

車

に

よ

る

給

電 

非常用電源建屋の 460Ⅴ非常用コントロール 

センタＡ，Ｂ 

非常用電源建屋の非常用電気設備リレー盤Ａ

１，Ａ２，Ｂ１，Ｂ２ 

非常用電源建屋の 110Ⅴ非常用充電器盤Ａ，

Ｂ 

制御建屋の 110Ⅴ非常用充電器盤Ａ，Ｂ 

前処理建屋の 110Ⅴ非常用充電器盤Ａ，Ｂ 

分離建屋の 110Ⅴ非常用充電器盤Ａ，Ｂ 

精製建屋の 110Ⅴ非常用充電器盤Ａ，Ｂ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の 110Ⅴ

非常用充電器盤Ａ，Ｂ 

高レベル廃液ガラス固化建屋の 110Ⅴ非常用

充電器盤Ａ，Ｂ 

制御建屋の 105Ⅴ非常用無停電電源装置Ａ，

Ｂ 

前処理建屋の 105Ⅴ非常用無停電電源装置

Ａ，Ｂ 

分離建屋の 105Ⅴ非常用無停電電源装置Ａ，

Ｂ 

精製建屋の 105Ⅴ非常用無停電電源装置Ａ，

Ｂ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の 105Ⅴ

非常用無停電電源装置Ａ，Ｂ 

高レベル廃液ガラス固化建屋の 105Ⅴ非常用

無停電電源装置Ａ，Ｂ 

非常用電源建屋の安重ケーブル及び安重電線

路 

制御建屋の安重ケーブル，安重電線路 

制御建屋の屋外常設ケーブル及び屋内常設ケ

ーブル及び安重電線路 

前処理建屋の安重ケーブル及び安重電線路 

分離建屋の安重ケーブル及び安重電線路 

 

自

主

対

策

設

備 

分 離 建 屋 

電源機能喪

失時におけ

る電源車給

電対応マニ

ュアル 

 

精 製 建 屋 

電源機能喪

失時におけ

る電源車給

電対応マニ

ュアル 

 

ウラン・プ

ルトニウム

混合脱硝建

屋  ウ ラ

ン・プルト

ニウム混合

酸化物貯蔵

建屋  電源

機能喪失時

における電

源車給電対

応マニュア

ル 

 

高レベル廃

液ガラス固

化建屋  電

源喪失時電

源車による

受電マニュ

アル 

 

 

 

 

 

2.-145



 

対応手順，対処設備，手順書一覧（３／13） 

分

類 

機能喪失を想

定する設計基

準事故対処設

備 

対

応

手

順 

対処設備 手順書 

可

搬

型

重

大

事

故

等

対

処

設

備

に

よ

る

対

処 

第２非常用デ

ィーゼル発電

機Ａ，Ｂ 

 

共

通

電

源

車

に

よ

る

給

電 

精製建屋の安重ケーブル及び安重電線路 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の安重ケ

ーブル及び安重電線路 

高レベル廃液ガラス固化建屋の安重ケーブル

及び安重電線路 

非常用電源建屋の燃料油貯蔵タンク１Ａ，２

Ａ，１Ｂ，２Ｂ 

前処理建屋の溶解槽セルＡ排風機Ａ 

前処理建屋の溶解槽セルＢ排風機Ａ 

前処理建屋の 460Ｖ非常用コントロールセン

タＡ１の共通電源 

前処理建屋のよう素除去工程排風機Ａ制御盤 

前処理建屋の 6.9ｋＶ非常用メタクラＡの制

御電源 

前処理建屋の 460Ｖ非常用パワーセンタＡの

制御電源 

前処理建屋の溶解槽セルＡ排風機Ａ極数変換

盤 

前処理建屋の溶解槽セルＢ排風機Ａ極数変換

盤 

前処理建屋のよう素除去工程安全系Ａ制御盤

３ 

前処理建屋のユーティリティ工程安全系Ａ制

御盤１(リレー盤２) 

前処理建屋のユーティリティ工程安全系Ａ制

御盤２(リレー盤３) 

前処理建屋の溶解工程Ａ，Ｂ系列安全系Ａ制

御盤３(リレー盤４) 

前処理建屋の圧縮空気設備安全空気圧縮装置

Ａ現場監視制御盤 

前処理建屋の溶解工程Ｂ系列，ユーティリテ

ィ工程安全系Ａ制御盤２ 

前処理建屋のよう素除去工程安全系Ａ制御盤

３ 

前処理建屋のよう素除去工程Ｃ系統電源切替

盤 

前処理建屋の 460Ｖ非常用コントロールセン

タＡ２の共通電源 

 

自

主

対

策

設

備 

分 離 建 屋 

電源機能喪

失時におけ

る電源車給

電対応マニ

ュアル 

 

精 製 建 屋 

電源機能喪

失時におけ

る電源車給

電対応マニ

ュアル 

 

ウラン・プ

ルトニウム

混合脱硝建

屋  ウ ラ

ン・プルト

ニウム混合

酸化物貯蔵

建屋  電源

機能喪失時

における電

源車給電対

応マニュア

ル 

 

高レベル廃

液ガラス固

化建屋  電

源喪失時電

源車による

受電マニュ

アル 

 

 

 

 

2.-146



対応手順，対処設備，手順書一覧（４／13） 

分

類 

機能喪失を想

定する設計基

準事故対処設

備 

対

応

手

順 

対処設備 手順書 

可

搬

型

重

大

事

故

等

対

処

設

備

に

よ

る

対

処 

第２非常用デ

ィーゼル発電

機Ａ，Ｂ 

共

通

電

源

車

に

よ

る

給

電 

前処理建屋の冷却水冷水設備 安全冷却水Ａ

冷却塔機側変圧器盤 

前処理建屋の 460Ｖ非常用コントロールセン

タＡ３

前処理建屋の 460Ｖ非常用コントロールセン

タＡ３の共通電源

前処理建屋の溶解槽セルＡ排風機Ｂ 

前処理建屋の溶解槽セルＢ排風機Ｂ 

前処理建屋の 460Ｖ非常用コントロールセン

タＢ１の共通電源

前処理建屋のよう素除去工程排風機Ｂ制御盤 

前処理建屋の 6.9ｋＶ非常用メタクラＢの制

御電源 

前処理建屋の 460Ｖ非常用パワーセンタＢの

制御電源 

前処理建屋の溶解槽セルＡ排風機Ｂ極数変換

盤 

前処理建屋の溶解槽セルＢ排風機Ｂ極数変換

盤 

前処理建屋のよう素除去工程安全系Ｂ制御盤

３ 

前処理建屋のユーティリティ工程安全系Ｂ制

御盤１(リレー盤２) 

前処理建屋のユーティリティ工程安全系Ｂ制

御盤２(リレー盤３) 

前処理建屋の溶解工程Ａ，Ｂ系列安全系Ｂ制

御盤３(リレー盤４) 

前処理建屋の圧縮空気設備安全空気圧縮装置

Ｂ現場監視制御盤 

前処理建屋の溶解工程Ｂ系列，ユーティリテ

ィ工程安全系Ｂ制御盤２ 

前処理建屋のよう素除去工程安全系Ｂ制御盤

３ 

前処理建屋の安全冷却水Ａ循環ポンプＡ 

前処理建屋の安全空気圧縮装置Ａ 

前処理建屋の安全冷却水１ＡポンプＡ 

自

主

対

策

設

備 

分 離 建 屋 

電源機能喪

失時におけ

る電源車給

電対応マニ

ュアル 

精 製 建 屋 

電源機能喪

失時におけ

る電源車給

電対応マニ

ュアル 

ウラン・プ

ルトニウム

混合脱硝建

屋 ウ ラ

ン・プルト

ニウム混合

酸化物貯蔵

建屋 電源

機能喪失時

における電

源車給電対

応マニュア

ル 

高レベル廃

液ガラス固

化建屋 電

源喪失時電

源車による

受電マニュ

アル

2.-147



 

対応手順，対処設備，手順書一覧（５／13） 

分

類 

機能喪失を想

定する設計基

準事故対処設

備 

対

応

手

順 

対処設備 手順書 

可

搬

型

重

大

事

故

等

対

処

設

備

に

よ

る

対

処 

第２非常用デ

ィーゼル発電

機Ａ，Ｂ 

 

共

通

電

源

車

に

よ

る

給

電 

前処理建屋の安全冷却水２ポンプＡ 

前処理建屋の排風機Ａ 

前処理建屋の安全冷却水Ａ冷却ファン１，

２，３，４，５，６ 

前処理建屋の安全冷却水Ａ冷却ファン７，

８，９，10，11，12 

前処理建屋の安全冷却水Ｂ循環ポンプＡ 

前処理建屋の安全空気圧縮装置Ｂ 

前処理建屋の安全冷却水１ＢポンプＡ 

前処理建屋の安全冷却水２ポンプＢ 

前処理建屋の排風機Ｂ 

分離建屋の安全冷却水２ポンプＡ 

分離建屋の 460Ｖ非常用コントロールセンタ

Ａの共通制御電源 

分離建屋の冷却水循環ポンプＡ 

分離建屋の安全冷却水１ＡポンプＡ 

分離建屋の排風機Ａ 

分離建屋 460Ｖ非常用パワーセンタＡの制御

電源 

分離建屋のユーティリティ工程安全系Ａ制御

盤１ 

分離建屋のユーティリティ工程安全系Ａ制御

盤２ 

分離建屋の 460Ｖ非常用コントロールセンタ

Ｂの共通制御電源 

分離建屋の冷却水循環ポンプＣ 

分離建屋の安全冷却水１ＢポンプＡ 

分離建屋の安全冷却水２ポンプＢ 

分離建屋の排風機Ｂ 

分離建屋の 460Ｖ非常用パワーセンタＢの制

御電源 

分離建屋のユーティリティ工程安全系Ｂ制御

盤１ 

分離建屋のユーティリティ工程安全系Ｂ制御

盤２ 

精製建屋の 460Ⅴ非常用コントロール センタ

Ａ１の共通制御電源 

精製建屋の安全冷却水ＡポンプＡ 

自

主

対

策

設

備 

分 離 建 屋 

電源機能喪

失時におけ

る電源車給

電対応マニ

ュアル 

 

精 製 建 屋 

電源機能喪

失時におけ

る電源車給

電対応マニ

ュアル 

 

ウラン・プ

ルトニウム

混合脱硝建

屋  ウ ラ

ン・プルト

ニウム混合

酸化物貯蔵

建屋  電源

機能喪失時

における電

源車給電対

応マニュア

ル 

 

高レベル廃

液ガラス固

化建屋  電

源喪失時電

源車による

受電マニュ

アル 

 

 

 

 

2.-148



対応手順，対処設備，手順書一覧（６／13） 

分

類 

機能喪失を想

定する設計基

準事故対処設

備 

対

応

手

順 

対処設備 手順書 

可

搬

型

重

大

事

故

等

対

処

設

備

に

よ

る

対

処 

第２非常用デ

ィーゼル発電

機Ａ，Ｂ 

共

通

電

源

車

に

よ

る

給

電 

精製建屋の 110Ⅴ非常用直流主分電盤Ａの共

通用電源 

精製建屋の 460Ｖ非常用パワーセンタＡの制

御電源 

精製建屋のユーティリティ工程安全系Ａ制御

盤(リレー盤) 

精製建屋の 460Ⅴ非常用コントロールセンタ

Ａ２の共通制御電源 

精製建屋の安全冷却水ＣポンプＡ 

精製建屋の排風機Ａ 

精製建屋の 460Ⅴ非常用コントロールセンタ

Ｂ１の共通制御電源 

精製建屋の安全冷却水ＢポンプＡ 

精製建屋の 110Ⅴ非常用直流主分電盤Ｂの共

通用電源 

精製建屋の 460Ｖ非常用パワーセンタＢの制

御電源 

精製建屋のユーティリティ工程安全系Ｂ制御

盤 

精製建屋の 460Ⅴ非常用コントロールセンタ

Ｂ２の共通制御電源 

精製建屋の安全冷却水ＣポンプＢ 

精製建屋の排風機Ｂ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の 460Ⅴ

非常用コントロールセンタＡ１の共通制御電

源 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の冷水移

送ポンプＡ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の第１排

風機Ａ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の第２排

風機Ａ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の 110Ⅴ

非常用直流主分電盤Ａの共通用電源 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の 6.9ｋ

Ｖ非常用メタクラＡの制御電源 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の 460Ｖ

非常用パワーセンタＡの制御電源 

自

主

対

策

設

備 

分 離 建 屋 

電源機能喪

失時におけ

る電源車給

電対応マニ

ュアル 

精 製 建 屋 

電源機能喪

失時におけ

る電源車給

電対応マニ

ュアル 

ウラン・プ

ルトニウム

混合脱硝建

屋 ウ ラ

ン・プルト

ニウム混合

酸化物貯蔵

建屋 電源

機能喪失時

における電

源車給電対

応マニュア

ル 

高レベル廃

液ガラス固

化建屋 電

源喪失時電

源車による

受電マニュ

アル

2.-149



 

対応手順，対処設備，手順書一覧（７／13） 

分

類 

機能喪失を想

定する設計基

準事故対処設

備 

対

応

手

順 

対処設備 手順書 

可

搬

型

重

大

事

故

等

対

処

設

備

に

よ

る

対

処 

第２非常用デ

ィーゼル発電

機Ａ，Ｂ 

 

共

通

電

源

車

に

よ

る

給

電 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋のウラ

ン・プルトニウム混合脱硝設備安全系Ａ制御

盤 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の溶液系

ＣＰＵ盤 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の 460Ⅴ

非常用コントロールセンタＢ１の共通制御電

源 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の冷水移

送ポンプＣ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の第１排

風機Ｂ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の第２排

風機Ｂ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の 110Ⅴ

非常用直流主分電盤Ｂの共通用電源 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の 6.9ｋ

Ｖ非常用メタクラＢの制御電源 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の 460Ｖ

非常用パワーセンタＢの制御電源 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋のウラ

ン・プルトニウム混合脱硝設備安全系Ｂ制御

盤 

高レベル廃液ガラス固化建屋の 460Ⅴ非常用

コントロールセンタＡ１の共通電源 

高レベル廃液ガラス固化建屋の第１排風機Ａ 

高レベル廃液ガラス固化建屋の第２排風機Ａ 

高レベル廃液ガラス固化建屋の第１高レベル

濃縮廃液貯槽冷却水ＡポンプＡ 

高レベル廃液ガラス固化建屋の第２高レベル

濃縮廃液貯槽冷却水ＡポンプＡ 

高レベル廃液ガラス固化建屋の安全冷却水Ａ

系ポンプＡ 

 

自

主

対

策

設

備 

分 離 建 屋 

電源機能喪

失時におけ

る電源車給

電対応マニ

ュアル 

 

精 製 建 屋 

電源機能喪

失時におけ

る電源車給

電対応マニ

ュアル 

 

ウラン・プ

ルトニウム

混合脱硝建

屋  ウ ラ

ン・プルト

ニウム混合

酸化物貯蔵

建屋  電源

機能喪失時

における電

源車給電対

応マニュア

ル 

 

高レベル廃

液ガラス固

化建屋  電

源喪失時電

源車による

受電マニュ

アル 

 

 

 

 

 

2.-150



 

対応手順，対処設備，手順書一覧（８／13） 

分

類 

機能喪失を想

定する設計基

準事故対処設

備 

対

応

手

順 

対処設備 手順書 

可

搬

型

重

大

事

故

等

対

処

設

備

に

よ

る

対

処 

第２非常用デ

ィーゼル発電

機Ａ，Ｂ 

 

共

通

電

源

車

に

よ

る

給

電 

高レベル廃液ガラス固化建屋の高レベル廃液

共用貯槽冷却水ＡポンプＡ 

高レベル廃液ガラス固化建屋の安全冷却水１

ＡポンプＡ 

高レベル廃液ガラス固化建屋の 460Ｖ非常用

パワーセンタＡの制御電源 

高レベル廃液ガラス固化建屋の高レベル廃液

貯蔵・ガラス固化工程安全系Ａ制御盤(リレー

盤１) 

高レベル廃液ガラス固化建屋の高レベル廃液

貯蔵・ガラス固化工程安全系Ａ制御盤(リレー

盤２) 

高レベル廃液ガラス固化建屋の高レベル廃液

貯蔵・ガラス固化工程安全系Ａ制御盤(リレー

盤３) 

高レベル廃液ガラス固化建屋の 105Ⅴ非常用

無停電電源装置Ａの制御電源 

高レベル廃液ガラス固化建屋の高レベル廃液

貯蔵・ガラス固化工程安全系Ａ制御盤２ 

高レベル廃液ガラス固化建屋の高レベル廃液

貯蔵・ガラス固化工程安全系Ａ制御盤６ 

高レベル廃液ガラス固化建屋の排風機Ａ（高

レベル濃縮廃液廃ガス処理系） 

高レベル廃液ガラス固化建屋の第１排風機Ｂ 

高レベル廃液ガラス固化建屋の 460Ⅴ非常用

コントロールセンタＡ２の共通電源 

高レベル廃液ガラス固化建屋の排風機Ａ（不

溶解残渣廃液廃ガス処理系） 

高レベル廃液ガラス固化建屋の 460Ⅴ非常用

コントロールセンタＢ１の共通電源 

高レベル廃液ガラス固化建屋の第２排風機Ｂ 

 

自

主

対

策

設

備 

分 離 建 屋 

電源機能喪

失時におけ

る電源車給

電対応マニ

ュアル 

 

精 製 建 屋 

電源機能喪

失時におけ

る電源車給

電対応マニ

ュアル 

 

ウラン・プ

ルトニウム

混合脱硝建

屋  ウ ラ

ン・プルト

ニウム混合

酸化物貯蔵

建屋  電源

機能喪失時

における電

源車給電対

応マニュア

ル 

 

高レベル廃

液ガラス固

化建屋  電

源喪失時電

源車による

受電マニュ

アル 
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対応手順，対処設備，手順書一覧（９／13） 

分

類 

機能喪失を想

定する設計基

準事故対処設

備 

対

応

手

順 

対処設備 手順書 

可

搬

型

重

大

事

故

等

対

処

設

備

に

よ

る

対

処 

第２非常用デ

ィーゼル発電

機Ａ，Ｂ 

 

共

通

電

源

車

に

よ

る

給

電 

高レベル廃液ガラス固化建屋の第１高レベル

濃縮廃液貯槽冷却水ＢポンプＡ 

高レベル廃液ガラス固化建屋の第２高レベル

濃縮廃液貯槽冷却水ＢポンプＡ 

高レベル廃液ガラス固化建屋の安全冷却水Ｂ

系ポンプＡ 

高レベル廃液ガラス固化建屋の高レベル廃液

共用貯槽冷却水ＢポンプＡ 

高レベル廃液ガラス固化建屋の安全冷却水１

ＢポンプＡ 

高レベル廃液ガラス固化建屋の 460Ｖ非常用

パワーセンタＢの制御電源 

高レベル廃液ガラス固化建屋の高レベル廃液

貯蔵・ガラス固化工程安全系Ｂ制御盤(リレー

盤１) 

高レベル廃液ガラス固化建屋の高レベル廃液

貯蔵・ガラス固化工程安全系Ｂ制御盤(リレー

盤２) 

高レベル廃液ガラス固化建屋の高レベル廃液

貯蔵・ガラス固化工程安全系Ｂ制御盤(リレー

盤３) 

高レベル廃液ガラス固化建屋の 105Ⅴ非常用

無停電電源装置Ｂの制御電源 

高レベル廃液ガラス固化建屋の高レベル廃液

貯蔵・ガラス固化工程安全系Ｂ制御盤２ 

高レベル廃液ガラス固化建屋の高レベル廃液

貯蔵・ガラス固化工程安全系Ｂ制御盤６ 

高レベル廃液ガラス固化建屋の 460Ⅴ非常用

コントロールセンタＢ２の共通電源 

高レベル廃液ガラス固化建屋の排風機Ｂ（高

レベル濃縮廃液廃ガス処理系） 

 

自

主

対

策

設

備 

分 離 建 屋 

電源機能喪

失時におけ

る電源車給

電対応マニ

ュアル 

 

精 製 建 屋 

電源機能喪

失時におけ

る電源車給

電対応マニ

ュアル 

 

ウラン・プ

ルトニウム

混合脱硝建

屋  ウ ラ

ン・プルト

ニウム混合

酸化物貯蔵

建屋  電源

機能喪失時

における電

源車給電対

応マニュア

ル 

 

高レベル廃

液ガラス固

化建屋  電

源喪失時電

源車による

受電マニュ

アル 
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対応手順，対処設備，手順書一覧（10／13） 

分

類 

機能喪失を想

定する設計基

準事故対処設

備 

対

応

手

順 

対処設備 手順書 

可

搬

型

重

大

事

故

等

対

処

設

備

に

よ

る

対

処 

第２非常用デ

ィーゼル発電

機Ａ，Ｂ 

 

共

通

電

源

車

に

よ

る

給

電 

高レベル廃液ガラス固化建屋の排風機Ｂ（不

溶解残渣廃液廃ガス処理系） 

主排気筒管理建屋のモニタ中継伝送盤Ａ 

主排気筒管理建屋の主排気筒トリチウムサン

プラＡ制御電源 

主排気筒管理建屋の放射線表示盤Ａ 

主排気筒管理建屋の主排気筒ガスモニタＡサ

ンプルラック 

主排気筒管理建屋の主排気筒ダスト・ヨウ素

サンプルラックＡ（低レンジ） 

主排気筒管理建屋の主排気筒のトリチウムサ

ンプラＡ 

主排気筒管理建屋の主排気筒のＣ-14 サンプ

ラＡ 

主排気筒管理建屋のモニタ中継伝送盤Ｂ 

主排気筒管理建屋の主排気筒トリチウムサン

プラＢ制御電源 

主排気筒管理建屋の放射線表示盤Ｂ 

主排気筒管理建屋の主排気筒ダスト・ヨウ素

サンプルラックＢ（低レンジ） 

主排気筒管理建屋の主排気筒のトリチウムサ

ンプラＢ 

主排気筒管理建屋の主排気筒のＣ-14 サンプ

ラＢ 

制御建屋の 6.9ｋＶ非常用メタクラＡの制御

電源 

制御建屋の 460Ｖ非常用パワーセンタＡの制

御電源 

制御建屋の 460Ⅴ非常用コントロールセンタ

Ａ１の共通制御電源 

制御建屋の安全系Ａ監視制御盤ＡＮＮ電源 

制御建屋のＧ施設監視制御盤非常用警報及び

表示（Ａ系） 

制御建屋の非常用所内電源盤Ａ 

制御建屋の放射線監視盤１ 

自

主

対

策

設

備 

分 離 建 屋 

電源機能喪

失時におけ

る電源車給

電対応マニ

ュアル 

 

精 製 建 屋 

電源機能喪

失時におけ

る電源車給

電対応マニ

ュアル 

 

ウラン・プ

ルトニウム

混合脱硝建

屋  ウ ラ

ン・プルト

ニウム混合

酸化物貯蔵

建屋  電源

機能喪失時

における電

源車給電対

応マニュア

ル 

 

高レベル廃

液ガラス固

化建屋  電

源喪失時電

源車による

受電マニュ

アル 
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対応手順，対処設備，手順書一覧（11／13） 

分

類 

機能喪失を想

定する設計基

準事故対処設

備 

対

応

手

順 

対処設備 手順書 

可

搬

型

重

大

事

故

等

対

処

設

備

に

よ

る

対

処 

第２非常用デ

ィーゼル発電

機Ａ，Ｂ 

 

共

通

電

源

車

に

よ

る

給

電 

制御建屋の放射線監視盤２ 

制御建屋の 110Ⅴ非常用直流主分電盤Ａの共

通用電源 

制御建屋の 460Ⅴ非常用コントロールセンタ

Ａ２の共通制御電源 

制御建屋の中央制御室送風機Ａ 

制御建屋の換気空調設備安全系Ａ制御盤 

制御建屋の中央制御室排風機Ａ 

制御建屋の 6.9ｋＶ非常用メタクラＢの制御

電源 

制御建屋の 460Ｖ非常用パワーセンタＢの制

御電源 

制御建屋の 460Ⅴ非常用コントロールセンタ

Ｂ１の共通制御電源 

制御建屋の安全系Ｂ監視制御盤ＡＮＮ電源 

制御建屋のＧ施設監視制御盤非常用警報及び

表示（Ｂ系） 

制御建屋の非常用所内電源盤Ｂ 

制御建屋の 110Ⅴ非常用直流主分電盤Ｂの共

通用電源 

制御建屋の 460Ⅴ非常用コントロールセンタ

Ｂ２の共通制御電源 

制御建屋の中央制御室送風機Ｂ 

制御建屋の換気空調設備安全系Ｂ制御盤 

制御建屋の非常用照明用変圧器Ａ１，Ｂ１

（運転保安灯） 

制御建屋の非常用照明用分電盤Ａ１，Ｂ１

（直流非常灯） 

制御建屋の中央制御室排風機Ｂ 

制御建屋の安全冷却水Ｂ冷却ファン１，２，

３，４，５，６，７，８，９，10，11，12 

自

主

対

策

設

備 

分 離 建 屋 

電源機能喪

失時におけ

る電源車給

電対応マニ

ュアル 

 

精 製 建 屋 

電源機能喪

失時におけ

る電源車給

電対応マニ

ュアル 

 

ウラン・プ

ルトニウム

混合脱硝建

屋  ウ ラ

ン・プルト

ニウム混合

酸化物貯蔵

建屋  電源

機能喪失時

における電

源車給電対

応マニュア

ル 

 

高レベル廃

液ガラス固

化建屋  電

源喪失時電

源車による

受電マニュ

アル 
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対応手順，対処設備，手順書一覧（12／13） 

分

類 

機能喪失を想

定する設計基

準事故対処設

備 

対

応

手

順 

対処設備 手順書 

可

搬

型

重

大

事

故

等

対

処

設

備

に

よ

る

対

処 

第２非常用デ

ィーゼル発電

機Ａ，Ｂ 

 

非常用電源建

屋の 6.9ｋＶ

非常用主母線 

可

搬

型

発

電

機

に

よ

る

給

電 

前処理建屋重大事故対処用母線 

前処理建屋可搬型発電機 

可搬型電源ケーブル（前処理建屋） 

可搬型分電盤（前処理建屋） 

可搬型排風機（前処理建屋） 

情報把握計装設備（前処理建屋） 

分離建屋重大事故対処用母線 

分離建屋可搬型発電機 

可搬型電源ケーブル（分離建屋） 

可搬型分電盤（分離建屋） 

可搬型排風機（分離建屋） 

情報把握計装設備（分離建屋） 

精製建屋重大事故対処用母線 

可搬型分電盤（精製建屋） 

可搬型排風機（精製建屋） 

情報把握計装設備（精製建屋） 

可搬型電源ケーブル（精製建屋） 

制御建屋可搬型発電機 

可搬型電源ケーブル（制御建屋） 

可搬型分電盤（制御建屋） 

代替中央制御室送風機 

重大事故等通信連絡設備（制御建屋） 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋重大事故

対処用母線 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発

電機 

可搬型電源ケーブル（ウラン・プルトニウム

混合脱硝建屋） 

可搬型分電盤（ウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋） 

可搬型排風機（ウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋） 

情報把握計装設備（ウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋） 

高レベル廃液ガラス固化建屋重大事故対処用

母線 

高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機 

可搬型電源ケーブル（高レベル廃液ガラス固

化建屋） 

可搬型分電盤（高レベル廃液ガラス固化建

屋） 

可搬型排風機（高レベル廃液ガラス固化建

屋） 

重

大

事

故

等

対

処

設

備 

－ 

 

2.-155



対応手順，対処設備，手順書一覧（13／13） 

分

類 

機能喪失を想

定する設計基

準事故対処設

備 

対

応

手

順 

対処設備 手順書 

可

搬

型

重

大

事

故

等

対

処

設

備

に

よ

る

対

処 

第２非常用デ

ィーゼル発電

機Ａ，Ｂ 

非常用電源建

屋の 6.9ｋＶ

非常用主母線 

可

搬

型

発

電

機

に

よ

る

給

電 

情報把握計装設備（高レベル廃液ガラス固化

建屋） 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型

発電機 

代替制御室送風機 

可搬型空冷ユニット 

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失の対処

に必要な放射線計測設備（使用済燃料の受入

れ施設及び貯蔵施設） 

情報把握計装設備（使用済燃料の受入れ施設

及び貯蔵施設） 

重大事故等対処計装設備（100Ｖ）（使用済燃

料の受入れ施設及び貯蔵施設） 

重

大

事

故

等

対

処

設

備 

－ 
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2.2.2 大規模損壊の発生に備えた体制の整備 

大規模損壊が発生するおそれがある場合又は発生した場合における体

制については，重大事故等対策に係る体制を基本とするが，大規模損壊の

発生により，要員の被災等による非常時の体制が部分的に機能しない場合

（中央制御室の機能喪失含む）においても流動性をもって柔軟に対応でき

る体制を整備する。 

また，重大事故等を超えるような状況を想定した大規模損壊対応のた

めの体制を整備，充実するために，大規模損壊対応に係る必要な計画の策

定並びに実施組織要員に対する教育及び訓練を付加して実施し体制の整備

を図る。 

 

2.2.2.1 大規模損壊発生時の体制 

大規模損壊発生時の体制については，重大事故等への対処のために整

備した体制を基本としつつ，大規模損壊発生時に対応するために，以下の

点を考慮する。 

(１) 対処を実施する実施組織要員は184名（中央制御室等の要員22名，放

射線管理要員11名，建屋外対応要員20名，各建屋対策要員106名，待機

要員25名，これらはＭＯＸ燃料加工施設の要員を含む）を確保し，大

規模損壊の発生により実施組織要員の被災等によって体制が部分的に

機能しない場合においても，流動性をもって対応できる体制を整備す

る。 

 (２) 建物の損壊等により対応を実施する要員が被災するような状況にお

いても，平日及び日中であれば敷地内に勤務している他の要員を割り

当て又は夜間及び休日であれば他班の実施組織要員を速やかに招集す

る等の柔軟な対応をとる。要員の招集に時間を要する場合も想定し，
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敷地内の要員により当面の間は事故対応を行えるよう体制を整える。 

(３) 緊急連絡網等により非常招集連絡を受けて緊急時対策所に参集する

体制とするが，六ヶ所村内において大規模な地震が発生した場合自動

参集する体制とする。実施組織要員及び支援組織要員並びにその交代

要員が時間とともに確保できる体制とする。 

 (４) 消火活動については，基本的に消火専門隊が実施するが，消火専門

隊員の不測の事態を想定し，バックアップの要員として当直員が消防

車の準備及び機関操作の消火活動の助勢を実施できるよう，当直員の

中から各班５名以上を確保する。 

 

2.2.2.2 大規模損壊発生時の対応のための要員への教育及び訓練 

(１) 基本方針 

大規模損壊発生時において，事象の種類及び事象の進展に応じて的

確，かつ，柔軟に対処するために必要な力量を確保するため，実施組

織要員への教育及び訓練については，重大事故等への対処として実施

する教育及び訓練に加え，過酷な状況下においても柔軟に対処できる

よう大規模損壊発生時に対応する手順及び事故対応用の資機材の取扱

い等を習得するための教育及び訓練を実施する。また，実施責任者及

びその代行者を対象に，通常の指揮命令系統が機能しない場合を想定

した個別の教育及び訓練を実施する。さらに，重大事故等対応要員に

おいては，実施組織要員の役割に応じて付与される力量に加え，流動

性をもって柔軟に対応できるような力量を確保していくことにより，

本来の役割を担う実施組織要員以外の実施組織要員でも助勢等の対応

できるよう教育及び訓練の充実を図る。原則，最低限必要な非常時対

策組織の要員以外の人員は，敷地外に退避するが，敷地内に勤務する
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人員を最大限に活用しなければならない事態を想定して，必要な実施

組織要員以外の人員に対しても教育及び訓練を実施する。 

(２) 大規模な火災への対処のための教育及び訓練 

航空機衝突による大規模な火災への対処のための教育及び訓練は，

上記の基本方針に加え，航空機落下による消火活動に対する知識の向

上を図ることを目的に，消火専門隊や消火活動の助勢を実施する当直

員に対して空港における消火訓練の見学，設備を用いて泡消火訓練や

粉末噴射訓練等を実施する。具体的な教育及び訓練は以下のとおり。 

ａ．大規模損壊発生時における大規模な火災を想定した訓練として，大型

化学高所放水車及び可搬型放水砲による泡消火剤，水の放水訓練並び

に化学粉末消防車による粉末噴射，泡消火剤，水の放水訓練を実施す

ることにより，各機材の操作方法，泡及び粉末の挙動を習得する。 

ｂ．空港における航空機火災の消火訓練の見学により，航空機火災の消火

に関する知識の向上を図る。 

ｃ．消火活動の助勢を実施する当直員は，消防車の取扱い操作について，

消火専門隊と同等の力量を確保するため，机上教育及び消防車の操作

方法の訓練を行う。 

 

2.2.2.3 大規模損壊による要員被災時に対する指揮命令系統の確立 

大規模損壊発生時には，実施組織要員の被災によって通常時の指揮命

令系統が機能しない場合も考えられる。このような状況においても，招集

等により対応にあたる要員を確保することで指揮命令系統が確立できるよ

う，大規模損壊発生時に対応するための体制の基本的な考え方を整備する。 

(１) 平日及び日中 

ａ．建物の損壊等により実施責任者が被災した場合，代理の実施責任者又

2.-159



 

は敷地内に勤務している実施責任者の力量を有している別の要員が指

揮を引き継ぎ，指揮命令系統を確立する。 

ｂ．建物の損壊等により実施組織要員が被災した場合，敷地内に勤務して

いる他の要員を実施組織での役務に割り当てることで指揮命令系統を

確立する。 

ｃ．中央制御室への故意による大型航空機の衝突によって，実施組織要員

が多数被災した場合は，上記ａ．及びｂ．を実施し，指揮命令系統を

確立する。 

(２) 夜間及び休日 

ａ．建物の損壊等により実施責任者が被災した場合，代理の実施責任者又

は実施責任者の力量を有している別の要員を招集して指揮を引き継ぎ，

指揮命令系統を確立する。 

ｂ．建物の損壊等により実施組織要員が被災した場合，要員を招集して指

揮命令系統を確立する。 

ｃ．中央制御室への故意による大型航空機の衝突によって，実施組織要員

が多数被災した場合は，上記ａ．及びｂ．を実施し，指揮命令系統を

確立する。 

(３) 大規模損壊と同時に大規模な火災が発生している場合における指揮

命令系統の確立 

大規模損壊と同時に大規模な火災が発生している場合における指揮

命令系統の確立については，自衛消防組織の火災対応の指揮命令系統

の下，自衛消防隊は延焼防止等の消火活動を実施する。また，実施責

任者が事故対応を実施又は継続するために，放水砲等による泡放水の

実施が必要と判断した場合は，実施責任者の指揮命令系統の下，建屋

対応員を消火活動に従事させる。 
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(４) 要員確保及び指揮命令系統の確立における留意点 

ａ．大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズ

ムの発生により，原子力防災体制での指揮命令系統が機能しない場合

も考慮し，平日及び日中は原子力防災管理者の代行者をあらかじめ複

数定めることで体制を維持する。 

ｂ．要員の招集を確実に行えるよう，夜間及び休日に宿直する副原子力防

災管理者を含む当番者は，大規模な自然災害又は故意による大型航空

機の衝突その他のテロリズムが発生した場合にも対応できるよう，中

央制御室から離れた場所で待機する。 

ｃ．大規模損壊発生時において，再処理施設近傍の寮や社宅から非常招集

される要員の非常招集ルートは複数ルートを確保し，要員はその中か

ら適用可能なルートを選択し参集する。要員の招集にあたり，大規模

な自然災害の場合は道路状況が不明なことから夜間及び休日を含めて

必要な要員が招集されるよう，3.5 時間程度で徒歩参集できる位置に社

員寮及び社宅を配置することとし，非常招集される要員の非常招集ル

ートは複数ルートを確保し，要員はその中から適用可能なルートを選

択し参集する。大型航空機の衝突の場合は車両による参集方法を基本

とする。 

 

2.2.2.4 大規模損壊発生時の活動拠点 

  「重大事故等への対処に係る体制の整備」と同様に，大規模損壊が発生

した場合は，実施組織は制御建屋を活動拠点とする。工場等外への放射性

物質又は放射線の大量放出のおそれ又は故意による大型航空機の衝突が生

じたことにより，制御建屋が使用できなくなる場合には，実施組織要員は

緊急時対策所に活動拠点を移行し，対策活動を実施する。また，支援組織
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は緊急時対策所を活動拠点とする。 

  大規模な揮発性のルテニウムの放出に至った場合において，非常時対策

組織の要員は，必要な対策を行なうための要員のみが緊急時対策所にとど

まり，それ以外の対策が完了した要員等は不要な被ばくを避けるため，再

処理事業所構外へ一時退避する。緊急時対策所については，換気設備を再

循環モード又はボンベ加圧によって緊急時対策所の居住性を確保し，放射

線影響を低減させる。再処理事業所構外への一時退避については，再処理

事業所から離れることで放射線影響を低減させる。 

 

2.2.2.5 支援体制の確立 

  大規模損壊発生時における全社対策本部の設置による支援体制は，「技

術的能力審査基準1.0」で整備する支援体制と同様である。 

  大規模損壊発生時において外部からの支援が必要な場合は，重大事故等

発生時における支援と同様の方針を基本とし，原子力事業者間との必要な

契約の締結，連絡体制の構築を実施する。また，大規模損壊特有の支援と

して，大規模損壊発生時に建屋損傷を想定し，長期にわたって放射線が環

境へ放出されることを防止するために，クレーンの輸送，組立て及び遮蔽

体設置の操作に係る支援について，あらかじめ協力会社と支援協定を締結

する。 
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2.2.3 大規模損壊の発生に備えた設備及び資機材の配備  

  大規模損壊の発生に備え，大規模損壊発生時の手順にしたがって活動を

行うために必要な重大事故等対処設備及び資機材を配備する。 

 (１) 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムへの対応に必要な設備の配備及び当該設備の防護の基本的な考え

方 

   大規模損壊発生時に使用する可搬型重大事故等対処設備は，重大事故

等対策で配備する設備の基本的な考え方と同様に，その可搬型重大事

故等対処設備と同等の機能を有する設計基準事故に対処するための設

備及び常設重大事故等対処設備と同時に機能喪失することのないよう

外部事象の影響を受けにくい場所に保管する。また，大規模な自然災

害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムの共通要因で，

同時に複数の可搬型重大事故等対処設備が機能喪失しないように 100ｍ

以上離隔をとった場所に分散配置する。 

 ａ．地震により生ずる敷地下斜面のすべり，液状化又は揺すり込みによる

不等沈下，傾斜及び浮き上がり，地盤支持力の不足，地中埋設構造物

の損壊等の影響により，必要な機能を喪失しない複数の位置に分散し

て保管する。 

 ｂ．地震を起因として発生する重大事故等に対処する可搬型重大事故等対

処設備は，必要に応じて加振試験により機能が維持されることを確認

した上で,固縛等の措置を講じて保管する。 

 (２) 大規模損壊に備えた資機材の配備に関する基本的な考え方 

 ａ．大規模損壊発生時の対応に必要な資機材については，重大事故等対策

で配備する資機材の基本的な考え方を基に，大規模な火災の発生及び
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外部支援が受けられない状況を想定し配備する。また，そのような状

況においても使用を期待できるよう，同時に影響を受けることがない

ように再処理施設から 100ｍ以上離隔をとった場所に分散配置する。 

 ｂ．大規模な地震による油タンク火災又は故意による大型航空機の衝突に

よる大規模な航空機燃料火災及び化学火災の発生時において，消火に

必要な消火剤及び必要な消火活動を実施するために着用する防護具を

配備する。 

 ｃ．放射性物質及び放射線の放出による高線量の環境下において事故対応

するために着用する防護具を配備する。 

 ｄ．大規模損壊発生時において，実施組織の拠点である制御建屋，支援組

織の拠点である緊急時対策所及び対策を実施する現場間並びに再処理

施設外との連絡に必要な通信手段を確保するため，多様な通信手段を

複数整備する。 

また，通常の通信手段が使用不能な場合を想定した通信連絡手段と

して，可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用，屋外用）及び可搬

型トランシーバ（屋内用，屋外用）を配備するとともに，消火活動に

使用できるよう，大型化学高所放水車，消防ポンプ付水槽車及び化学

粉末消防車に無線機を搭載する。 

 ｅ．化学薬品が流出した場合において，事故対応を行うために着用する防

護具を配備する。 

 ｆ．大規模な自然災害により外部支援が受けられない場合においても，事

故対応を行うための資機材を確保する。 

 ｇ．全交流動力電源が喪失する環境で対応するために必要な照明機能を有

する資機材を配備する。 
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2.3 まとめ 

 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムに

より，監視機能の喪失，再処理施設の損壊に伴う広範囲な機能の喪失等の大

規模な損壊が発生するおそれがある場合又は発生した場合の対応措置として，

再処理施設内において有効に機能する当直（運転員）を含む人的資源，重大

事故等対処設備等の物的資源及びその時点で得られる再処理施設構内外の情

報を活用することにより，様々な事態において柔軟に対応できる「手順書の

整備」，「体制の整備」及び「設備・資機材の整備」を行う方針とする。 

「手順書の整備」においては，大規模な火災の発生に伴う消火活動を実施す

る場合及び再処理施設の状況把握が困難である場合も考慮し，可搬型重大事

故等対処設備による対応を考慮した多様性及び柔軟性を有するものとして整

備する。 

「体制の整備」においては，指揮命令系統が機能しなくなる等の通常の体制

の一部が機能しない場合を考慮した対応体制を構築するとともに，非常時対

策組織の実効性等を確認するため，図上訓練，非常時対策組織要員が必要と

なる力量を習得及び維持するための教育・訓練を実施する。 

「設備・資機材の整備」においては，可搬型重大事故等対処設備は，同時に

機能喪失することのないように，構内に分散配置するとともに，再処理施設

から離隔距離を置いて配備する。 

大規模損壊への対応として整備する「手順書」，「体制」及び「設備・資機

材」については，今後とも新たな知見や教育・訓練の結果を取り入れること

で，継続的に改善を図っていく。 
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補足説明資料2.－2 





大規模損壊発生時の対応 

大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズム発生時

の対応概要 

大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによ

る大規模損壊発生時には，施設の監視及び制御機能の喪失や航空機墜落等によ

る大規模火災等の発生が想定され，このような状況において，初動対応を行う

上で最も優先すべきは施設の状況を把握することである。 

このため，事象が発生した場合，実施組織要員は，中央制御室の状況，大ま

かな施設の状況確認，把握を可能な範囲で行う。 

以下に，大規模損壊が発生するおそれ又は発生してから対策の開始までの流

れ，実施すべき対策，対策の手順の概要について示す。 
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補足説明資料 2.-2 

【大規模な自然災害 

の発生※1】 

事象の発生 異常の検知 

【中央制御室／現場】

・パラメータの変動

・警報の発報

・監視機能の確認

・屋内外状況の確認・把握

※2,4

・周辺の放射線状況の

確認 

安全機能喪失の判断 

実施すべき対策の決定 
対策の準備開始 

【中央制御室／現場】

・重大事故に至るおそれ

があるため，発生防止，

拡大防止対策の準備を

開始※3

・屋内屋外アクセスルー

トの確認※4

【中央制御室／現場】

○警報対応手順書及び運

転手順書等に従い以下

の対応を実施 

・機器の起動状態の確認

・設備の健全性確認

故障の判断 回復操作 

【中央制御室／現場】

・可搬型計測器で得られ

たパラメータにより，

再処理施設の状態を把

握し，重大事故発生時

対応手順書に基づいて

対策の開始を判断す

る。※3, 5

対策の開始 

第１図 大規模な自然災害の対策開始までの流れ 

※1：地震などの事前予測できない事象 ※2：屋外カメラ，人による確認 ※3：安全機能の喪失が確認された場合は，確認された建屋毎に重大事故対策を行う。

※4：重大事故対策の支障となる火災を発見した場合は初期消火を実施。 ※5：対策の開始判断及び成否判断時，監視制御盤でのパラメータ確認が可能な場合は，判断に用

いる。 

【中央制御室／現場】

○警報対応手順書及び運

転手順書等に従い以下

の対応を実施 

・パラメータを適切な範

囲内へ復旧 

・待機号機への切替え

・電源復旧

等 

【中央制御室／現場】

・回復操作不可

警報対応手順書及び

運転手順書等による

対応により,安全機

能の回復ができなか

った場合,安全機能

の喪失と判断※3

・再処理施設の状況を把

握し，実施すべき対策

を決定 

監視機能喪失の場合は

第 2図へ 

【大規模損壊の判断】

建屋に大規模な損壊

を確認 

【大規模損壊の判断】

屋内アクセスルートの

不通を確認 

【中央制御室／現場】

・再処理施設の状態を把

握し，大規模損壊時に

対応する手順書に基づ

いて対策の開始を判断

する。 

対策の開始 

事故対応への支障とな

る火災に対して初期消

火を含む消火活動開始
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補足説明資料 2.-2 

第２図 監視機能喪失から対策の開始までの流れ 

成功 

安全系監視制御盤，監視制御盤の異常

停止中 

機器の回復操作

監視 

現場確認による機器故障の判断

・機器の起動状態の確認

失敗 

以降，第 1,3,4 図 

「対策の準備開始」へ 

起動中 

監視機能の回復操作 

第 1,3,4 図より 

監視機能喪失の判断 

・制御盤の起動状態の確認

安全機能喪失の判断

現場

中央制御室 

成功 

失敗 
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補足説明資料 2.-2 

【航空機の乗っ取り】

事象の発生 テロの検知

自爆を目的とした航空機

の乗っ取り，テロリズムに

よる犯行予告等により，治

安当局又は原子力規制委

員会を通じて事前に情報

を入手 

治安当局への通報，原子

力防災管理者等への連

絡，社外関係者への連絡

通報連絡 事前対応 

【中央制御室】 

・パラメータの変動

・警報の発報

・監視機能の確認

・屋内外状況の確認・把

握※1

・周辺の放射線状況の

確認

異常の検知 

第３図 故意による大型航空機の衝突時の対策開始までの流れ 

※1：屋外カメラ，人による確認 ※2：安全機能の喪失が確認された場合は，確認された建屋毎に重大事故対策を行う。※3：対策の開始判断及び成否判断時，監視制御盤でのパラメータ確認が可能

な場合は，判断に用いる。 

【中央制御室】 

・テロリズム情報に基づ

く社員及び社内関係者

への避難指示 

・パラメータ，テロリズ

ム情報の共有，対応指

示の確認 

航空機の衝突 

監視機能喪失の場

合は第 2図へ

事故対応への支障となる火

災又は航空機衝突による大

規模火災に対して初期消火

を含む消火活動開始 

対策の準備開始 

【中央制御室／現場】

・再処理施設の状態を把

握し，大規模損壊の対

策の準備を開始 

・消火完了をもって対策

の開始へ 

・屋内アクセスルートの

確認 

【中央制御室／現場】

・大規模損壊時に対応す

る手順書に基づいて対

策の開始を判断する。※

2, 3

対策の開始 

中央制御室／現場】

○警報対応手順書及び運

転手順書等に従い以下

の対応を実施 

・機器の起動状態の確認

・設備の健全性確認

故障の判断 回復操作 

【中央制御室】 

○警報対応手順書及び運

転手順書等に従い以下

の対応を実施

・パラメータを適切な範

囲内へ復旧

・待機号機への切替え

・電源復旧

等 

【中央制御室／現場】

・回復操作不可

警報対応手順書及び

運転手順書等による

対応により,安全機

能の回復ができなか

った場合,安全機能

の喪失と判断※2

・再処理施設の状況を把

握し，実施すべき対策

を決定

消火完了 

屋外アクセスルート確認

建屋へのアクセス性確認

状況に応じて瓦礫撤去，

道路補修 

安全機能喪失の判断 

実施すべき対策の決定 

【大規模損壊の判断】

大型航空機の衝突を

確認
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補足説明資料 2.-2 

第４図 その他テロリズム発生時の対策開始までの流れ 

※1：屋外カメラ，人による確認 ※2：安全機能の喪失が確認された場合は，確認された建屋毎に重大事故対策を行う。

※3：重大事故対策の支障となる火災を発見した場合は初期消火を実施。 ※4：対策の開始判断及び成否判断時，監視制御盤でのパラメータ確認が可能な場合は，判断に用いる。

【その他テロリズム】

事象の発生 

治安当局への通報，原子

力防災管理者等への連

絡，社外関係者への連絡

通報連絡 事前対応 

【中央制御室／現場】

・パラメータの変動

・警報の発報

・監視機能の確認

・屋内外状況の確認・把握※1

・周辺の放射線状況の

確認

異常の検知 

【中央制御室】 

・テロリズム情報に基づ

く社員及び社内関係者

への避難指示 

・パラメータ，テロリズ

ム情報の共有，対応指

示の確認 

治安当局によるテロリ

ストの鎮圧

監視機能喪失の場合は

第 2図へ 

屋外状況の把握にて事故対

応への支障となる火災が確

認された場合は初期消火を

含む対策の準備開始へ 

対策の準備開始 

【中央制御室／現場】

・重大事故に至るおそれ

があるため，発生防止，

拡大防止対策の準備を

開始※2

・屋内屋外アクセスルー

トの確認※3

【中央制御室／現場】

○警報対応手順書及び運

転手順書等に従い以下

の対応を実施 

・機器の起動状態の確認

・設備の健全性確認

故障の判断 回復操作 

【中央制御室／現場】

・可搬型計測器で得られ

たパラメータにより，

再処理施設の状態を把

握し，重大事故発生時

対応手順書に基づいて

対策の開始を判断す

る。※2, 4

対策の開始 

【中央制御室／現場】

○警報対応手順書及び運

転手順書等に従い以下

の対応を実施 

・パラメータを適切な範

囲内へ復旧 

・待機号機への切替え

・電源復旧

等 

【中央制御室／現場】

・回復操作不可

警報対応手順書及び

運転手順書等による

対応により,安全機

能の回復ができなか

った場合,安全機能

の喪失と判断※2

・再処理施設の状況を把

握し，実施すべき対策

を決定

安全機能喪失の判断 

実施すべき対策の決定 

【中央制御室／現場】

・再処理施設の状態を把握

し，大規模損壊時に対応

する手順書に基づいて対

策の開始を判断する。 

対策の開始 

【大規模損壊の判断】

建屋に大規模な損壊を

確認 
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第５図 再処理施設の状態把握の流れ 

異常の発生 

監視維持 

状況把握 

中央制御室 

監視機能・機能維持 

可能な限り監視機能復旧 

及び状況把握 

被害状況の確認 

中央制御室 

現場 

機器の起動状態確認 

回復操作 

被害状況の確認 

現場確認 

現場への通路を 

可能な限り復旧 

現場確認 
可能 

機器の起動状態確認 

回復操作 

被害状況の確認 

不可能 

Ｙ 

Ｎ 
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実施組織は，パラメータ確認により再処理施設の状況を把握し，環境への影響を最小限に抑えるための実施すべき対策を選択し，優先すべき手

順を決定する。複数の対策を設定する場合は，それぞれの対策における時間余裕と対応措置実施までの所要時間及び対応可能要員数より，優先

すべき対策を選択する。 

表１ 実施すべき対策及び手順一覧（1/2） 

実施すべき対策 手順 対策実施判断の基準 

大規模な火災が発生した場合に

おける消火活動 

工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための

手順等 

大規模損壊に特化した手順等 

大規模な自然災害又は故意による

大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムによって大規模な火災が確認

された場合 

使用済燃料貯蔵設備の水位を確

保するための対策及び使用済燃

料の著しい損傷を緩和するため

の対策 

使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等 大規模な自然災害又は故意による

大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムによって燃料貯蔵プール等の

水位が維持できない場合 

放射性物質の放出を低減するた

めの対策 

工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための

手順等 

大規模な自然災害又は故意による

大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムによって放射性物質閉じ込め

機能に影響を与える可能性がある

ような大規模な損壊が確認された

場合 

放射線の放出を低減するための

対策 

支援体制の中でクレーンの輸送，組立て及び遮蔽体

設置 

大規模な自然災害又は故意による

大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムによって放射線の遮蔽機能に

影響を与える可能性があるような

大規模な損壊が確認された場合 
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表１ 実施すべき対策及び手順一覧（2/2） 

実施すべき対策 手順 対策実施判断の基準 

重大事故等対処設備 臨界事故の拡大を防止するための手順等 大規模な自然災害又は故意による

大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムによって安全機能の喪失が確

認された場合 

冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための手

順等 

放射線分解により発生する水素による爆発に対処す

るための手順等 

有機溶媒等による火災又は爆発に対処するための手

順等 

放射性物質の漏えいに対処するための手順等 

重大事故等への対処に必要となる水の供給手順等 

電源の確保に関する手順等 

計装に関する手順等 

監視測定等に関する手順等 

通信連絡に関する手順等 

中央制御室の居住性確保に関する手順等 

緊急時対策所の居住性確保に関する手順等 
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実施すべき対策 

重大事故等対策 燃料貯蔵プール水位確保 大規模な火災 放射線放出低減 放射性物質放出低減 

発生防止 

対策失敗 

燃料貯蔵プール 

水位低下あり

燃料貯蔵プール 

注水への手順 

燃料貯蔵プール 

水位低下継続

大規模損壊時に対応する手順

に基づいて対策を開始 

影響緩和 

対策失敗 

拡大防止 

対策失敗 

大規模な火災に対

する消火手順 

建屋周辺の線量率 

上昇 

支援体制の中でク

レーンの輸送,組立

て及び遮蔽体設置 

工場等外への放射性物質等の放出を抑

制するための手順等 

状態監視 

※放射性物質放出低減対策が必要な場合とは，以下のいずれ
かが該当する場合とする。
・重大事故等対策として拡大防止対策及び影響緩和対策が有
効に機能しなかった場合 
・燃料貯蔵プールの水位が低下した場合において，あらゆる
注水手段を講じても水位低下が継続する場合 
・大規模な自然災害及び大型航空機の衝突など，再処理施設
外観で大きな損傷を確認した場合 

凡例 

：操作・確認 

：判断 

：監視 

第６図 実施すべき対策における対応フロー 
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第７図 「前処理建屋における臨界事故」の手順の概要（１／２）

補2.-2-10



第８図 「前処理建屋における臨界事故」の手順の概要（２／２）
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第９図 「精製建屋における臨界事故」の手順の概要（１／２）
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第 10 図 「精製建屋における臨界事故」の手順の概要（２／２）
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第 11 図 蒸発乾固の発生及び拡大の防止のための措置の手順の概要
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第 12 図 共通電源車を用いた冷却機能の回復の手順の概要
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第 13 図 安全冷却水系の中間熱交換器バイパス操作による冷却の手順の概要

補2.-2-16



第 14 図 使用済燃料の受入れ及び貯蔵施設用の安全冷却水系による冷却の手順の概要
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第 15 図 運転予備負荷用一般冷却水系による冷却の手順の概要
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第 16 図 給水処理設備等から機器への注水の手順の概要
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第 17 図 前処理建屋の水素爆発の発生及び拡大の防止のための措置の手順の概要
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第 18 図 分離建屋の水素爆発の発生及び拡大の防止のための措置の手順の概要 
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第 19 図 精製建屋の水素爆発の発生及び拡大の防止のための措置の手順の概要 
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第 20 図 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素爆発の発生及び拡大の防止のための措置の手順の概要 
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第 21 図 高レベル廃液ガラス固化建屋の水素爆発の発生及び拡大の防止のための措置の手順の概要 
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第 22 図「精製建屋におけるプルトニウム精製設備のプルトニウム濃縮缶のＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応」の手順の概要
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第 23 図 「燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失」の手順の概要
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第 24 図 共通電源車を用いた冷却機能の回復の手順の概要
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第 25 図 補給水設備等から機器への注水の手順の概要
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第 26 図 資機材による漏えい緩和の手順の概要
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第 27 図 「使用済燃料受入れ・貯蔵建屋への放水」の手順の概要
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第 28 図 「建屋放水」及び「敷地外への流出抑制」の手順の概要
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第 29 図 「主排気筒内への散水」の手順の概要
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第 30 図 「使用済燃料受入れ・貯蔵建屋への注水」の手順の概要
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第 31 図 「大型航空機衝突による航空機燃料火災及び化学火災の消火活動」の手順の概要
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 第 32 図 「燃料供給」の手順の概要
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第 33 図 「水供給」の手順の概要
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第 34図 可搬型発電機による各建屋の重大事故対処用母線への給電手順の概要
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補足説明資料2.－3 

令和2年 1 月 8 日 R1 





重大事故等対策

への措置が機能

しない場合

大規模な自然災害又

は故意による大型航

空機の衝突その他の

テロリズムによる再処

理施設の大規模な損

壊が発生した場合
※

実施責任者が適用条件を満たすと判断

した場合に、「再処理事業所 大規模損

壊発生時対応細則」を用いた緩和措置

を講じる。

同細則には以下の事項を定める。

➢大規模損壊対応の適用条件

➢大規模損壊発生時の体制

➢大規模損壊発生時の対応

○大規模損壊発生時の対策開始まで

の流れ、フロー図

○個別手順による対応操作

施設の状況と使用可能なリソースを

加味し、事象進展に応じて優先事項を判

断の上、臨機応変に重大事故等発生時

対応手順書、運転手順書、警報対応手

順書等を選択又は組み合わせる。

※

重大事故等対策における要求事項1.1

～1.9に係る手順を含む手順書群

一 大規模損壊発生時における大規模

な火災が発生した場合における消火活

動に関する手順

「再処理事業所 初期消火活動の体制

に係る計画」（再処理施設外は該当する

消防計画）及び「再処理事業所 火災防

護計画」に基づく初期消火活動、「防災管

理課 重大事故等発生時対応手順書」に

基づく放水砲による消火活動（1.7）等が

基本となる。

二 大規模損壊発生時における使用済

燃料貯蔵設備の水位を確保するための

対策及び使用済燃料の著しい損傷を緩

和するための対策に関する手順

「燃料管理課 重大事故等発生時対応

手順書」に基づく可搬型中型移送ポンプ

等によるプールへの注水（1.5）、スプレイ

による使用済燃料の損傷緩和（1.5）等が

基本となる。

三 大規模損壊発生時における放射性

物質及び放射線の放出を低減するため

の対策に関する手順

「防災管理課 重大事故等発生時対応

手順書」に基づく放水砲による放出低減

（1.7）、「前処理課 重大事故等発生時対

応手順書」を始めとする各課手順書の臨

界（1.1）、蒸発乾固（1.2）等の対応手順が

基本となる。

図 大規模損壊発生時の対応手順書体系図

以下に大規模損壊発生時の対応手順書体系図を示す。

大規模損壊発生時の対応手順書体系図について
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大規模損壊に特化した設備と手順の整備について 

大規模損壊発生時に使用する設備と手順については，「1.1 臨界事故

の拡大を防止するための手順等」から「1.9 電源の確保に関する手順

等」で示した重大事故等対策で整備する手順等を活用することで「大規

模な火災が発生した場合における消火活動」，「燃料貯蔵プール等の水位

を確保するための対策及び燃料体の著しい損傷を緩和するための対策」

及び「放射性物質及び放射線の放出を低減するための対策」の緩和措置

を行う。 

大規模損壊の事象について、大規模損壊に特化した設備や手順の整備

の必要性については、以下の具体例により、技術的能力において整備し

た手順を使用して対応措置が可能であることを確認した。 

○大規模な地震による貯槽損傷によって漏えいした溶液により発生する

蒸発乾固への対策

事象が進展する可能性のあるセルの漏えい液受皿の液位又は当該貯

槽の液位を可搬型液位計により計測し，有意な液位変動が確認された

場合には，実施責任者は得られたパラメータ及び地震発生直前の運転

状態から，漏えい箇所及び漏えいの規模を推定し，蒸発乾固の発生を

判断する。実施責任者は現場の状況及び残存する設備を考慮し，以下

の対応手段を選択して事故対応を実施する。 

・漏えい液の回収

漏えいの有無を判断するために漏えい液受皿の液位又は当該貯槽に
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可搬型液位計を設置、確認する。漏えい液を回収するために安全蒸気系

統の系統確立を行う。スチームジェットポンプへ蒸気を通気し、漏えい液

の回収を行う。回収にあたっては，漏えいセル及び回収先の貯槽の液位変

動を確認しつつ，回収操作を行う。 

・セル注水による漏えい液除熱

漏えいの有無を判断するために漏えい液受皿の液位又は当該貯槽に

可搬型液位計を設置、確認する。建屋外からセルへ注水するためのホー

スを布設する。漏えい液の温度を低下させるために、中型移送ポンプを用

いて建屋外からセルへ注水し，漏えい液を冷却する。 
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重大事故等と大規模損壊対応に係る体制整備等の考え方 

重大事故等と大規模損壊との対応内容を整理し，その相違部分を踏まえ

た体制の整備等の考え方を以下に取りまとめた。 

１．重大事故等への対応 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故の教訓を踏まえた重

大事故等対策の設備強化等の対策に加え, 重大事故等が発生した場合

における重大事故等対処設備に係る事項, 復旧作業に係る事項, 支援

に係る事項及び手順書の整備, 教育及び訓練の実施並びに体制の整備

を考慮し, 当該事故等に対処するために必要な手順書の整備, 教育及

び訓練の実施並びに体制の整備等運用面での対策を行う。 

再処理施設は，基本的に常温，常圧で運転していることから，重大事

故に至るおそれのある安全機能の喪失から重大事故発生までの事象進

展が緩やか（設備の温度上昇や圧力低下等のパラメータの変動までに一

定程度の時間を要する）である。したがって, 重大事故に至るおそれの

ある安全機能の喪失と判断した後に, 現場の状況を把握し, その状況

に応じた対策の準備とその後の対策を確実に実施することが可能であ

る。このため, 要求事項に加え,重大事故に至るおそれのある安全機能

の喪失時の初動対応に係る事項について手順の整備等の運用面での対

策を行う。 

２．大規模損壊への対応 

大規模損壊に至る可能性のある事象は，大規模な自然災害並びに故意

による大型航空機の衝突その他のテロリズムを想定しており，再処理施

設が受ける影響並びに中央制御室の機能喪失，大規模な火災の発生等の

被害の程度が，重大事故等に比べて広範囲で不確定なものになる可能性

がある。 

このことから，再処理施設の被害状況等の把握を迅速に行うとともに，

得られた情報及び使用可能な設備や資機材等の活用により，「大規模損

壊発生時における大規模な火災が発生した場合における消火活動」，「大

規模損壊発生時における使用済燃料貯蔵設備の水位を確保するための

対策及び使用済燃料の著しい損傷を緩和するための対策」又は「大規模

損壊発生時における放射性物質及び放射線の放出を低減するための対

策」を目的とした効果的な対応を速やかかつ臨機応変に選択し実行する

ことで事象進展の抑制及び緩和措置を図る。 
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３．重大事故等と大規模損壊への対応の違い 

２項に示すとおり，大規模損壊時は重大事故等に比べてその被害範囲

が広範囲で不確定なものであり，重大事故等のように損傷箇所がある程

度限定された想定に基づく事故対応とは異なる。そのため，再処理施設

の被害状況等の把握を迅速に行うとともに，得られた情報及び使用可能

な設備や資機材等の活用により，効果的な対応を速やか，かつ臨機応変

に選択し実行する。 

大規模損壊発生時は，共通要因で機能喪失することのない可搬型重大

事故等対処設備を活用した手順等で対応することにより，消火活動，使

用済燃料の著しい損傷の緩和，放射性物質及び放射線の放出を低減等の

措置を図る。 

４．対応の違いを踏まえた大規模損壊対応に係る体制等の整備の考え方 

３項で示した対応の違いはあるものの，被害状況等の把握を迅速に行

うとともに，得られた情報及び使用可能な設備や資機材等の活用に対応

するには，通常業務の組織体制における実務経験を活かすことができる

重大事故等に対応するための体制が最も有効に機能すると評価できる。

大規模損壊の発生に備えて配備する資機材及び大規模損壊発生時にお

ける放射線防護に係る対応等の運用面においても重大事故等に対応す

るための体制で引き続き対応することは，迅速な対応を求められる大規

模損壊対応に適している。 

このように，大規模損壊対応に係る体制として重大事故等に対応する

ための体制で臨むことは有効である。 

このため，大規模損壊発生時の体制は第1図に示す重大事故等対応の

ための体制を基本としつつ，大規模損壊対応のために必要な体制、教育

及び訓練、手順等に関しては，以下のとおり差異内容を考慮すべき事項

として評価し，付加分を整備，充実内容として整備する。 

(1) 体制の整備

ａ．大規模損壊として考慮すべき事項

・中央制御室（当直（運転員）を含む）の機能喪失

ｂ．整備，充実内容

・整備、充実内容・中央制御室（当直（運転員）を含む）が機能し

ない場合においても、流動性を持って対応が可能な体制を整備す

る。
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(2) 教育及び訓練

ａ．大規模損壊として考慮すべき事項

・ 通常の指揮命令系統が機能しない場合への対応

・ 初動で対応する要員を最大限に活用する観点から，臨機応変な

配置変更に対応できる知識及び技能を習得するなど，流動性を

持って柔軟に対応可能にすること

ｂ．整備，充実内容 

・ 実施責任者及びその代行者に対し，通常の指揮命令系統が機能

しない場合及び残存する資源等を最大限に活用しなければなら

ない事態を想定した個別の教育及び訓練を実施する。

・ 大規模損壊時に対応する手順及び資機材の取扱い等を習得する

ための教育を定期的に実施する。

・ 実施組織要員については，役割に応じて付与される力量に加え，

被災又は想定より多い要員が必要となった場合において，優先

順位の高い緩和措置の実施に遅れが生じることがないよう，本

来の役割以外の教育及び訓練の充実を図る。

・ 大規模損壊発生時に対応する組織とそれを支援する組織の実効

性等を確認するための総合的な訓練を定期的にかつ継続的に実

施する。

(3) 手順

ａ．大規模損壊として考慮すべき事項

・ 大規模な火災の発生

・ 重大事故等に比べて広範囲で不確定な被害

ｂ．整備，充実内容 

・ 大規模な火災が発生した場合における消火活動に関する手順

として，故意による大型航空機の衝突による航空機燃料火災

を想定し，技術的能力1.7で整備する大型化学高所放水車，消

防ポンプ付水槽車及び化学粉末消防車で消火活動を行う。ま

た，第１貯水槽及び第２貯水槽並びに可搬型放水砲，大型移

送ポンプ車及び可搬型建屋外ホースを用いても消火活動に対

応できるようにする。

(4) 可搬型重大事故等対処設備の保管場所とアクセスルート

・ 大規模損壊発生時において可搬型重大事故等対処設備は，同

等の機能を有する設計基準事故に対処するための設備及び常

設重大事故等対処設備と同時に機能喪失することのないよう
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外部事象の影響を受けにくい場所に保管する。 

(5) 資機材の配備

・ 大規模損壊発生時の対応に必要な資機材については，重大事

故等対策で配備する資機材の基本的な考え方を基に高線量の

環境，大規模な火災の発生及び外部支援が受けられない状況

を想定し配備する。
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・防災資機材の配布
・社外関係機関の対応
・緊急時対策所の設備操作

・社内外関係機関への通報連絡及び支援組織の運営
・発生事象に関する情報集約

・事業所内通話制限
・事業所内警備
・避難誘導
・点呼，安否確認取りまとめ
・負傷者の救護
・資機材調達及び輸送
・食料，水及び寝具の配布管理

・広報活動に必要な情報の収集
・報道機関及び地域住民に対する対応

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋対策班（班長，現場管理者，対策作業員）

使用済燃料貯蔵建屋対策班（班長，現場管理者，対策作業員）

ガラス固化建屋対策班（班長，現場管理者，対策作業員）

精製建屋対策班（班長，現場管理者，対策作業員）

・非常時対策組織の統括，指揮

・社内外関係機関への通報連絡

本部長

副本部長

副本部長（ＭＯＸ）

施設ユニット班（班長，班員）

ＭＯＸ燃料加工施設対策班（班長，現場管理者，対策作業員）

・再処理施設内外の放射線・放射能の状況把握，影響範囲の評価
・本部要員及び支援組織要員の被ばく管理
・緊急時対策所への汚染拡大防止措置

・可搬型排気モニタリング設備の設置
・可搬型環境モニタリング設備の設置
・可搬型気象観測設備の設置
・重大事故等の対策に係る放射線・放射能の状況把握
・実施組織要員の被ばく管理
・両制御室への汚染拡大防止措置

・本部長補佐，本部長への意見
具申及び対策活動への助言

・実施組織が行う重大事故等の対応の進捗確認
・応急復旧対策の検討に必要な情報の収集
・応急復旧対策の実施支援
・重大事故等の対応の進捗に応じた要員配置に関する助言
・追加の資機材の手配

・施設状態の把握等の統括管理

・本部長補佐

・本部長補佐，本部長代行

分離建屋対策班（班長，現場管理者，対策作業員）

前処理建屋対策班（班長，現場管理者，対策作業員）

制御建屋対策班（班長，現場管理者，対策作業員）

・屋外アクセスルートの確保
・貯水槽から各建屋近傍までの水供給
・可搬型重大事故等対処設備への燃料補給
・外部保管エリアから各建屋近傍までの予備品の運搬
・工場等外への放射性物質及び放射線の放出抑制
・航空機墜落火災発生時の消火活動

・時系列管理表，作業進捗管理表の作成
・各建屋の時間余裕及び作業開始目安時間の集約

情報管理班（班長，班員）

・中央制御室内の要員把握
・各建屋対策作業への要員の割当

要員管理班（班長，班員）

再処理工場長

核燃料取扱主任者

連絡責任者

・本部長補佐，本部長への意見
具申及び対策活動への助言

核燃料取扱主任者（ＭＯＸ）

設備応急班（班長，班員）

放射線管理班（班長，班員）

実施責任者（統括当直長）

・対策活動の指揮

建屋対策班※（班長，現場管理者，対策作業員）

・所内携帯電話の使用可否の確認
・通信連絡設備の準備，確保及び設置

放射線管理班（班長，班員）

・現場環境確認時における屋内アクセスルートの確認
・可搬型通話装置の設置
・手動圧縮空気ユニットの弁操作
・代替計装設備の設置
・各建屋における対策活動の実施
・建屋周辺の線量率確認
・可搬型設備の起動確認
・各建屋の対策の作業進捗管理
・時間余裕・作業開始目安時間の算出

建屋外対応班（班長，班員）

通信班（班長，班員）

総括班（班長，班員）

防災班（班長，班員）

広報班（班長，班員）

総務班（班長，班員）

・設備の機能喪失の原因及び破損状況の把握
・応急復旧対策の検討及び実施

技術支援組織

運営支援組織

実施組織

本部

非常時対策組織

情報共有・必要な助言

情報共有・必要な助言

情報共有

※建屋対策班は、以下の８つの班で構成される。

情報共有・必要な助言

情報共有

第１図 非常時対策組織の体制図
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故意による大型航空機の衝突箇所ごとの再処理施設への影響評価 

 大規模損壊を発生させる可能性のある故意による大型航空機の衝突が

再処理施設に与える影響に対して，大規模損壊に対する 3 つの規制要求

事項を踏まえた緩和措置の適切性を確認するためにケーススタディを行

う。ケーススタディの想定事象の選定に当たっては，大型航空機の衝突

が再処理施設に与える影響の特徴、使用済燃料貯蔵プールも含めた安全

機能への影響に着目し，代表性のある事象を用いて緩和対策の適切性を

示す。また，故意による大型航空機の衝突に対しては，衝突箇所により

その被害の様態は様々であることから，衝突箇所及び衝突方位ごとの再

処理施設への影響評価を行い，選定する想定事象に代表性があることを

示す。 

１．各建屋で想定する事象の考え方 

 衝突箇所ごとに至る可能性のある再処理施設の状態を特定するため，

再処理施設への影響評価を以下のとおり実施する。なお，ここで示す

考え方は被害想定を設定するためのひとつの仮定であり，実際に大型

航空機の衝突を具体的に模擬し，被害を想定するものではない。 

(１) 物理的な損傷の考え方

・大型航空機の衝突対象とする建屋への飛来方向上に隣接建屋が無

い場合は、衝突により、衝突建屋の地上階に物理的な影響が及ぶ

ものと想定する。なお、地下階においても、衝突による衝撃の影

響が及ぶものと想定する。

・大型航空機の衝突対象とする建屋への飛来方向上に、衝突の際の
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障壁となる隣接建屋がある場合は、その方角からの衝突はしない

ものと想定する。 

・衝突箇所における物理的損傷の影響により、建屋内において溢水、

化学薬品の漏えい、破損した航空機やガレキ等の障害物、遮蔽機

能の喪失又は放射性物質の移動による建屋内の作業環境悪化を想

定する。

・大型航空機の衝突による物理的損傷の影響により、監視制御盤に

より施設状態の把握不能、建屋内の全照明の消灯、通信連絡設備

の不通を想定する。

・建屋外において、破損した航空機やガレキ等の障害物、航空機燃

料火災及び薬品漏えいによる有毒ガスが発生することを想定する。

また、衝突箇所における物理的損傷の影響により、破損した航空

機やガレキ等の障害物、遮蔽機能の喪失又は放射性物質の移動に

よる屋外作業環境の悪化を想定する。

・中央制御室の位置する方位からの衝突ケースについては、中央制

御室の損傷及び運転員の被災を想定する。

・衝突点から 100m の範囲内にある屋外施設は、がれきの衝突などに

より損傷し、機能喪失すると想定する。

(２) 火災による損傷の考え方

・建屋内に突入した大型航空機から漏出した燃料の飛散により、建

屋内において航空機燃料火災が発生することを想定する。

・建屋内における航空機燃料火災の延焼により、安全上重要な施設

のケーブル、盤等の機能喪失を想定する。

・大型航空機の衝突に伴い、衝突箇所から 100m 以内の範囲で飛散燃
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料による路面火災、衝突時に発生した飛散物による軽油燃料貯蔵

タンク等の火災が発生することを想定する。

(３) 対処の考え方

・航空機燃料火災が発生している場合には、大型化学高所放水車，

消防ポンプ付水槽車及び化学粉末消防車を用いた延焼防止の消火

活動及び放水砲等を用いた泡消火の消火活動を行う。

・消火活動においては、核燃料物質を内蔵している建屋に対して、

臨界安全上の考慮をした上で、粉末消火の実施可否の判断を行う。

・大型航空機の衝突を起因として放出事象が発生した場合には、残

存する設計基準事故に対処するための設備及び重大事故等対処設

備を用いて重大事故等と同様の対処を講ずる。

・大型航空機の衝突による物理的損傷の影響により、発生防止及び

拡大防止（影響緩和含む）への措置がすべて機能しなかった場合

には、工場等外への放射性物質及び放射線の放出を抑制するため

の手順を実施する。

・放水砲を用いた消火活動及び建屋放水等は臨界安全上の考慮をし

た上で、実施可否の判断を行う。

２．衝突箇所及び衝突方位によって至る再処理施設の状態の想定 

(１) 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

ａ．発生する放出事象 

衝突により、燃料貯蔵プールの使用済燃料頭頂部とほぼ同じレベ

ルの位置の燃料貯蔵プールの側面が損壊し、プール水が大量漏えい

して損壊位置のレベルまで水位が低下する可能性があるが、プール
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水は残存するため、衝突と同時に使用済燃料の冷却機能が損なわれ

ることはなく、使用済燃料の著しい損傷に至ることはない。衝突の

イメージ図を第１図に示す

第１図 燃料貯蔵プールへの衝突のイメージ図 

ｂ．燃料貯蔵プールへの衝突方向 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の燃料貯蔵プールへの衝突において

考えられる方向は東側を想定する。 

前処理建屋と隣接しているため、南側からの燃料貯蔵プールへの

衝突は考えられない。 

第１ガラス固化体貯蔵建屋及び廃棄物管理施設のガラス固化体受

入れ建屋及びガラス固化体貯蔵建屋と近接し、使用済燃料受入れ・

貯蔵管理建屋と隣接していることから、西側からの燃料貯蔵プール

への衝突は考えられない。 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の北側からの衝突は、複数の壁が存

在することから、大型航空機が燃料貯蔵プールまで到達することは

考えられない。 

ｃ．想定される作業環境の悪化 

衝突箇所における物理的損傷の影響により、航空機燃料火災、破

使用済燃料

ｵﾍﾟﾌﾛ EL55300

39000mm

NWL EL55000 

ﾌﾟｰﾙ底 EL43500

燃料高さ EL48200 

10°
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損した航空機やガレキ等の障害物、遮蔽機能の喪失による建屋内の

作業環境悪化を想定する。 

ｄ．対処 

・航空機燃料火災が発生している場合には、大型化学高所放水車，

消防ポンプ付水槽車及び化学粉末消防車を用いた延焼防止の消火

活動及び放水砲等を用いた泡消火の消火活動を行う。

・燃料貯蔵プールの水位が低下している場合は、対応可能なアクセ

スルートを選択し、残存する設計基準事故に対処するための設備

及び重大事故等対処設備を用いて燃料貯蔵プールへの注水を行う。 

(２) 前処理建屋

ａ．発生する放出事象 

安全冷却水の供給停止により蒸発乾固に至る可能性がある。また、

安全圧縮空気の供給停止により水素爆発に至る可能性がある。 

外壁や内壁の厚さから、機器から漏えいした溶液が蒸発乾固を発

生させるほどの損傷は考えにくいが、万が一発生した場合には残存

する設計基準事故に対処するための設備及び重大事故等対処設備を

用いて対処ができる手順を整備する。 

ｂ．前処理建屋への衝突方向 

前処理建屋への衝突において考えられる方向は北側、西側及び東

側を想定する。 

分離建屋と隣接しているため、南側からの衝突は考えられない。 

ｃ．想定される作業環境の悪化 

衝突箇所における物理的損傷の影響により、航空機燃料火災、溢

水、化学薬品の漏えい、破損した航空機やガレキ等の障害物、遮蔽
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機能の喪失又は放射性物質の移動による建屋内の作業環境悪化を想

定する。 

ｄ．対処 

・航空機燃料火災が発生している場合には、大型化学高所放水車，

消防ポンプ付水槽車及び化学粉末消防車を用いた延焼防止の消火

活動及び放水砲等を用いた泡消火の消火活動を行う。

・施設の状態を把握し、機器内で発生する蒸発乾固又は水素爆発の

発生（又はその可能性）を把握した場合には、重大事故等と同様

の対処を講ずる。

・機器の損傷によって漏えいした溶液による蒸発乾固の発生（又は

その可能性）を把握した場合には、漏えいの規模や、得られるメ

リット及び顕在化する可能性のあるリスクを踏まえて、対策（漏

えい液の回収、セルへの注水等）の実施を判断する。 

・大型航空機の衝突による物理的損傷の影響により、発生した蒸発

乾固又は水素爆発の発生防止及び拡大防止（影響緩和含む）への

措置がすべて機能しなかった場合には、工場等外への放射性物質

及び放射線の放出を抑制するための手順を実施する。

(３) 分離建屋

ａ．発生する放出事象

安全冷却水の供給停止により蒸発乾固に至る可能性がある。また、

安全圧縮空気の供給停止により水素爆発に至る可能性がある。 

外壁や内壁の厚さから、機器から漏えいした溶液が蒸発乾固を発

生させるほどの損傷は考えにくいが、万が一発生した場合には残存

する設計基準事故に対処するための設備及び重大事故等対処設備を
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用いて対処ができる手順を整備する。 

航空機燃料火災を起因として有機溶媒火災が発生する可能性があ

る。また、ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生する可能性があ

る。 

ｂ．分離建屋への衝突方向 

分離建屋への衝突において考えられる方向は東側、南側及び西側

（高レベル廃液ガラス固化建屋と接していない部分）を想定する。 

 前処理建屋と隣接しているため、北側からの衝突は考えられない。 

ｃ．想定される作業環境の悪化 

衝突箇所における物理的損傷の影響により、航空機燃料火災、溢

水、化学薬品の漏えい、破損した航空機やガレキ等の障害物、遮蔽

機能の喪失又は放射性物質の移動による建屋内の作業環境悪化を想

定する。 

ｄ．対処 

・航空機燃料火災が発生している場合には、大型化学高所放水車，

消防ポンプ付水槽車及び化学粉末消防車を用いた延焼防止の消火

活動及び放水砲等を用いた泡消火の消火活動を行う。

・施設の状態を把握し、機器内で発生する蒸発乾固又は水素爆発の

発生（又はその可能性）を把握した場合には、重大事故等と同様

の対処を講ずる。

・機器の損傷によって漏えいした溶液による蒸発乾固の発生（又は

その可能性）を把握した場合には、漏えいの規模や、得られるメ

リット及び顕在化する可能性のあるリスクを踏まえて、対策（漏

えい液の回収、セルへの注水等）の実施を判断する。 

・大型航空機の衝突による物理的損傷の影響により、発生した蒸発
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乾固又は水素爆発の発生防止及び拡大防止（影響緩和含む）への

措置がすべて機能しなかった場合には、工場等外への放射性物質

及び放射線の放出を抑制するための手順を実施する。 

・有機溶媒火災及びＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応は、航空機燃

料火災の消火により事象を収束させる。

(４) 精製建屋

ａ．発生する放出事象 

安全冷却水の供給停止により蒸発乾固に至る可能性がある。また、

安全圧縮空気の供給停止により水素爆発に至る可能性がある。 

外壁や内壁の厚さから、機器から漏えいした溶液が蒸発乾固を発

生させるほどの損傷は考えにくいが、万が一発生した場合には残存

する設計基準事故に対処するための設備及び重大事故等対処設備を

用いて対処ができる手順を整備する。 

航空機燃料火災を起因として有機溶媒火災が発生する可能性があ

る。また、ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生する可能性があ

る。 

ｂ．精製建屋への衝突方向 

精製建屋への衝突において考えられる方向は東側、南側（地上 4

階～地上 6 階部分）及び北側を想定する。 

出入管理建屋、制御建屋及び分析建屋と近接しているため、西側

からの衝突は考えられない。 

ｃ．想定される作業環境の悪化 

衝突箇所における物理的損傷の影響により、航空機燃料火災、溢

水、化学薬品の漏えい、破損した航空機やガレキ等の障害物、遮蔽
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機能の喪失又は放射性物質の移動による建屋内の作業環境悪化を想

定する。 

ｄ．対処 

・航空機燃料火災が発生している場合には、大型化学高所放水車，

消防ポンプ付水槽車及び化学粉末消防車を用いた延焼防止の消火

活動及び放水砲等を用いた泡消火の消火活動を行う。

・消火活動においては、核燃料物質（プルトニウム濃縮液）を内蔵

していることを踏まえ、放水による建屋内への水の侵入の可能性

を調査し、その可能性を完全に否定できない場合は粉末消火を行

う。

・施設の状態を把握し、機器内で発生する蒸発乾固又は水素爆発の

発生（又はその可能性）を把握した場合には、重大事故等と同様

の対処を講ずる。

・機器の損傷によって漏えいした溶液による蒸発乾固の発生（又は

その可能性）を把握した場合には、漏えいの規模や、得られるメ

リット及び顕在化する可能性のあるリスクを踏まえて、対策（漏

えい液の回収、セルへの注水等）の実施を判断する。 

・大型航空機の衝突による物理的損傷の影響により、発生した蒸発

乾固又は水素爆発の発生防止及び拡大防止（影響緩和含む）への

措置がすべて機能しなかった場合には、工場等外への放射性物質

及び放射線の放出を抑制するための手順を実施する。建屋放水や

セル水没は、臨界安全上の考慮を行った上で、実施可否の判断を

行う。 

・有機溶媒火災及びＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応は、航空機燃

料火災の消火により事象を収束させる。
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(５) ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

ａ．発生する放出事象 

安全冷却水の供給停止により蒸発乾固に至る可能性がある。また、

安全圧縮空気の供給停止により水素爆発に至る可能性がある。 

外壁や内壁の厚さから、機器から漏えいした溶液が蒸発乾固を発

生させるほどの損傷は考えにくいが、万が一発生した場合には残存

する設計基準事故に対処するための設備及び重大事故等対処設備を

用いて対処ができる手順を整備する。 

ｂ．ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋への衝突方向 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋への衝突において考えられる

方向は東側を想定する。 

精製建屋と近接しているため、北側からの衝突は考えられない。 

ウラン脱硝建屋及びウラン酸化物貯蔵建屋と近接しているため、

西側からの衝突は考えられない。 

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋と近接しているため、

南側からの衝突は考えられない。 

ｃ．想定される作業環境の悪化 

衝突箇所における物理的損傷の影響により、航空機燃料火災、溢

水、化学薬品の漏えい、破損した航空機やガレキ等の障害物、遮蔽

機能の喪失又は放射性物質の移動による建屋内の作業環境悪化を想

定する。 

ｄ．対処 

・航空機燃料火災が発生している場合には、大型化学高所放水車，

消防ポンプ付水槽車及び化学粉末消防車を用いた延焼防止の消火

活動及び放水砲等を用いた泡消火の消火活動を行う。
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・消火活動においては、核燃料物質（プルトニウム濃縮液、ウラ

ン・プルトニウム混合粉末）を内蔵していることを踏まえ、放水

による建屋内への水の侵入の可能性を調査し、その可能性を完全

に否定できない場合は粉末消火を行う。 

・施設の状態を把握し、機器内で発生する蒸発乾固又は水素爆発の

発生（又はその可能性）を把握した場合には、重大事故等と同様

の対処を講ずる。

・機器の損傷によって漏えいした溶液による蒸発乾固の発生（又は

その可能性）を把握した場合には、漏えいの規模や、得られるメ

リット及び顕在化する可能性のあるリスクを踏まえて、対策（漏

えい液の回収、セルへの注水等）の実施を判断する。 

・大型航空機の衝突による物理的損傷の影響により、発生した蒸発

乾固又は水素爆発の発生防止及び拡大防止（影響緩和含む）への

措置がすべて機能しなかった場合には、工場等外への放射性物質

及び放射線の放出を抑制するための手順を実施する。建屋放水や

セル水没は、臨界安全上の考慮を行った上で、実施可否の判断を

行う。 

(６) ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋

ａ．発生する放出事象 

航空機燃料火災による温度上昇で、混合酸化物貯蔵容器の閉じ込

め（Ｏリング）が機能喪失し、ウラン・プルトニウム混合粉末の外

部への放出に至る可能性がある。 

ｂ．ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋への衝突方向 

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋への衝突において考え
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られる方向は東側を想定する。 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋と近接しているため、北側か

らの衝突は考えられない。 

ウラン酸化物貯蔵建屋と近接しているため、西側からの衝突は考

えられない。 

燃料加工建屋と近接しているため、南側からの衝突は考えられな

い。 

ｃ．想定される作業環境の悪化 

衝突箇所における物理的損傷の影響により、航空機燃料火災、破

損した航空機やガレキ等の障害物、遮蔽機能の喪失又は放射性物質

の移動による建屋内の作業環境悪化を想定する。 

ｄ．対処 

・航空機燃料火災が発生している場合には、大型化学高所放水車，

消防ポンプ付水槽車及び化学粉末消防車を用いた延焼防止の消火

活動及び放水砲等を用いた泡消火の消火活動を行う。

・消火活動においては、核燃料物質（ウラン・プルトニウム混合粉

末）を内蔵していることを踏まえ、放水による建屋内への水の侵

入の可能性を調査し、その可能性を完全に否定できない場合は粉

末消火を行う。

(７) 高レベル廃液ガラス固化建屋

ａ．発生する放出事象 

安全冷却水の供給停止により蒸発乾固に至る可能性がある。また、

安全圧縮空気の供給停止により水素爆発に至る可能性がある。 

外壁や内壁の厚さから、機器から漏えいした溶液が蒸発乾固を発
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生させるほどの損傷は考えにくいが、万が一発生した場合には残存

する設計基準事故に対処するための設備及び重大事故等対処設備を

用いて対処ができる手順を整備する。 

ｂ．高レベル廃液ガラス固化建屋への衝突方向 

高レベル廃液ガラス固化建屋への衝突において考えられる方向は

北側、南側及び西側を想定する。 

前処理建屋及び分離建屋と隣接しているため、東側からの衝突は

考えられない。 

ｃ．想定される作業環境の悪化 

衝突箇所における物理的損傷の影響により、航空機燃料火災、溢

水、化学薬品の漏えい、破損した航空機やガレキ等の障害物、遮蔽

機能の喪失又は放射性物質の移動による建屋内の作業環境悪化を想

定する。 

ｄ．対処 

・航空機燃料火災が発生している場合には、大型化学高所放水車，

消防ポンプ付水槽車及び化学粉末消防車を用いた延焼防止の消火

活動及び放水砲等を用いた泡消火の消火活動を行う。

・消火活動においては、核燃料物質（プルトニウム濃縮液）を内蔵

していることを踏まえ、放水による建屋内への水の侵入の可能性

を調査し、その可能性を完全に否定できない場合は粉末消火を行

う。

・施設の状態を把握し、機器内で発生する蒸発乾固又は水素爆発の

発生（又はその可能性）を把握した場合には、重大事故等と同様

の対処を講ずる。

・機器の損傷によって漏えいした溶液による蒸発乾固の発生（又は
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その可能性）を把握した場合には、漏えいの規模や、得られるメ

リット及び顕在化する可能性のあるリスクを踏まえて、対策（漏

えい液の回収、セルへの注水等）の実施を判断する。 

・大型航空機の衝突による物理的損傷の影響により、発生した蒸発

乾固又は水素爆発の発生防止及び拡大防止（影響緩和含む）への

措置がすべて機能しなかった場合には、工場等外への放射性物質

及び放射線の放出を抑制するための手順を実施する。

(８) ハル・エンドピース貯蔵建屋

ａ．発生する放出事象 

施設の特徴から発生する放出事象は想定されない。 

ｂ．ハル・エンドピース貯蔵建屋への衝突方向 

ハル・エンドピース貯蔵建屋への衝突において考えられる方向は

全方位を想定する。 

ｃ．想定される作業環境の悪化 

衝突箇所における物理的損傷の影響により、航空機燃料火災、破

損した航空機やガレキ等の障害物、遮蔽機能の喪失又は放射性物質

の移動による建屋内の作業環境悪化を想定する。 

ｄ．対処 

・航空機燃料火災が発生している場合には、大型化学高所放水車，

消防ポンプ付水槽車及び化学粉末消防車を用いた延焼防止の消火

活動及び放水砲等を用いた泡消火の消火活動を行う。

(９) チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋

ａ．発生する放出事象 
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施設の特徴から発生する放出事象は想定されない。 

ｂ．チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋への衝突方向 

チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋への衝突にお

いて考えられる方向は東側、南側及び西側を想定する。 

低レベル廃棄物処理建屋と隣接しているため、北側からの衝突は

考えられない。 

ｃ．想定される作業環境の悪化 

衝突箇所における物理的損傷の影響により、航空機燃料火災、破

損した航空機やガレキ等の障害物、遮蔽機能の喪失又は放射性物質

の移動による建屋内の作業環境悪化を想定する。 

ｄ．対処 

・航空機燃料火災が発生している場合には、大型化学高所放水車，

消防ポンプ付水槽車及び化学粉末消防車を用いた延焼防止の消火

活動及び放水砲等を用いた泡消火の消火活動を行う。

(１０) 第１ガラス固化体貯蔵建屋

ａ．発生する放出事象 

施設の特徴から発生する放出事象は想定されない。 

ｂ．第１ガラス固化体貯蔵建屋への衝突方向 

第１ガラス固化体貯蔵建屋への衝突において考えられる方向は東

側、南側及び西側を想定する。 

廃棄物管理建屋と隣接しているため、北側からの衝突は考えられ

ない。 

ｃ．想定される作業環境の悪化 

衝突箇所における物理的損傷の影響により、航空機燃料火災、破
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損した航空機やガレキ等の障害物、遮蔽機能の喪失又は放射性物質

の移動による建屋内の作業環境悪化を想定する。 

ｄ．対処 

・航空機燃料火災が発生している場合には、大型化学高所放水車，

消防ポンプ付水槽車及び化学粉末消防車を用いた延焼防止の消火

活動及び放水砲等を用いた泡消火の消火活動を行う。

・シャフト部の損壊に対しては、重機等でガレキを撤去し空気の流

路を確保することで、ガラス固化体を冷却する。

(１１) 消火により事象が収束する建屋

以下の建屋は、航空機燃料火災により放射性物質が建屋外に放出

される（又はその可能性がある）が、消火作業に支障をきたす程度

の線量上昇は考えられず、消火により事象は収束することが可能で

ある。 

なお、ウラン脱硝建屋及びウラン酸化物貯蔵建屋では、核燃料物

質（ウラン酸化粉末）を内蔵していることを踏まえ、放水による建

屋内への水の侵入の可能性を調査し、その可能性を完全に否定でき

ない場合は粉末消火を行う。 

 その後は状態監視により事象進展がないことを確認しながら、復

旧等の措置を講ずる。 

ａ．固体廃棄物の処理建屋・貯蔵建屋 

・低レベル廃棄物処理建屋

・第２低レベル廃棄物貯蔵建屋

・第１低レベル廃棄物貯蔵建屋

補2.-7-16



・第４低レベル廃棄物貯蔵建屋

ｂ．低レベル廃液を内蔵する建屋 

・低レベル廃液処理建屋

・分析建屋

・出入管理建屋

ｃ．ウラン濃縮液又はウラン酸化粉末を内蔵する建屋 

・ウラン脱硝建屋

・ウラン酸化物貯蔵建屋

(１２) その他放出事象の起因となる建屋

ａ．非常用電源建屋 

全建屋で全交流動力電源の喪失に至り、全交流動力電源の喪失で

発生する重大事故等と同じ放出事象が発生する。 

ｂ．制御建屋 

 前処理建屋、分離建屋、精製建屋において全交流動力電源の喪失

に至り、重大事故等としても発生する放出事象が発生する。 
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